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～ 産業界のノウハウの高等教育機関への移転を通じた実践的な IT 教育の継続に向けて ～ 
 

情報サービス・ソフトウェア業界は、従来より、新卒 IT 人材の実践性向上のために必要

な教育を高等教育機関が担うことを期待しているが、現段階で実践的な IT 教育を実施して

いる高等教育機関の数は限られている。また、近年では、携帯電話や自動車業界などの製

造業において、組込みソフトウェア開発分野の IT 人材に対するニーズが高まっているもの

の、対応可能な人材は質量ともに不足しており、この分野でも高等教育機関での実践的な

教育に対する期待は高い。 

他方、各種調査から IT 業界を志望する学生の減少や IT 業界の人気低下などが報告され

ている。このような状況を変えるためには、一部で 3K とも言われている業界の体質を変革

するとともに、学生にとって魅力ある教育を行うべく、高等教育機関・産業界の双方が協

同して高等教育機関の教育内容を充実させることが重要である。 

以上のような背景の下、平成 16 年度より開始された、産学協同によって実践的な IT 教

育訓練の実施を支援する経済産業省の事業は、実践的な教育訓練の実現を望む高等教育機

関や企業に対して、その機会を提供してきた。 

これまでの事業の成果としては、教育訓練の開発・実証を行うことで、実践的 IT 教育の

有効性の確認、実践的教育を行う際の課題や継続に必要なノウハウの明確化など、高等教

育機関において実践的な教育訓練を実現するための方法に一定の見通しを与えたことが挙

げられる。 

しかしながら、その一方で、産業界のノウハウが高等教育機関に十分に移転されない、

あるいは、費用を調達できなくなった段階で事業を継続できなくなる事例が一部に見られ

る等の課題も明らかになった。 

上記の課題に対し、高等教育機関が自立的に実践的 IT 教育を行うには、産業界のノウハ

ウを高等教育機関の教員に移転することで教員の実践的 IT 教育実施能力を高め、産学が連

携して教育を行うの際の産業界の負担軽減（含むコスト）を図るといったシナリオが考え

られたが、我が国にはこの点に関する十分な情報と経験の蓄積が無かった。そこで、本年

度は、従来推進してきた実践的な教育訓練プログラムの開発・実証に加えて、新たに、産

業界が有する実践的なノウハウを高等教育機関へ移転するための“ファカルティ・ディベ

ロップメント（FD）”に重点を置いた FD プログラムの開発・実証を行った。 

本事業報告は、平成 18 年度に実施した各実証事業の概要をとりまとめるとともに、有効

性や課題に関する分析結果等を記している。 

本事業報告書が、産学協同による実践的な IT 教育の更なる高度化と定着促進に資すると

ともに、実践的な教育訓練を手がけたものの隘路に差し掛かっている、あるいは実践的な

教育訓練を行う意欲はあるものの実施に向けて次の一歩を踏み出せないといった高等教育

機関、企業等のための参考になれば幸いである。 

 

平成 19 年 3 月 

みずほ情報総研株式会社 
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第1章 事業の目的と実施体制 

1.1 事業目的 

「産学協同実践的 IT 教育訓練基盤強化事業」は、IT サービス産業の付加価値を高

めるための実践的応用力と、その基盤となるスキルを持つ高度 IT 人材の教育基盤を

強化することを目的とした事業である。 

本事業では、その目的を達成するため、以下の 2 つの事業を実施した。 

一つめは、教育訓練プログラム開発・実証事業である。ここでは、情報サービス分

野と組込みソフトウェア分野の 2 つの分野を対象として、IT 企業等と大学等の高等教

育機関の協同体制の下、高等教育機関の情報工学関連学科の学生を主な対象とした、

ソフトウェア開発等に関する理論的・体系的知識、及び、実践的応用力を習得させる

工学的教育を開発・実証し、その有効性について分析した。また、教育訓練の具体的

な内容の評価に加えて、制度・費用調達、学内への浸透、企業との継続的連携、教材

やカリキュラム公開などを通じた普及拡大、ファカルティ・ディベロップメント等に

関する課題の抽出・分析を通じて、わが国の高等教育機関において実践的な IT 教育

を定着させるための課題解決策等を検討し、それらをとりまとめた。 

2 つめは、ファカルティ・ディベロップメントプログラム開発・実証事業である（以

下、ファカルティ・ディベロップメントは、FD と略記）。これは、本年度の事業で新

規に実施したものである。「高等教育機関の教員自身に、実践的な教育を行う上で必要

なスキル・ノウハウが不足しているのではないか」との仮定の下、高等教育機関の教

員が平成 19 年度以降、特定の実践的な教育訓練プログラムを、産業界の講師に頼る

ことなく（またはその関与の割合を減じる形で）実施できるようにするために、産業

界の有するスキルやノウハウを高等教育機関の教員等に移転するための、教員向けの

教育プログラム（FD）を開発・実証するものである。ここでは、各事業者が実施した

FD プログラムの結果について、スキル・ノウハウを移転するためにどのような方法が

考えられるのか、どのような方法・内容が有効であるか、実施上の課題は何かなどの

観点から、横断的な分析を行い、その結果をとりまとめた。 

これら 2 つの事業間の関係を次の図に示す。 
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図 1-1「教育訓練プログラム開発・実証事業」と「ＦＤプログラム開発・実証事業」の関連 
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1.2 実施体制 

みずほ情報総研株式会社（以下、みずほ情報総研）は、経済産業省からの委託によ

り、IT 産業の競争力強化を目的とした情報政策の一環として、「平成 18 年度産学協同

実践的 IT 教育促進事業」を実施した。本報告の対象である「産学協同実践的 IT 教育

訓練基盤強化事業」は、同事業の一部として実施されたものである。 

実施にあたっては、みずほ情報総研が、公募提案形式によって、実践的な IT 教育

の開発・実証等を行う事業者を募集した後、事務局による資格・書類審査を経て、外

部専門家を委員とした委員会（推進委員会、座長：東京大学 大場善次郎教授）にて、

提案内容に関するヒアリング審査を行い、教育訓練プログラム開発・実証事業で 7 件、

FD プログラム開発・実証事業で 4 件、合計 11 件・10 事業者（各 1 件は同一の事業者

であるため）の委託先を選定した。 

なお、教育訓練プログラムの開発・実証、FD プログラムの開発・実証の実施にあた

っては、分析・評価の観点から、実施状況や課題、最終的な成果等が、推進委員会に

報告された。 

事業の成果は、平成 19 年 3 月 12 日に開催された最終の成果報告会でも、学生や一

般からの参加も含め、広く産官学の関係者に公開された。 

本事業の実施体制、委員会構成を以下に示す。 
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導入導入導入導入・・・・展開責任者展開責任者展開責任者展開責任者導入導入導入導入・・・・展開責任者展開責任者展開責任者展開責任者
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図 1-2 事業実施体制（教育訓練プログラム開発・実証事業の場合） 

注）「教育訓練プログラム導入・展開責任者」とは、委託事業終了後、教育訓練プログラム導入・

展開責任者が所属する高等教育機関に、今回実施した教育訓練プログラムを本格的に導入・展

開することに対して責任を持つ個人であり、「企業内人材育成等責任者」とは、組込みソフトウ

ェア設計・開発や情報システム・ソフトウェア設計・開発等に対する IT スキルニーズを明確に

有する IT 企業等に所属し、IT 企業として今回実施する事業の意義、事業参画への意欲、本事

業終了後の本教育訓練プログラムの継続実施等について説明に責任を持つ個人を指す。 
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図 1-3 事業実施体制（FD プログラム開発・実証事業の場合） 

注）「教育訓練プログラム実施責任者」とは、委託事業終了後、教育訓練プログラム実施責任者の

所属する高等教育機関において、今回設計・開発した学生向けの教育訓練プログラムを、高等

教育機関が主体的に実施するための責任を持つ個人であり、「FD プログラム実施責任者」とは、

組込みソフトウェア設計・開発や情報システム・ソフトウェア設計・開発等に対する実践的ノ

ウハウを有する IT 企業等に所属し、高等教育機関に対し、産業界の有する実践的ノウハウを移

転させるためのプログラム（FD プログラム）の開発・実施に責任を持つ個人を指す。 
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「産学協同実践的 IT 教育訓練基盤強化事業」推進委員会 委員名簿 

 

【座長】 

国立大学法人東京大学 大学院 工学系研究科 教授  大場 善次郎 

 

【委員】 

国立大学法人電気通信大学 電気通信学部 講師  西  康晴 

 

社団法人日本経済団体連合会 産業本部 情報グループ長 上田 正尚 

 

社団法人電子情報技術産業協会 情報システム部 部長  鈴木 晴久 

 

社団法人情報サービス産業協会 調査企画部 部長  田原 幸朗 

 

独立行政法人情報処理推進機構 

IT スキル標準センター センター長    小川 健司 

 

経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課 課長  鍜治 克彦 

 

【オブザーバー】 

経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課 課長補佐 小川  要 

経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課 係長  永見 祐一 

経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課   磯貝 智也 

 

【事務局】 

みずほ情報総研株式会社 情報・コミュニケーション部 
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第2章 教育訓練プログラムの概要 

本章では、今回の事業で実施された各教育訓練プログラムを、「概要」、「目的とする

人材像」、「教育内容」、「事業成果」の 4 つの観点から整理し、本事業の内容を俯瞰す

る。 

なお、ここでは、教育訓練プログラム開発・実証事業で実施された教育訓練プログラ

ムだけでなく、FD プログラム開発・実証事業の一環として実施された教育訓練プログ

ラムも対象とする。 

 

2.1 各教育訓練プログラムの概要 

以下に、今年度実施された各教育訓練プログラムの概要を示す。 

 

2.1.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 長崎大学 

■ テーマ名：組込みソフトウェア教育訓練プログラム開発・実証 
 

実施代表機関 富士通(株) 

提案代表者名 小栗 清 （長崎大学 工学部 情報システム工学科 教授） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
小栗 清 （長崎大学 工学部 情報システム工学科 教授） 

企業内人材育成等責任者 赤塚洋一 （富士通(株) 長崎支店 支店長） 

連携機関名 役割 

富士通オフィス機器(株) 

・ 教育訓練プログラ

ムの設計・開発 

・ テキスト開発部門

による設計書、教

科書、講義資料の

作成 

連 携 機 関 

富士通九州システムエンジニアリング 

・ 教育訓練プログラ

ムの設計･開発 

・ 教育ビジネス部門

による教育訓練プ

ログラムの講師 
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(株)富士通ビー・エス・シー 

・ 教育訓練プログラ

ムの実施 

・ エンベデッドシス

テム部門のエンジ

ニアによるサブ講

師 

(株)富士通総研 
・ 教育訓練プログラ

ムの有効性評価 

 

① 背景と目的 

日本の IT 産業において、国際競争力で優越する位置を確保できる分野のひとつとし

て組込みソフトウェア開発がある。組込みソフトウェアは、デジタルテレビ、DVD、携

帯電話、カーナビを始めとする情報家電市場で需要が飛躍的に拡大している。しかし

ながら、産業界においてその組込みソフトウェアを開発するエンジニアの供給状況は、

企業側の需要にまったく追いついていないのが現状である。また、日進月歩で進歩す

る飛躍中の分野であるため、エンジニアに求められる技術も多様化し、浮沈激しい状

況にあるともいえる。実際に、経験豊富な組込みエンジニアであっても、確固とした

体系的な基礎技術が備わっていなければ、急速な技術イノベーションに順応できない

ため、保有スキルがすぐに陳腐化し使い物にならなくなる傾向にある。今、企業が求

めているのは、組込みソフトウェア新技術を吸収できる能力と発展する技術に意欲を

持って取り組む若い人材である。 

本事業では、現場の第一線で活躍する富士通のエンジニアやインストラクタの指導

のもとに、産業界における組込みシステムのソフトウェア開発技術を大学教育に取り

入れ、産学協同により組込みソフトウェアに関する実践的教育を開発し、その有効性

を実証することを目的とした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

高い技術と豊富な経験を持つ企業との継続的な連携が可能になれば、高等教育機関

で企業ニーズにマッチした実践教育が継続的に実現する。これにより、学生の就職先

の幅が広がる。また、高等教育機関はその新たな取り組みでの独自性により入学希望

者の増加へとつながっていく。企業側はすでに実践的な基礎スキルを保有している新

卒者を採用できることから、企業内教育の効率化が図れ、早い時期に即戦力としての

現場配置が可能となる｡ 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

組込みソフトウェア開発に関する一連のプロセスの体験を通じて、学生に、組込み
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ソフトウェア開発の基本知識を実践的に習得させるものである。 

具体的には、長崎大学が所有する学習ボードを用いて、“音声出力する電卓”をテ

ーマとして、ハード・ソフトの連携や実時間制約の守り方等の基礎技術を学習した。 

期間は、全 10 日間で実施し、前半 5 日間を講義と実機演習、後半 5 日間を PBL とし

た。これは前半で知識を習得させ、後半で開発の流れを経験させるためであった。 

前半（講義と実機演習）の特色は以下の 3 点である。 

・開発実務経験のある企業講師と、学生のレベルやこれまで受講してきた他の講

義の内容を把握している大学講師が、掛け合い形式で解説を加える講義を行っ

た。ここでは、開発現場の実務的な知識と、教育機関における体系的な知識の

両方を融合しながら取り入れるとともに、学生にとっても、変化のある講義と

なることをねらいとした。 

・毎朝、グループ発表を行い、前日学んだ事のポイントと他のグループへの質問

の投げかけを行った。これは、学んだことをまとめて重要なポイントを抽出し、

他者に伝える、他者から引き出すということで、より深く思考させ、思考をま

とめさせることをねらいとした。 

・実務経験のある企業エンジニアをサブ講師にし、教育訓練進行のフォローとと

もに、講演の時間を設け、開発現場のエピソードや今回の教育訓練がどのよう

に仕事で役立つかを話した。これは、学生に組込みという仕事のおもしろさ、

今回の教育訓練の意義や活用可能性の高さを教えることをねらいとしたもので

ある。 

後半のプロジェクト型総合演習では、6 名を１チームとし、開発にかかわる一連の

プロセスを体験するほか、顧客の存在を意識したコミュニケーション能力やプロジェ

クトマネジメント等、大学だけでは教育が難しい要素を含んだ実践的な演習を行った。 

後半（PBL）の特色は以下の 3 点である。 

・企業のエンジニアを顧客役、上司役と位置づけて担当グループを決め、グループ

内に入って指導をした。 

・上司レビューや顧客レビューを行った。これにより顧客を意識した内容や説明に

ついて実際の現場ではどのようにしているかについてアドバイスを加えた。 

・最終日に、成果発表会として各グループにアピールポイントを決めさせ、プレゼ

ンテーションを行った。発表内容は大学講師と企業講師で評価し、優秀なものに

賞を与えた。 

【教授方法】 

・学習ボードの配布 

本教育訓練においては、個々人に１台の学習ボードを配布し、一人一人が、じ

っくり学習ボードに触れることができるように配慮した。大学における授業の多

くは、演習問題を行う際、パソコン上で作成し、実際の動作確認はサンプル的に



 

 10 

代表の１台だけを操作して、学生全員で動きを確認するといった形式がほとんど

である。また、企業の開発現場でも、製品ターゲットは 1 台のみで、パソコン上

のシミュレーションで開発を行い、機能検証時のみ実機で動作させることがほと

んどである。 

そこで本教育訓練においては、これまでの大学の授業でも、企業の開発現場で

も得られにくい環境、つまりじっくりボードに触れたり、繰り返しデータを転送

できるよう学習ボードの占有環境を実現することで、自分の疑問や好奇心、探究

心に対して、遅延なくリアルタイムに実験や実証を行えるようにした。 

・集中講義 

今回の教育訓練の講座形態を集中講義にした。これにより、前授業の振り返り

の講義時間が短縮でき、カリキュラムの調整で実習時間を多く取れる等の相乗効

果を生むと考えた。 

・ダブルマイク講義 

企業側講師が実務例を交えながら基本説明を行い、学生のこれまでの履修内容

やレベルを熟知している大学講師がこれに補足するという形式で行った。企業講

師、大学講師がそれぞれの得意なところを担当するとともに、両者がともにマイ

クを持ち（ダブルマイク）、掛け合い形式で進行することで、実務的な知識と、こ

れまでに培ってきた体系的な知識を紐付けながら習得することができた。 

・顧客の存在を意識させる PBL 

今回の教育訓練では、後半の 5 日間を PBL 演習で実施した。そこでは、個人に

よる演習だけではなく、役割を分担したプロジェクト開発を行った。その際に、

個人に与えられた役割を全うしながらひとつのソフトウェア開発だけにとどまら

ず、企業において必要となる顧客とのコミュニケーションと、企業内での組織的

なコミュニケーションの双方を交えた形で実施した。具体的には、6 人 1 グルー

プで構成し、主な役割を「リーダー」「アセッサー」「テクニカル」「品質管理」「ド

キュメント管理」と振り分けた。各グループには、サブ講師を「顧客役」「上司役」

として割り当てた。組込みソフトウェを開発する中で必要となる「企業組織とし

ての承認プロセス」や「顧客の要望とソフトウェア開発側からの提案を摺り合わ

せるためのネゴシエーション」など、ドキュメントの作成も含めてプロジェクト

を進めることで、開発現場の感覚に近い体験を可能とした。 

・企業講師の体験談 

 組込み分野の現場第一線で開発に携わる企業からの講師陣が、仕事をしていく

中での体験談や学生時代の実体験を通じて、学生時代にやるべきこと、自らがや

っていて役立ったことなどをスピーチし、学生の今後のマインド向上へつなげる

工夫を行った。 
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【受講対象者】 

長崎大学 工学部 情報システム工学科 3 年生 （61 名） 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

長崎大学にて設計した FPGA 学習ボード 

本講座用に書き下ろした教科書および演習問題集 

＜インストラクタ＞ 

メイン講師：㈱富士通九州システムエンジニアリングの技術者 

サブ講師：現場で組込み開発に従事する富士通、同関連会社のエンジニア（13 名） 

＜環境＞ 

プロジェクター（1 台）、FPGA 学習ボード（62 枚）、スピーカー（62 個）、パソコ

ン（62 台）、コンパイラ（62 個）、プリンタ（2 台）、ネットワーク環境（全 PC を

LAN 接続） 

【教育効果の測定方法等】 

・演習問題の結果による点数 

・PBL 演習の成果発表会における複数人評価者による評点 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

本年度好評であったことから、次年度以降についても組み込みソフトウェアの教育

訓練展開を図っていく。展開に当たっては、今回実施した規模の教育訓練の内容をそ

のままに考えた場合は、質疑対応の体制や、複数の支援教員の確保、現状における継

続した集中講座開催の困難さも含めて、今後の検討が必要になる。しかしながら、学

生の段階、それも 1・2 年次の段階から企業のエンジニアによる講座を受けることで、

学生自身の勉学に取り組むマインドや、大学期間の充実した生活にも活力を生み出す

と考えている。大学全学を通した新しい学科構想も考慮しながら、今後も、継続的な

産学連携に取り組んでいきたい。 

なお、現在長崎県及び県立大学、長崎総合科学大学と連携し、長崎市出島地区にお

ける産学官連携「インキュベーター」建設準備に着手しつつあり、より広い産業界と

の連携やより広い学生への受益のために、こうした施設の利用も有効であると考えら

れる。 

 



 

 12 

(2) 立命館大学 

■ テーマ名：大学における組込み技術キャリア教育プログラムの開発 
 

実施代表機関 立命館大学 

提案代表者名 大久保英嗣 （立命館大学 情報理工学部 学部長） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
島川博光 （立命館大学 情報理工学部 情報システム学科長） 

企業内人材育成等責任者 中村和夫 （(株)フォーリンクシステムズ 取締役副社長） 

連携機関名 役割 

(株)日立製作所 

教育訓練プログラムの評価・

運営助言（組込みシステム開

発の実践的視点） 

(株)富士通ラーニングメディア 

教育訓練プログラムの評価・

運営助言（効果的ティーチン

グメソッド） 連 携 機 関 

(株)フォーリンクシステムズ 

・ 教育訓練プログラムの開

発・実習指導支援 

・ 教育訓練プログラムの講

師派遣 

・ 教育訓練プログラムの実

習環境構築 

 

① 背景と目的 

 産業界においては、組込みシステム開発技術者に関して、組込みシステム用オペレ

ーティング・システムやミドルウェアの知識に偏り、本来、組込みシステムを開発す

る上で、極めて重要となる幅広い知識と経験を有するエンジニアが極めて少ないとい

う問題意識がある。一方、大学においては、幅広い知識を教育できる環境にありなが

ら、組込みシステムの実用的開発過程やシステム開発における設計の自由度と技法選

択の教育ができていない。また、学生は組込みシステムの産業界における意義を理解

しておらず、興味を示すことが少ない。こうした背景のなかで高度な組込みシステム

開発技術者を企業と連携して育成し、今後の日本における IT 産業を発展させることを

展望して、本教育訓練プログラムでは、組込みシステム開発の以下の点に焦点をあて、

実践的な教育を行うことを目的とした。 

・ 組込みシステムの実用的開発過程を経験させる。 

・ 自由度のある設計を実施し、問題解決に向けた技法の選択を経験させる。 

・ 組込み技術を通してキャリア形成の考え方を理解させ、IT 技術者に必要とされ

るコア・コンピテンシーを育成する。 

 なお、教育プログラムの開発にあたっては、今後の正課科目としての継続性を考慮
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し、大学教員が実践的な開発局面で発生する問題を想定した問題解決手法を教育し得

るティーチングメソッドの習得に注力した。 

 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

組込み技術分野においては、実践的な人材の早期育成が求められている。しかし、

企業においては、新人教育等を受けた技術者が実際の開発現場で設計・開発を担うた

めには、3 ヶ月から半年の時間が必要とされている。この技術教育を高等教育機関か

ら開始することにより、実践投入までの期間を短縮できる。また、高等教育機関にと

っては、企業からの先端技術や、現場でのプロジェクト管理手法等のフィードバック

を受けられ、学内での教育課程に反映することが可能となる。これにより、産学協同

による循環型教育の構築が可能となる。更に、高等教育機関としての総合的キャリア

教育体系に、企業の実践的なスキル教育手法を融合することによって、高等教育機関

と企業の間に存在する人材育成のギャップを克服し、高等教育機関における社会・産

業界のニーズに応えた高度 IT 人材養成プログラムを確立できると考える。加えて、高

等教育機関と企業が連携し、プログラムを開発、実践、検証する過程で双方の課題を

明らかにし、相乗的に人材育成に関わる課題解決に取り組むことが可能になると考え

る。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

本教育訓練プログラムは、「基礎講座（組込み用 C 言語講座）」、「実機演習（組込み

用 Linux 講座）」、「プロジェクト型演習（グループワーク）」で構成された。受講生は

講義を通じて基礎的な知識の習得を行い、またその講義を活かした演習を行うことに

より、実際のソフトウェア開発に利用できる技術を習得することが可能になる。 

実習では、ソフトウェア開発で発生する事象に対して、その問題に対する解決方法

等をグループ単位でディスカッションし、問題解決を行う中でプロジェクトに対する

考え方を習得した。 

なお、講義・プログラミング演習のほか、民間企業から技術者を招き、実際の開発

現場や市場動向に関する講演を実施した。 

・基礎講座（組込み用 C 言語講座） 

受講生として既に C 言語による開発、または教育を受けたことのある学生を想定

し、PC 用に開発を行う場合との違いを中心に教育を行った。特に、組込みソフトウ

ェア開発においては、固有のハードウェアにアクセスする必要があり、C 言語につ

いてもハードウェアを意識した使用方法が必要となるため、この点を重視して教育

を行った。具体的にはメモリ空間や割り込み処理、I/O レジスタ操作などである。 
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・実機演習（組込み用 Linux 講座） 

今回の対象 OS としては Linux を用い、OS を使用した場合の組込み開発について

教育を行った。組込み Linux の特徴であるプロセスやスレッド、タイマ等について

学ぶことにより、組込み機器上で動作する OS の仕組みについて教育を行った。 

組込み機器開発においては、プラットフォーム開発とアプリケーション開発の 2

つのレイヤに大きく分類されるが、本講義では、機器開発のベースとして使用され

るプラットフォーム開発についての実践教育を実施した。上記の学習成果を基にデ

バイスドライバの開発を行うことで、受講者が卒業後に即戦力として活躍できるた

めの準備を行った。 

・プロジェクト型演習（グループワーク） 

グループワークとして、基本設計、詳細設計、プログラム、テストの各工程毎に

開発時に必要となるスケジュール管理、工数管理等を行い、既に障害を持つシステ

ムに対しての原因の発見方法、修正方法についても例題を使用して、その手法につ

いて学習することで、実際の開発に関するシミュレーションを行った。 

 

【教授方法】 

現場熟練人材による講義および実習による教授方法を採用した。 

現在、組込み業界においては必要な知識の幅が広いこと、それぞれの現場ごとに求

められる知識や技術が異なることなどの理由で技術の継承が難しくなっている。本教

育訓練では、Linux を対象 OS として、即戦力となる技術者を育成することが目的であ

ったため、様々な現場を経験した熟練技術者により、教育を行うことが最適と考えた。 

教授方法としては、組込みおよび Linux に関する知識を得るための講義形式による

ものと、実際にプログラムの作成を通して組込みの現場を体験する実習形式の両方を

実施した。両方を行うことで、知識および経験を有した即戦力の技術者を育成するこ

とが可能と考えた。 

また、講座修了前に組込み業界の現場を理解してもらう目的で、長年組込み業界に

携わった著名人による組込み講座を行い、組込み開発の現場に対する意識の向上を図

った。 

 

【受講対象者】 

・立命館大学 情報理工学部 3 年生 （11 名） 

・立命館大学 理工学研究科 修士１年生 （4 名） 

※受講条件 

基本的なデータ構造とアルゴリズムを使って 3000 行程度のプログラムを問題なく

実装できる C 言語プログラミング能力を持つ者。 
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【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・組込み Linux トレーニングプログラム 

・組込み Linux 基礎講座実習資料 

＜インストラクタ＞ 

・㈱フォーリンクシステムズ（2 名） 

・立命館大学教員（1 名） 

・トヨタ自動車㈱（1 名） 

＜環境＞ 

ホストシステムとターゲットボードをネットワークで接続した。 

・ホスト OS（SuSE Linux 10.1） 

・ターゲットボード 

CPU：ExcaliburARM「EPXA1FC484-3 (ARM922T コア)」、メモリ：SDRAM 32MByte、

外部インタフェース：RS-232C, Ethernet, JTAG、OS：ELinOS 4.0 for ARM 

 

【教育効果の測定方法等】 

受講者にアプリケーションのデモや開発の過程を成果報告会で報告させた。更に

上記と、開発過程の記録とあわせて総合的に評価した。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

・平成 19 年度においても同様の講座を開講する予定である。 

・次期カリキュラム改定において、本講座をモデルとして改編した実験を必修科目に

取り入れる予定である。 
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(3) 東海大学 

■ テーマ名：組込み技術教育に向けたプログラミング言語実習の開発 
 

実施代表機関 NEC ラーニング(株) 

提案代表者名 
清水尚彦 

（東海大学 情報理工学部 ソフトウェア開発工学科 教授） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 

清水尚彦 

（東海大学 情報理工学部 ソフトウェア開発工学科 教授） 

企業内人材育成等責任者 北川光雄 （NEC ラーニング(株) ｅラーニング本部長） 

連携機関名 役割 

NPO 法人 SESSAME 
・教材改訂／提供 

・授業支援 

連 携 機 関 

(株)カナック 

・企画／計画支援 
・教材レビュー、授業支援 
・有効性の評価支援、 
・報告書作成支援 

・ビデオ収録等 

 

① 背景と目的 

昨今、装置の品質が機能安全を確保可能なレベルに至っておらず、様々な事故が発

生している。事故の中には人命を落とすものもあり、「装置の品質」と「組込み技術の

品質」の向上を求める動きが急速に活発化してきている。NEC ラーニングでは、組込

みソフトの品質の重要性を大学生に教育する必要性を感じており、協同する相手の大

学を探していた。そのような中、組込み技術教育を専門で実施している大学を知り、

企業ニーズに即した実践的な組込みソフトウェア教育を導入することによって、品質

を重視した設計技術を身に付けた学生を育成できると考えた。一方、東海大学では早

期の段階（１年生）で実践的な組込みに関する教育を行う必要性を痛感していた。 

学部の１年生には多少難しいかもしれないが、中長期的には役に立つとの認識のも

と、産学の連携による PBL（Project Based Learning）を含む教育訓練と、それを補

完する学生の自主学習により、組込み技術分野を専門とする学生の輩出を目指した。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

 既存のプログラミング教育は動作するかどうかを重視しており、品質と関連を持た

せた教育はほとんど見られない。これを産学協同で実現することは、組込み技術の発

展や人材育成において重要な意義がある。大学側は、組込み技術専門課程における、

企業が要求する組込み技術における実践的な人材育成への理解や、教育プログラムの

今後の改善・発展に役立てることができる。企業側は、専門教育機関における組込み

技術教育の可能性と、組込み技術者として機能安全を前提とした高品質なプログラム

をつくれる人材の確保が期待できる。 
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③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

組込み技術はその品質が大きく問われており、組込み技術者には機能安全の確保が

可能な高品質なプログラミングスキルが要求されている。このため、企業に対しては

適切な技術者育成が、また大学に対しては企業ニーズに沿った専門技術者輩出が望ま

れている。ただし後者の実現には、体系的に大学低学年（1 年生）の時から基本知識

と品質に関する意識付けを行う必要がある。 

そこで今回、大学低学年（1 年生）を対象として以下の３つの特徴を有する教育訓

練を開発した。 

・組込み技術の総合的修得 

－組込みソフトウェア向けプログラミング（C 言語による）の基本的なスキルや

ハードウェアとの関連スキルを総合的に学習する。 

－自走型ロボットの制御プログラム開発プロジェクトをベースとして学習する。 

－通常の講義形式に加え、課題（自走型ロボットの制御プログラム開発プロジェ

クト）に対して学生主導で解決を行う PBL（Project Based Learning）を取り

入れる。 

・企業ニーズの反映（実践性） 

－通信企業向け制御系設計技術者コースなどで実績のある NEC ラーニングが講師

および教材開発を行う。 

－組込みスキル標準に基づくカリキュラム設計を行う。 

・継続性 

－東海大学の実務担当者 4 名は授業・演習にも参加し、教材レビューを行い、対

象学生のレベルに合っているかどうかをチェックする。 

－本事業終了後、産業界講師のノウハウを教員へ移転することを意図して（FD）、

本教育訓練の模様をビデオ収録して復習可能とする。 

【教授方法】 

講義と個人演習（PBL）との組み合わせ形式で行うこととした。 

講義は、NEC ラーニングの講師が本教育訓練プログラム用に開発した教材を用いて

実施した。 

基本的には教材と同内容のスライド表示を行って解説を行うスタイルをとること

としたが、必要に応じて教材に書かれていない事項をスライド表示または黒板（もし

くはホワイトボード）に板書して補足説明を加えた。 

また、PBL 形式で実施することで、基本的なスキルの習得に加え、プロジェクトベ

ースで品質を意識した実践的かつ総合的なスキルの習得が期待できると考えた。講師

が演習の進め方について説明を行うが、演習中のフォローは、講師に加えて教員や TA
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も行った。 

【受講対象者】 

東海大学で作成したシラバスを Web 公開し、東海大学情報理工学部ソフトウェア開

発工学科の 1 年生（約 80 名）を対象として募集を行った（受講確定者数は 72 名）。 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・NEC ラーニング株式会社開発教材 

『組込みシステム開発の現状』、『ソフトウェア技術開発』、『C プログラミング技

術』、『ソフトウェアテスト技術』、『組込みシステム構築演習』 

・NPO 法人 SESSAME 製教材 

『組込みソフトウェア技術者・管理者向けセミナー』、『話題沸騰ポット（GOMA-1015

型）要求仕様書』（第 6 版、第 7 版） 

・エフテック株式会社製教材 

『P-ROBO2 取扱説明書』 

・市販教材（株式会社オーム社製） 

『C 言語によるプログラミング 基礎編』 

＜インストラクタ＞ 

NEC ラーニング㈱（1 名） 

＜環境＞ 

東海大学内のコンピュータ教室にて、以下の利用環境等で演習を実施した。 

・パソコン（NEC 製デスクトップパソコン：MA26Y/G）：72 台 

OS：WindowsXP Professional、CPU：Pentium4 2.6 GHz、メモリ：512MB、HDD：

65GB、ディスプレイ 

・KNOPPIX (CD のみでブート可能な Linux ディストリビューション) 

   講師分１枚、学生分 72 枚、教員および TA 分 8 枚、予備 9 枚 

・ネットワーク環境：東海大学の学内 LAN に接続 

【教育効果の測定方法等】 

・授業の内容を整理するための宿題を提示（次の授業の際に提出）。 

・各授業の始めに 10 分の小テストを実施し、前回の整理を行う。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

・各種アンケート、テストをもとに本教育訓練プログラムを評価し、カリキュラム・

テキストの改訂を行う。 

・本事業でビデオ化したものを教員のスキルアップ教材として活用する。 
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(4) 宇都宮大学／鹿児島大学 

■ テーマ名：携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育 
 

実施代表機関 KDDI(株) 

提案代表者名 伊藤 篤 （KDDI(株) 技術開発本部 開発推進部 次長） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
渡辺 裕 （宇都宮大学 工学部 情報工学科 教授） 

企業内人材育成等責任者 伊藤 篤 （KDDI(株) 技術開発本部 開発推進部 次長） 

連携機関名 役割 

連 携 機 関 
実務能力認定機構 評価・分析 

 

① 背景と目的 

携帯電話は、IT 社会におけるコアデバイスとして重要な役割を果たしている。しか

しながら、急激に利用範囲が拡張し、需要が増大する中、携帯アプリの技術者の供給

は追いついていない。産業界は、必ずしも高いレベルのスキルを新卒人材に求めてい

るわけではないが、日進月歩の科学技術に大学教育が追いついておらず、即戦力とし

て技術の第一線で働けるような状況ではないことが多い。 

これに対し、IT 関連の大学院教育が抱える問題は、修了生の質と技能が保証されて

おらず、IT ビジネスの現場と大学院教育の間に大きな格差が存在する点にある。 

そこで、以下の問題点を解決する手法を検討・開発することを目的とし、本教育訓

練プログラムを実施した。 

・産業界の求める人材との整合（単一の要素技術でなく複合的応用技術の体得が不

可欠） 

・実践的スキル（最新の実践的スキルを得る機会の不足） 

・学生の能力格差（学生のスキルレベルの個人間格差拡大、スキルを持つ教員の不

足） 

・最新教材の不在（急速な技術革新に符合する技術スキル育成に適した教材の不在） 

 なお、昨年度は、BREW による携帯アプリ開発をテーマにしたが、今年度は Flash に

よる携帯アプリ開発をテーマにした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

産学協同で実施することにより、企業側（KDDI）の技術とニーズを大学教育に取り

込むことができる。 

同時に、学生の就職先の選択肢の増加、起業可能性の追求、企業の技術者の再教育

にも応用が可能となる。 
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今日の大学改革の流れに対処するためには、学生の学力を格段に向上させること、

産学官の連携を図り教育の成果を社会に還元すること、少子化及び教育機関のボーダ

レス化への対応を図ること等が必要である。 

本事業では、企業が大学院教育に参画することによって、これまで行ってきたソフ

トウェア開発のノウハウ、成果を体系化すると共に、これを資産として後世に伝える

ことが可能となる。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

・知識教育内容及び教育方法 

実践的な教育の前提となる知識教育（技術知識等）の教育内容について設計・

開発した。具体的な内容例としては、携帯電話アプリケーションの構造、Flash

概要、Flash の API、携帯電話特有の Flash の API（例えば GPS、電池残量）等で

ある。 

・PBL 型の実習課題の設定及びグループ実習の方法 

実践的 PBL 型の実習を行うこととし、その課題設定、実習方式を設計・開発し

た。具体的には、対戦ボードゲーム、e-learning、GPS 応用、スケジュール管理

等の具体的なアプリケーションを対象として、実習の手順と内容を設計・開発し

た。また、実習に必要なサンプルプログラム等も開発した。 

なお、上記の設計・開発では、教授・インストラクション方法、インストラク

タの要件等についても具体化した。 

・遠隔教育を利用した開発演習 

開発演習における遠隔教育の利用方法やカリキュラムについて設計・開発した。 

 

【教授方法】 

授業前半は座学を中心に技術の概要を身につけ、後半は PBL 方式の実習により、

学んだ技術を身に付けることができるよう配慮した。また、知識を伝達する部分は

座学を中心に実施することで、短期間に知識を吸収することを目指した。 

さらに、学生のプログラミングの能力にばらつきが見られたため、これを最小限

にするために、実習に入ってからは、グループ演習を取り入れた。これにより、プ

ログラミングスキルの低い生徒学は、できる学生に教えてもらいながら、実習を進

めることが可能となった。 

また、鹿児島大学との間で遠隔授業による教育訓練の実施を試みた。 
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【受講対象者】 

・宇都宮大学 情報工学科の博士課程前期大学院生 18 名 

・鹿児島大学（※遠隔） 3 名  

※受講条件 

既に、C または C++のプログラミングを習得していることが前提（宇都宮大学工

学部の場合、3 年または 4 年のプログラミング演習の単位を取得していること） 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

Flash アプリ開発実習課題の解説、Flash API の解説、Flash Lite 仕様 

＜インストラクタ＞ 

講師：KDDI㈱（1 名）、NPO 法人実務能力認定機構（1 名） 

演習サポート：(有)ケーアンドケー（１名）、GBW システムズ㈱（1 名）、メイプル

㈱（1 名）、宇都宮大学教員等（10 名） 

＜環境＞ 

Flash アプリケーションを、開発用 PC にて、Flash8 のエミュレーション機能を利

用して開発するとともに、Flash と連携して動作するサーバ側のアプリケーション

を開発した。アプリケーションの実機での試験は、SWF ファイルを端末にインスト

ールし、携帯電話ネットワーク経由でサーバにアクセスし、動作を評価した。 

【教育効果の測定方法等】 

・携帯アプリケーション開発のスキル確認と成績評価 

制作物（携帯アプリ、仕様書、企画書）の仕上がりに、毎回の進捗状況報告、

成果発表の内容を加味して評価した。 

・開発したアプリケーションによるスキルレベルの評価 

プロフェッショナルが作成したサンプルソフトと比較し、操作性、安定性、グ

ラフィックスの精緻さ等の観点から評価した。 

・他校のカリキュラムや資格試験等の比較により有効性を評価した。 

・大学におけるソフトウェア開発教育カリキュラムとの比較、資格試験内容との比

較を行った。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

・平成 19 年度は、平成 17 年度に実施した BREW を利用した携帯アプリケーション開

発を導入する予定である。 

・Flash Lite による携帯アプリケーション作成は平成 20 年度に宇都宮大学に導入

予定である。 
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(5) 琉球大学 

■ テーマ名：ETSS 準拠通信システム開発教育訓練事業 
 

実施代表機関 国立大学法人 琉球大学 

提案代表者名 宮城隼夫 （琉球大学 工学部 情報工学科 教授） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 

和田知久 （琉球大学 工学部 情報工学科 教授） 

宮里智樹 （琉球大学 工学部 情報工学科 助手） 

企業内人材育成等責任者 

安里博一 （(株)マグナデザインネット 開発部） 

鈴木健一 （(有)エムジーウェーブ 代表取締役） 

江島夏実 （(株)コンピュータ教育工学研究所 代表取締役） 

連携機関名 役割 

(株)マグナデザインネット 
教材開発、評価システム開

発、教育訓練実施 

(有)エムジーウェーブ 教材開発、教育訓練実施 

(株)コンピュータ教育工学研究所 
運営業務、カリキュラム設

計開発、教育訓練実施 

連 携 機 関 

(株)自立型オキナワ経済発展機構 

（OKIDO） 

地域産業ニーズ収集、教育

訓練教材作成・実施・現地

支援、詳細記録作成、運営

補助作業 

 

① 背景と目的 

組込み分野の人材育成を産学連携体制の下で円滑に実施可能とするためには、実効

性のある諸環境を整えることが重要である。すなわち、効果的な人材育成を遂行する

には、教育プログラム・指導者・施設設備の 3 要素を整え、これらを継続的に運用す

るための体制を構築し、コストをはじめとした諸条件をクリアすることが必須事項と

なる。 

本事業では、教育プログラムと指導者については、産学の協力によって整備を行う

ことで、これまで大学が不備であった企業ニーズに合致した実務的な教育を実現しよ

うとした。また、設備については受講生の利便性を考慮して、全て大学内で実施し、

継続性を鑑みて、機材等も大学内で調達することで、実効性のある諸環境を構築した。 

そして、大学院における組込みソフトウェア開発エンジニアの育成を狙いとする、

ETSS ベースのモデルカリキュラム（二年間）を策定する取り組みを通して、大学院に

おける本格的な組込みソフトウェア開発エンジニアの育成体系を具現化し、継続的か

つ発展的に、組込み分野における IT 業界の人的ニーズへの対応を図り、更には FD を

積極的に活用し、大学教員が自立的に実践的な教育訓練を実行できるための体制と内

容の確立を目指した。 
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② 産学協同による教育訓練の意義 

組込みソフトウェア開発の実務教育を IT 業界が期待する水準で実践するためには、

大学・大学院単独の取り組みでは自ずと限界がある。本事業では、テーマ領域である

DSPによる組込みソフトウェア開発に多くの実績を有するIT企業等との連携体制の下、

企業の実務ノウハウと琉球大学大学院の教育ノウハウを融合し、IT 企業が要求する水

準の実務スキルの修得を狙いとした教育訓練プログラムを実現する。大学院における

このような組込みソフトウェア開発教育は先行事例も少ないため、本教育訓練は先導

的なモデルになると考えた。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

本教育訓練においては、それぞれ専門分野の異なる専攻の大学院生を受講対象とし

たため、基礎講座・基礎演習講座・プロジェクト演習講座の 3 つの講座を段階的に受

講させ、プロジェクトメンバーとしての共通基盤的な専門知識の形成をしつつ、プロ

ジェクト演習の教育訓練へと繋げるため、以下の通り実施した。 

・基礎講座（組込みソフトウェアエンジニアリング基礎講座） 

ETSS(Embedded Technology Skill Standards)に基づいて、設計開発プロセスを学

習した。特に、モデリング手法に重点を置き、構造化モデリングを中心に取り上

げ、具体的な事例に基づいた課題を使って演習を行った。 

・基礎演習講座（組み込みソフトウェア基礎演習講座） 

VHDL 言語による H/W 設計（座学）、3 名 1 チームの実習形式による FPGA を用いた

デジタル回路・システム設計（ノート PC、VHDL シミュレータ、FPGA 製作ソフト

などのツールを使用）、高速フーリエ変換の原理から回路設計までの座学および

FPGA 実習を行った。 

・プロジェクト講座（組み込みソフトウェア実践プロジェクト演習講座） 

FPGA 内のマイクロプロセッサ利用によるリアルタイム信号処理手法（座学と演

習）、各チームがオリジナルな要求条件を設定し H/W と S/W を自由に組み合わせた

実装、最終発表会（12 月 26 日に実施。各チームの設計内容を公表し、互いの内

容について共通理解を持つ）を行った。 

【教授方法】 

組込み系企業が即戦力として求める、組込みソフトウェアの分析・設計・開発・テ

ストという一連の工程の実践業務を遂行できるようにするために、以下の教授方法を

採用した。 

・紙媒体のテキストを使用して行う「組み込みソフトウェアエンジニアリング基礎

講座」(講義) 
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・プロジェクト演習に必要となる組み込みソフトウェア開発に関する知識とスキル

習得を目的として個別の演習方式で実施する「組み込みソフトウェア基礎演習講

座」 

・組み込みソフトウェア開発の実践スキルを習得するために、琉球大学における実

務性の高い教育方法を導入し、グループディスカッションをしながら FPGA ボード

を用いて学ぶ「プロジェクト演習講座」 

 

【受講対象者】 

・琉球大学大学院理工学研究科 1 年生の情報工学専攻、電子・電気工学専攻、機械

システム工学専攻を対象に希望者を募集した。 

・各専攻の単位取得を前提、審査の上、各専攻から 3 名程度選出し、計 9 名とした。 

※受講条件 

情報工学科、電子・電気工学科、機械システム工学科の各学士課程において、プロ

グラミング関係科目、デジタル系科目、制御系科目等を履修済みまたは同等の知識

を有すること。 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

授業ごとに各講師が用意した教材を利用した。 

また、副教材として、『組込みスキル標準 ETSS 概説書』、『組込みソフトウェアの開

発のための構造化モデリング』、『組込みソフトウェア開発のための ETSS 標準ガイ

ドブック』、『VHDL で学ぶデジタル回路設計』を用いた。 

＜インストラクタ＞ 

・基礎講座 

㈱コンピュータ工学研究所（1 名）、㈱トヨタ IT 開発センター（1 名）、㈱マグナ

デザインネット（1 名） 

・基礎演習講座 

(有)エムジーウェーブ（1 名）、琉球大学教員（2 名） 

・プロジェクト講座 

(有)エムジーウェーブ（1 名）、㈱マグナデザインネット（1 名）、琉球大学教員

（3 名） 

＜環境＞ 

講座の実施形態は座学、個人実習、グループ演習であり、原則 3 名１グループを１

ユニットとして、１ユニット毎にノート PC１台、FPGA ボード１台、スピーカー１台

の開発環境を準備した。 
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・実施場所 

琉球大学工学部１号館 508 情報工学科大会議室 

・ハードウェア環境 

講師用 PC1 台、プロジェクター装置一式、ノート PC（5 セット）、FPGA ボード（5

セット）、スピーカー（5 セット） 

・ソフトウェア環境 

プレゼンテーション操作用ソフト一式、FPGA 開発環境ソフト一式（フリーソフ

ト） 

【教育効果の測定方法等】 

知識試験およびスキルチェック、成果発表内容などによる総合評価 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

・2007 年度の集中講義（情報技術演習Ⅱ、Ⅲ）として本教育訓練を実施予定。 

・理工学研究科における組込み系専攻の設置を検討する。 
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(6) 九州産業大学 

■ テーマ名：プロジェクトベース設計演習 

 

事業実施体制 

実施代表機関 学校法人中村産業学園 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
花野井歳弘 （九州産業大学 情報科学部 知能情報学科） 

企業内人材育成等責任者 田原常児 （株式会社福岡 CSK 管理部） 

連携機関名 役割 

(株)福岡 CSK  教育訓練実施 
連 携 機 関 

(財)九州システム 

情報技術研究所 
ニーズ調査、評価システム設計 

 

① 背景と目的 

産業界における現実の製品およびソフトウェア開発業務ではプロジェクトにより遂

行されるのが一般的である。プロジェクトにおいては、単にプログラム開発能力だけ

でなく、品質・納期・コスト管理等、エンジニアリングとしての修得が必要不可欠に

なっている。これらは企業に就職した後 OJT により修得されているのが現状である。

学生にとっては、在学中にこれら開発作業の実際を経験し、その技術を修得すること

は、個々の学生の能力技能を増すことにつながる。また、実社会における業務の知識

が得られることで、就職後の業務がどのような内容であるかが理解でき、職業選択の

不安をなくす効果も期待できる。加えて、本教育訓練プログラムによる実践的演習体

験から組込みソフトウェア技術への理解がはかられ、この分野を志望する学生を増や

す効果も期待できる。 

このため、教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」ではソフトウェア

開発に豊富な経験を持つ IT 企業の協力を求め、現役の技術者の指導によるプロジェク

ト開発を模擬演習として体験させ、その開発実務がどのようなものであるかを修得さ

せるために実施している。 

また、教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」は、今後ますます重要

性を増す組込みソフトウェア技術者の育成をも目的としている。組込みソフトウェア

開発には、開発製品のコンセプトの理解の下、与えられたハードウェアリソース内で

の開発が必要など、幅広い知識と経験が必要になる。教育訓練プログラム「プロジェ

クトベース設計演習」による実践的演習を通じて組込みソフトウェア技術への理解が

増すとともに、志望する学生を増やす効果がある。あわせて、この教育で直接的に何
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かを得るというだけでなく今後の授業において、どうしてこの勉強をしているのか、

就職してどんなことにつながっていくのか、どんなことを学ぶ必要があるのかなど、

これから先の授業のモチベーションの向上や理解度の向上をも期待した。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

産業界では、大学教育の現状と企業が求めるニーズとのギャップが大きいことが指

摘されている。また、学生に対して、在学中から将来の志望職種を明確にし、高い職

業意識を持つことを求めている。しかしながら、学生にとっては、業務実態の知識が

得られず、職業選択に不安を持つことも多い。 

産業界での現実の開発業務は、プロジェクトにより遂行され、品質・納期・コスト

管理等の他にも、特にコミュニケーション能力が重要とされる。しかしながら、大学

では、実習・演習を行う人材・ノウハウが不足しており、十分な実践教育を行うこと

はほとんど不可能である。このため、組込みソフトウェア開発の豊富な経験を持つ IT

企業と協同で教育を行うことは、学生にとって非常に有意義な教育となる。また、企

業にとっても、実業務の知識及び意欲をもった学生を迎えることは、入社後の意識教

育が容易になるなど、大きな効果が得られる。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

本教育訓練プログラムは、平成 16 年度に経済産業省の「産学協同実践的 IT 教育訓

練支援事業」の支援を受けた「組込みソフトウェア技術者育成実践教育プログラム」

として組込みソフトウェア技術者育成のためのモデルカリキュラムの設計開発を行っ

た実践的演習「プロジェクトベース設計演習」である。平成 17 年度は連携企業を 1

社から 2 社へ、また、授業回数を 8 回から 14 回へと改良発展させ実施した。本年度の

教育訓練は、FD プログラム開発・実証事業の“「プロジェクトベース設計演習」FD プ

ログラムの開発”の一環として実施した。 

教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」は、九州産業大学情報科学部

の 3 年次後期の正規授業として授業回数 14 回（計 42 時間）実施した。講師・インス

トラクタに企業の現役 IT 技術者を迎え、少人数の班にわかれ RPG 形式で開発プロジェ

クトの運営を経験させる実践的演習である点に特徴がある。 

教育の具体的目標は、 

・組込みソフトウェア技術者として、組込みソフトウェア開発の基礎技術の理解・

修得 

・プロジェクト運営につき座学では得られない、品質・納期・コストを意識した

プロジェクト管理・運営およびコミュニケーションの重要性についての理解を深

めること 

であった。 
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演習では、LEGO社のMindStormを使用したライントレースシステムの開発を通じて、

簡単なセンサ系の処理、駆動系の制御などのタスクを C 言語を用いて実装、テスト等

の製品設計技術ほかを修得した。 

また、品質・コスト・納期を意識したプロジェクト管理・運営ができる能力の修得、

プロジェクトリーダー・コスト管理者・進捗管理者・品質管理者・構成管理者の業務

内容と重要性の理解、要求仕様からの機能仕様書・プログラム設計仕様書・テスト仕

様書などの作成を通じたドキュメントの作成・テスト（検査）の重要性の学習を目的

とした。 

【教授方法】 

教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」では、講義と開発演習を行う。

開発演習の特徴は以下の通りである。 

受講生は 5 名づつの班に分かれ、全メンバーがプロジェクト内で定められた役割を

分担する RPG 形式で演習を行う。 

各班のメンバーの役割は、1 名の PL(プロジェクトリーダー)を中心に、SL(サブリー

ダー)4 名で構成する。PL はプロジェクトのまとめ役であり、対顧客との折衝を含めプ

ロジェクトの運営の責任を持つ。SL は、毎回下記の役割を回り持ちで果たす。 

－コスト管理者役＝予算の立案および管理を行い、予算差異および利益管理を行う。 

－進捗管理者役＝日程表の作成および進捗管理を行い、作業遅延を監視、納期遅延

防止の責任を持つ。 

－品質管理者役＝要求仕様に基づきテスト仕様書を作成、テストを実施し、開発ソ

フトウェアの品質を確認する。 

－構成管理者役＝日々刻々のプログラムのバージョン管理を行う。 

また、演習をサポートするインストラクタも下記の役割を分担する。 

－顧客役（毎回 1 名）＝要求仕様の提示、進捗ミーティングに参加、各班からの質

問への回答、提案された対策の承認、および開発されたプログラムの検収を行う。 

－上司役（各班に 1 名）＝各班に専属に配置、演習中の問題解決の方針などの指導

を行う。指導内容は、解決策ではなく方針にとどめ、メンバーによる自発的解決

を促す。 

－外注技術者役（毎回 1 名）＝班から外注作業を依頼された場合、内容を打合せ開

発作業を請け負う。この場合の作業は有料とし、コストに反映する。 

なお、演習は顧客役立会いの下、班ごとの行われる進捗ミーティングから始まり、

日報作成で終了するという、実業務をできるだけ模した内容とした。 

 このような教授方法により下記の効果を期待した。 

・現実の開発プロジェクトに近い実践的演習により、プロジェクト運営を体験する

こここことができる。 

・プロジェクトでは、チームワークおよびコミュニケーションが重要性であること
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を体験から認識できる。 

・顧客役、上司役による進捗フォローや問題点管理などにより、実際の業務の環境

が体験できる。 

・毎回の議事録、報告書、日報作成などを通じて、ドキュメンテーションの重要性

が理解される。 

 

【受講対象者】 

九州産業大学情報科学部 3 年生 （30 名） 

※受講条件 

組込みソフトウェア開発に必須なソフトウェア、ハードウェアの基礎を修得した「社

会情報システム学演習」および「知能情報学演習」の受講学生のうち「プロジェクト

ベース設計演習」で FD プログラムを受講した教員に配属された学生。 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・講義資料（授業担当者が作成した講義資料） 

組込み開発とは、プロジェクトとは、コミュニケーション、プレゼンテーション

の仕方、プロジェクトのリスク管理 

・演習説明資料（授業担当者が作成した演習資料） 

カリキュラム概要、報告の仕方 

・LEGO MindStorm（実験キット） 

＜インストラクタ＞ 

・講師・インストラクタ（全 16 名） 

福岡 CSK（12 名）、テクノ・カルチャー・システム（4 名） 

・担当教員（全 6 名） 

九州産業大学情報科学部の教授（2 名）、助教授（1 名）、講師（1 名）、助手（1

名）、非常勤講師（１名） 

＜環境＞ 

教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」は、講義は九州産業大学情

報科学部の教室で、演習は同部のハードウェア実験教室内で行った。 

教室は、120 人が受講できる教室で、すべての受講生の座席に 100V 電源および構

内LANのコンセントが設置されており各受講生に貸与されているノートPCで講義の

メモに、あるいはインターネットによる調査などが可能である。また、講師にはワ

イヤレスマイク、および PC のスライドだけでなく DVD、ビデオテープなどの内容を

大画面スクリーンに投射して講義に利用可能である。また、これらの講義はすべて
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“講義記録システム”により録画されており、学生は情報学部の構内にて、いつで

も講義の内容を見て、復習などに利用できる。 

演習に使用するハードウェア実験教室は、8 人までの少人数の班でまとまった演

習が出来るよう机が配置され、各机には、100V 電源および構内 LAN のコンセントが

人数分設置されている。これにより、教育訓練プログラム「プロジェクトベース設

計演習」に必要な小人数でのまとまった討議、ミーティングが可能であり、また、

演習に使用される機材（パーソナルコンピュータ、LEGO MindStorm）の利用に最適

な設備が用意されている。また、各学生に貸与されているノート PC と合わせて、プ

ログラム、報告書の作成および演習機材の動作が可能である。講義用としてはワイ

ヤレスマイク、パーソナルコンピュータ接続可能な大画面スクリーンが設置されて

おり講義および演習には最適な環境が用意されている。 

 

【教育効果の測定方法等】 

演習中への取り組み姿勢および成果発表会の内容などから総合的に評価した。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

平成 19 年度後期に継続して教育訓練を実施する。実施には、本年度の FD により教

授方法のノウハウを修得した教員が連携企業のインストラクタとともに講義・演習の

指導に加わる。また、実施に当たり、本年度の教育訓練実施の課題（サブリーダーの

役割の見直し、指導方法など）を整理し、連携企業と改良を実施する。 
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2.1.2 情報サービス分野 

(1) 静岡大学 

■ テーマ名：顧客志向による情報システム開発力強化プログラム 
 

実施代表機関 (株)浜名湖国際頭脳センター 

提案代表者名 森永春二 （(株)浜名湖国際頭脳センター 取締役統括本部長） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
伊東幸宏 （静岡大学 情報学部 副学部長） 

企業内人材育成等責任者 福嶋義弘 （NEC ソフト(株) IT トレーニングセンター長） 

連携機関名 役割 

連 携 機 関 
NEC ソフト(株) 

教育プログラム設計、開発、実

施、評価 

 

① 背景と目的 

・背景 

産業界では、企業におけるITの役割が変化してきていることからIT技術者へも多様

化、高度化したスキルを求められているが、人材育成が追いついていないのが現状で

ある。よって重要な人材輩出機関である高等教育機関に、IT基礎技術の習得、そして

情報システム開発の目的、すなわち「ユーザが情報システムで何を実現したいのか」

を的確に把握し対応する姿勢・考え方とそのスキルを身につけて欲しいと考えている。 

  一方高等教育機関側である静岡大学情報学部では目標として「高度な技術と見識

を持った職業人」たる能力の修得を掲げているが、「産業界ニーズを把握する機会

が少ないこと」「実業務を教育・研究という形で展開する工夫が積極的になされて

いない点」を課題としている。具体的には実業務を経験してきた指導者の不足と実

業務を意識した授業の工夫が遅れている点が挙げられ、本事業ではまず、実業務を

意識した授業について進歩を図るべく、産業界側ニーズを踏まえた教育訓練を行う

こととした。   

・目的 

  産業界側のニーズと大学側で不足している教育内容に鑑み、目的を次のように定

めた。 

  『「よい情報システムを開発するためには何が必要なのか」を「顧客要求分析」か

ら始まる上流工程から下流工程への一貫教育を通して理解する。』 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

時代の流れから、大学には従来の学究の追求に加えて、企業ですぐに活躍できる人

材の育成が求められている。また、静岡大学大学院では「情報科学と情報社会学の複

眼的視点から人間と情報技術が調和した情報社会の構築に積極的に貢献する」ことを



 

 32 

掲げているが、実際に産業に質する教育については模索中である。 

 一方企業では、実務に必要な教育を実施する時間を持てなくなってきており、新入

社員に対してできるだけ入社前に実務に必要なスキルを身につけてきてほしい、とい

うのが本音である。 

よって、産学協同で教育訓練を行うことにより、大学では企業で求めている人材、

及びそのスキルを理解し適切に教育プログラムに落とし込むことができ、企業では大

学での学習内容を理解しているので、採用した人材を即戦力につなげるための次の行

動を起こしやすくなる。 

このように大学から的確な人材を輩出し、企業はその意を理解し人材を確保するこ

とができ、一人ひとりのキャリアプランニングの観点からも望ましい人材の需要と供

給の連携が行われることに意義がある。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

 今回実施した教育訓練は「情報システム設計論」、「情報システムマネジメント」、「情

報システム開発演習」という 3 つの講座に分かれていた。 

 まず「情報システム設計論」では、「よい情報システムとは何か」を常に念頭に置き、

情報システムの分析や設計、運用までの流れと、異業種との情報の流れについて実務

分析的に学習を進めた。 

 次に「情報システムマネジメント」では、開発プロジェクトのマネジメントに関す

る「プロジェクト管理の知識体系、及び手法」、「開発プロセス評価とプロセス改善」

を学習した。 

 これらで学習した情報システム開発に必要な基礎知識、手法を実際にはどのように

実務で利用するのかを理解・体得してもらうために「情報システム開発演習」を行っ

た。「情報システム開発演習」では「図書館書籍貸し出しシステム」を題材に、顧客要

求分析から始まる外部設計、内部設計を行い、Web アプリケーションシステムの一機

能を実際に製造し顧客に納品するまでの演習を PBL 型学習で行った。 

【受講対象者】 

・情報システム設計論 

静岡大学大学院情報学研究科１年生 9 名 

・情報システムマネジメント 

静岡大学大学院情報学研究科１年生 10 名 

・情報システム開発演習 

静岡大学大学院情報学研究科１年生 12 名 
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【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・情報システム設計論 

－パワーポイントで作成した学習要点をまとめたレジュメ 

静岡大学情報学部教授 市川照久作成 

－わかるオブジェクト指向 2005 年技術評論社／山田隆太著  

オブジェクト指向に関する入門書。自主学習教材として、受講生に配布。 

－UML モデリング 2006 年技術評論社／岡本敦彦著 

UML モデリングに関する入門書。自主学習教材として、受講生に配布。 

・情報システムマネジメント 

－パワーポイントで作成した学習要点をまとめたレジュメ 

静岡大学情報学部教授 市川照久作成 

－PMBOK 入門 2005 年オーム社／広兼修著 

PMBOK®に関する入門書。自主学習教材として、受講生に配布。 

・情報システム開発演習 

ジョブシミュレーション上位教育 

＜インストラクタ＞ 

・情報システム設計論 

静岡大学情報学部教員（1 名） 

・情報システムマネジメント 

静岡大学情報学部教員（1 名） 

・情報システム開発演習 

NEC ソフト（株）（2 名） 

＜環境＞ 

・情報システム設計論 

スタンドアローン状態で、Visio を使用 

・情報システム開発演習 

サーバ側（Windows2000Server、Apache tomcat、PostgreSQL） 

クライアント側（InternetWxplorer、秀丸エディタ、Visio） 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

・情報システム設計論 

－本年度と同様に通常の大学院選択科目として実施予定。 

－今回担当した教授以外でも講座を実施できるように、講師候補の教授がサブ講師

として授業に参加する。 

・情報システムマネジメント 
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－大学院科目にする予定はない。 

・情報システム開発演習 

－本教育訓練を 2008 年度から通常の大学院教育に採用するために、本年度のブラ

ッシュアップ版を 2007 年度に実施する予定。 

－学内の教授が講義できるように、講師候補の教授がサブ講師として授業に参加す

る。 
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(2) 東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学 

■ テーマ名：標準 PBL による地域 IT 人材育成モデル構築・展開 
 

実施代表機関 (株)仙台ソフトウェアセンター 

提案代表者名 広島和夫 （(株)仙台ソフトウェアセンター 常務取締役） 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 

曽根秀昭 （東北大学 情報シナジーセンター 教授） 

岩本正敏 （東北学院大学 工学部 助教授） 

脇山俊一郎（仙台電波高専 情報工学科 教授） 

富樫 敦 （宮城大学 事業構想学部 教授） 

小島正美 （東北工業大学 情報通信工学部 教授） 

中尾光之 （東北大学大学院 情報科学研究科 教授） 

企業内人材育成等責任者 江幡正彰 （(株)アート･システム 代表取締役） 

連携機関名 役割 

(社)宮城県情報サービス 

産業協会 

・ 教育訓練プログラム（OSS

開発プロジェクト実習）の

講師派遣企業の募集・選定 

・ 次年度以降の継続するため

仕組み作りへの検討参加 

(株)サイエンティア 

・ カリキュラム改変／標準カ

リキュラム設計開発 

・ 訓練実施／有効性評価 

(株)アート・システム 

・ カリキュラム改変／標準カ

リキュラム設計開発／教材

開発 

・ 訓練実施／有効性評価 

NEC ソフトウェア東北(株) 

教育訓練プログラム（OSS 開発

プロジェクト実習）への講師派

遣 

テクノ・マインド(株) 

教育訓練プログラム（OSS 開発

プロジェクト実習）への講師派

遣 

連 携 機 関 

(株)コミュニケーションテク

ノロジーズ 

教育訓練プログラム（課題テー

マ研究開発実習）に関する以下

の業務 

・ カリキュラム改変／訓練実

施／受講生サポート 

・ 理解度チェック／有効性評

価 
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(株)デジタルイノベーション 

教育訓練プログラム（OSS 開発

プロジェクト実習）に関する以

下の業務 

・ スキル評価ツールの改変／

評価 

・ 実務スキル伸長評価 

 

① 背景と目的 

地域 IT 企業では、本質的な IT スキルと基礎素養を併せ持つ人材獲得への期待が大

きい反面、高等教育機関では、学内意識や制度的な制約等により民間企業が期待する

水準の IT 人材を育成することが困難な状況である。 

本事業（教育訓練プログラム開発・実証分野）は、こうした人材像のミスマッチを

埋めるものとして平成 17 年度に実施し有効性を示した「産学協同創造型 OSS 開発技術

者養成システム」を拡充・展開し、OSS 技術による PBL 型の実践的 IT 教育訓練の地域

大学全体への水平展開、大学院などへの垂直展開を図るものである。その中では、産

学官が支える実践的 IT 教育訓練の先進的地域モデル構築と地域人材育成システムと

しての確立につなげていくことを意図し、単位互換など既存教育制度を活用した本格

的な訓練導入と各学校の教育体系の中での訓練の位置づけを狙った。 

また、本事業では、特に学部生向けの教育訓練である「OSS 開発プロジェクト実習」

に関して、昨年度培った民間 IT 企業のノウハウを拡充し仙台地域における PBL

（Project Based Learning）の手法として確立し、そのノウハウを高等教育機関の教

員に展開することとした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

実践的 IT 教育訓練を地域での継続には、産学官による応分の負担による人材育成シ

ステムの仕組みが必要である。本事業では昨年度培った民間 IT 企業のノウハウを拡充

し地域的な標準 PBL の手法を確立・産学で共有し、学内外での様々な応用形態を確立

するものである。これにより、各参画校の教育訓練プログラム導入・展開責任者によ

る訓練導入を円滑に進めることができると共に、（社）宮城県情報サービス産業協会を

主体に地域業界全体として教育を主体的に引き受けることが可能になり、今後の継続

性の問題を解決していくことができる。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

本教育訓練プログラムは、大学での「情報システム概論」の講義の受講経験者（学

部 3 年生、高専 4 年生を想定）を対象に実際の製品・サービスアプリケーション開発

プロジェクトを行いながらマネジメントや実務上必要となる技術を習得する「OSS 開

発プロジェクト実習」と、大学院生を対象に研究活動に関連した創造的な IT システム
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の企画開発やそのマネジメントを学習する「課題テーマ研究開発実習」で構成された。 

・OSS 開発プロジェクト実習（学部 3 年生・高専 4 年生向け） 

まず大学教員が Java や LAMP（Linux/Apache/MySQL/PHP）などの基本要素技術を

教育する。次に産業界の講師によってアプリケーションの企画構想、要件定義、設

計、開発、試験（テスト）までのいわゆるソフトウェア開発プロセスを体験し、実

践技術としての習得を行った。 

講座は OSS（Java/LAMP）に関する要素技術の理解の底上げを目的に大学教員が講

師を担当する「予備講座」、民間 IT 企業の現役技術者が担当する PBL 形式による「本

講座」で構成された。 

本講座に関しては、訓練プログラムに対する講師担当企業の得意領域の反映や受

講者の興味や関心に応じた選択肢の確保を意図し、カリキュラム実施形態として「顧

客対応・マネジメント重視型」と「開発・品質重視型」を設定した。前者は顧客ヒ

アリングや要件定義など主に上流工程で発生するコミュニケーションや顧客対応マ

ネジメントの内容を重視し、これらの項目について時間を重点的に配分したもので

あり、後者は「プログラミング」「テスティング」など主に下流工程で発生する技術

的な開発工程や品質マネジメントの内容を重視し、これらの項目について時間を重

点的に配分したものである。クラスは、担当企業ごとに 4 クラスが存在した。 

なお、本講座の演習テーマや利用する要素技術に関しては、講師担当各企業の独

自性発揮を意図し、画一ではなく講師担当各社が実務を基にそれぞれ企画した演習

テーマや利用技術をもとに実施した。演習テーマ（利用技術）は以下の通りであっ

た。 

－施設予約管理システム（Java） 

－保有資格管理システム（LAMP） 

－オンラインショップサイトの構築（Java） 

－e ラーニングシステム（Java） 

・課題テーマ研究開発実習（大学院修士１年向け） 

学部生向けの「OSS 開発プロジェクト実習」において学習する手法を用いた上で、

民間 IT 企業における事例探求、独自の開発テーマの立案、設計（ソフトウェアデザ

イン）、ソフトウェア工学によるマネジメントを含む創造型研究開発コースとして展

開した。双方共に、グループによるプロジェクト演習型訓練とし実務能力の本質的

向上を目指した。 

【教授方法】 

・PBL によるグループ演習、自主学習 

講座は座学による集合研修を基本に演習主体で行った。講座は PBL によるグルー

プ演習形式を採用し、講師をプロジェクト総括リーダーとした上でグループ毎にプ

ロジェクト体制や役割分担を整備しチーム形式で模擬プロジェクトを推進した。プ
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ロジェクトを推進する中で発生する要件定義やシステム設計などの机上演習、ある

いはプログラム実装等に関しては演習に多くの時間を要するため、宿題学習やグル

ープでの自主演習を併用し実施した。PBL に必要な要素技術に関しては大学教員担

当の予備講座を開催し技術の底上げを図った。 

・プロジェクトの計画と実行のマネジメントを重視した教授法 

講座では初めに前回の講座で指示した演習内容の実施状況確認、当日の課題実施

に必要な技術や手法に関しての簡単な説明を行い、課題のグループ演習を行いなが

ら指導を行った。演習内容のボリュームやレベルに関しては基本カリキュラムをベ

ースとしつつ、受講者がグループで立案したプロジェクト計画書に基づいた形で設

計の範囲や仕様、開発計画やコーディングの範囲、品質基準などを定め、それを守

って開発する（修正する場合は計画変更に基づき変更する）などマネジメント的要

素を教育上も重視した教授法を採用した。 

プロジェクト計画修正、テーマ毎の実施ボリュームの調整、関連内容の同時学習

などに関してはプロジェクトの推進状況を踏まえ柔軟に対応した。また、HTML など

課題演習に直接関連しながらもカリキュラム上設定していない内容に関しては、参

考書などにより自ら調べながら実習を行うことを念頭にした指導を行った。 

PBL に基づく計画の立案とその的確な実行意識を重視した本訓練の教授法は、受

講者のモチベーションや責任意識の向上を図る上で有効な教授方法であるといえる。

また、チームによる役割分担を前提とした PBL により、受講者の前提知識の相違を

吸収しながら訓練を実施すると共に相互コミュニケーションの重要性を強く認識で

きることなどの大きな利点がある。特に異なるキャリアを有する 5 校の学生がチー

ムの中で役割分担行いプロジェクトを進める形式は、学生間の相乗効果を発揮する

上でも最適な教授法であると考えた。 

・講師担当 IT 企業の経験則に基づく企画の自由度を残した教授体制 

講師は地域 IT 企業における現役のシステムエンジニア、あるいはプロジェクトマ

ネージャークラスの人材が担当し、標準 PBL カリキュラムとしての訓練の進め方は

共通としながらも各講師担当企業の自由度をある程度盛り込み、開発課題事例など

は担当講師個々に企画した。教育専門ベンダーのインストラクタによる画一的な教

育では品質意識や計画実行意識、責任感など民間 IT 企業の実務に本来求められる

べき要素の模擬体験が希薄になってしまう恐れがあり、現実の経験則に基づく OJT

型の PBL 教育は新たなインターンシップともいえるべき効果的な教授体制であると

考えられる。 

・研究開発型技術者に必要な創造性スキルの同時習得 

大学院向け訓練に関しては、民間企業の PBL 手法を用いながら、民間の実務キャ

リアだけでなく学識経験や論文作成スキルも有する、学部生向け訓練も担当してい

る民間 IT 企業講師が担当した。このようなスキルの高い講師が担当することで、

受講生は開発テーマの企画立案、IT や OSS の国際的コミュニティの利用やコミュニ
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ティ上での成果の公開、英語でのドキュメント作成など研究開発型の技術者に必要

な創造性スキルも同時に習得することが可能である。 

【受講対象者】 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅰ） 

受講者：東北大学（2 名）、東北学院大学（2 名）、東北工業大学（１名）、宮城大

学（3 名）、仙台電波高専（2 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅱ） 

受講者：東北学院大学（1 名）、東北工業大学（１名）、宮城大学（1 名）、仙台電

波高専（5 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅰ） 

受講者：東北大学（4 名）、東北学院大学（1 名）、東北工業大学（１名）、宮城大

学（1 名）、仙台電波高専（2 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅱ） 

受講者：東北学院大学（1 名）、宮城大学（2 名）、仙台電波高専（4 名） 

・課題テーマ研究開発実習 ※大学院 

受講者：東北大学大学院（4 名）、宮城大学大学院（１名） 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅰ） 

仙台電波高専「Java プログラミング」、「10 日で覚える JSP/サーブレット入門教

室 第 2 版」 2004 年翔泳社（山田祥寛著）、「プログラマ養成入門講座 Java2 改

訂版」 2003 年翔泳社（矢沢久雄著）、ドキュメント作成用テンプレート（講師準

備教材） 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅱ） 

仙台電波高専『Java プログラミング』、『Eclipse3 ではじめる Java プログラミン

グ入門 3.2 対応』2006 年秀和システム（掌田津耶乃著）、『Apache Struts ハンド

ブック改訂版』2006 年ソフトバンク（黒住幸光著）、『改訂新版 SQL ポケットリフ

ァレンス』2003 年技術評論社（浅井淳著）、ドキュメント作成用テンプレート（講

師準備教材） 

・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅰ） 

仙台電波高専『Java プログラミング』、『10 日で覚える JSP /サーブレット入門

教室 第 2 版』2004 年翔泳社（山田祥寛著）、『プロジェクトマネージャーの仕事

と技術』2005 年メディア・テック出版（谷口功著）、ドキュメント作成用テンプ

レート（講師準備教材） 
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・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅱ） 

宮城大学『SQL 入門/PHP 基礎編』、『PHP 入門』 2005 年東北 IT クラスタイニシア

チブ LAMP センター編集、『PHP 辞典』2005 年翔泳社(西沢直木著）、『若手 SE のた

めのシステム設計の考え方』2003 年ディー･アート(広田直俊他著)、ドキュメン

ト作成用テンプレート（講師準備教材） 

・課題テーマ研究開発実習 ※大学院 

講師が準備した PBL に関する独自教材及びドキュメント作成用テンプレート 

＜インストラクタ＞ 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅰ） ※学部 

㈱サイエンティア（1 名）、仙台電波高専教員（1 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（開発・品質重視型Ⅱ） ※学部 

テクノ・マインド㈱（2 名）、仙台電波高専教員（1 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅰ） ※学部 

㈱アート・システム（1 名）、仙台電波高専教員（1 名） 

・OSS 開発プロジェクト実習（顧客対応・マネジメント重視型Ⅱ） ※学部 

NEC ソフトウェア東北㈱（2 名）、宮城大学教員（2 名） 

・課題テーマ研究開発実習 ※大学院 

㈱コミュニケーションテクノロジーズ（1 名） 

＜環境＞ 

 ・OSS 開発プロジェクト実習（仙台ソフトウェアセンター機器実習室） 

  －ハードウェア環境 

1 人 1 台のデスクトップ PC（CeleronD2.6Ghz、80GB、512MB）またはノート PC

（P4-2Ghz、40GB、256MB、有線または無線 LAN）、ネットワークプリンタ、講師

設定済み Linux サーバ（各クラス 1 台） 

－ソフトウェア環境 

WindowsXP、Office2003、JUDE（オブジェクト設計ツール）、Java2SDK1.4 STD、

Eclipse3.2、Apache/tomcat5.5、PHP4、MySQL 

要件定義等は Office で実施した。サーバアクセスはエミュレーション環境を利

用した。 

－機器運営環境 

受講者固有データ（演習データ、受講関連データ）は USB メモリ外部媒体を利

用し、訓練日以外はディスクデプロイツール（Symantec Ghost）にて都度初期

化設定を実施した。 

 ・課題テーマ研究開発実習（東北大学電子情報システム・応物系 1 号館機器実習室） 

－ハードウェア環境 

1 人 1 台のミニタワーPC（実習室備付）、ネットワークプリンタ。但し東北大学

の機器実習室 PC はシンクライアント（HDD を内蔵しないバーチャル PC）である
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ため作成したプログラムモジュールの展開やサーバサービスの展開などが不可

能という機器環境上の制約があること、受講者全員が研究室あるいは個人所有

のノート PC を所有していたためドキュメント作成・印刷以外の実習や成果デモ

などは受講者の持ち込みノート PC 機器を主に利用した。 

－ソフトウェア環境（WindowsXP（Office2003）と Linux（Fedra Core）のデュア

ルブート。但し前項の制約の関係上、実習は受講者持込ノート PC 機器を主に利

用した。OSS ソフトウェアとしては、PHP/Perl、Rubricks/Rails/Ruby、

Struts/JSP/Java、Spring Tapestry Seasar/Java を使用した。 

【教育効果の測定方法等】 

講座終了毎に実施する理解度チェックによった。具体的には、開発プロジェクト

を進める上で、どのように問題を解決し、チームで分担し、円滑かつ的確に行って

いるかを、個別の議事録や作業日報等で確認・評価した。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

仙台地域の大学・高専合同の講座としての意義は大きく、今後もこの特色を生かし

たプログラムとしたいと考えている。具体的には、実践技術重視型教育機関（仙台電

波高専、宮城大等）で、本プログラムを正規課程授業として導入する。その他の大学

に於いては、その授業を互換単位として認定し、仙台地域の大学・高専から受講生を

募集し実施することで、大学・高専合同の講座として継続していく等の案を検討して

行く。 
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(3) 東京工科大学 

■ テーマ名：特別講義 ―ソフトウェアエンジニアリング― 

 

事業実施体制 

実施代表機関 (株)サイバー創研 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 
中村太一 （東京工科大学 コンピュータサイエンス学部 教授） 

企業内人材育成等責任者 黒田 幸明 （(株)サイバー創研 取締役 営業推進部長） 

連携機関名 役割 

東京工科大学 教育訓練実施 連 携 機 関 

ＮＴＴソフトウェア(株) 講師派遣 

 

① 背景と目的 

大学教育では、プログミング教育だけでは不十分で、ソフトウェアの分析や設計が

できる教育が必要であるといえる。そのためには、ソフトウェアの要素技術を体系立

てて、かつ、実践的な技術も扱うソフトウェア工学を教えなければならない。 

そこで、本教育訓練プログラムの実証の場では、現在の大学のカリキュラムで修得

が難しい実践的なソフトウェアエンジニアリングを教えることを目的とした。 

「ソフトウェア」は「ハードウェア」に対する言葉で、コンピュータプログラムだ

けではなく非常に広い範囲を指すものである。ソフトウェアは、 

・人工言語による創作という側面 

・実利的な工業製品として生産されるという側面 

・技術的・管理的・人間的側面の混在 

・品質第一の徹底、プロセスの地道な実行が第一 

などの側面・性質を持っている。コンピュータが発明されて、高々数十年しかたって

いないにもかかわらず、コンピュータが社会生活の隅々まで利用され、その傾向が今

後も続くことを考えると、それを動かすソフトウェアの役割はさらに重要になる。 

本教育訓練プログラムでは、コンピュータやデジタル機器で動作するソフトウェア

に限定したが、上述のように、社会におけるソフトウェアの重要性を鑑みて、単にソ

フトウェアの開発技術を講義するだけでなく、ソフトウェアの歴史、社会的意義、こ

れを開発するソフトウェア産業の抱える問題点などにも触れ、ソフトウェアをとりま

く諸問題についても学習できるようにする。 

「ソフトウェアエンジニアリング」の講座では、講義と実習で構成され、ともに IT

企業のエンジニアが担当し世の中の実状に即した教育を実現した。また、講座の最初

と最後に IT スキル標準に準拠したテストを受験することにより、学生が、学力の向上
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度合いや世の中の水準との関係を定量的に把握できるようにした。 

ソフトウェアは多面的で幅広く、かつ複雑な特性をもっている、換言すれば、掴ま

え所がないものであるため、講義では、ソフトウェアエンジニアリングに関する知識

体系を頭の中に入れておき、自分が取り組んでいる課題や勉強している課題が、知識

体系全体のどこに位置しているかを常に正確に把握しておくことの重要性についても

強調した。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

現状では、実践的な教育訓練を実施するスキルを具体化した教材は少ないため、そ

のようなスキルを大学教員に移転することは容易ではない。しかし、本事業の取り組

みのように、実践的な教育訓練を実施するためのスキルを教材化できれば、大学教員

にとって、IT エンジニアの持つスキルを習得することが容易になり、ひいては、実践

的な教育訓練を大学で継続的に実施することが可能となる。 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

今回の教育訓練プログラムの実施は、東京工科大学コンピュータサイエンス学部で

の「ソフトウェアエンジニアリング」講座（特別講義）である。本講座の教育カリキ

ュラムは、業務改善の提案すなわち情報システムの企画・設計から情報システムの開

発、試験、納入検査までの一連のシステム開発を擬似体験することで、 

・情報システム上流工程の設計技術の習得 

・開発プロセスにおけるソフトウェア（設計ドキュメントも含む）の品質向上技

術の習得 

・システム開発の一連の業務を通して IT 業界で求められる人材とスキルの理解 

ができることを目標に開発したものを活用した。 

本教育訓練プログラムでは、受講者が限られた時間でシステム開発を行ったため、

サービス機能を絞った形で開発規模を最小限とし、業務分析、システム設計、ドキュ

メント作成、品質向上作業（デザインレビュー）になるべく時間を割けるように配慮

した。 

今年度は、昨年度高知工科大学情報システム工学科のソフトウェア工学で実施した

ノウハウを反映させながら実施した。 

実際の企業におけるシステム開発は、通常複数人からなるグループ（またはチーム）

で行っており、当然、デザインレビューなどはチームで実施している。 

本講座においては、できるだけ実企業でのシステム開発に近い体験ができるように

するため、授業は講義と演習を交え、演習は 4～6 名のグループ単位で行うこととした。

グループ化することにより、グループでドキュメントやプログラムを開発することの

難しさを体験し、IT エンジニアに求められるスキルを実感させることができると考え
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たためである。 

 

【受講対象者】 

東京工科大学 コンピュータサイエンス学部 主な対象者は 3 年次学生。 

なお、大学院生、4 年次、2 年次の学生も受講した（合計 30 名） 

※受講条件 

プログラミングができること、実践的ソフトウェア開発に興味を持ち、積極的に取り

組む意欲があることを履修の前提とした。 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・「ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリングの授業－1」 翔泳社 鶴保

征城 駒谷昇一 

・「ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリングの授業－2」 翔泳社 鶴保

征城 駒谷昇一 

＜インストラクタ＞ 

NTT ソフトウェア㈱（1 名） 

＜環境＞ 

東京工科大学の実験棟、システム系実験室で実施した。 

設備的にはチーム毎にまとまってもらい講義を聴き、時にワークをする形態をと

り、必要な機器はプロジェクターとホワイトボードであった。 

演習におけるプログラミング、各種ドキュメント作成等作業に必要なコンピュー

タ環境は講義を行う実験室および学生個々人の持つ PC で対処できた。 

 

【教育効果の測定方法等】 

成果物の設計書とプログラムに対して、自己評価と他のグループのメンバーによ

る評価および講師による評価を行った。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

東京工科大学では、今回の授業内容を来年度の正規カリキュラムに採用することを

決定した。2、3 年次の講義科目として開講する予定である。 
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(4) 北海道情報大学 

■ テーマ名：実践情報セキュリティシステム論 

 

事業実施体制 

実施代表機関 (株)エスシーシー 

教育訓練プログラム 

導入・展開責任者 

森澤好臣 （北海道情報大学 経営情報学部  

システム情報学科教授） 

企業内人材育成等責任者 岸本裕之 （株式会社コムワース 代表取締役社長） 

連携機関名 役割 

北海道情報大学 

教育訓練プログラム設計・

開発、教育訓練用教材作成、

実施 
連 携 機 関 

(株)コムワース 
北海道情報大学のインスト

ラクタへのスキル移転 

 

① 背景と目的 

情報通信技術の利用が増大し、業務プロセスや経営管理を大きく変えつつある中、

適切な情報セキュリティのあり方を考え、それを実現するセキュリティシステムを構

築するためには、最新の情報セキュリティ技術に関する知識に加え、実際にインター

ネット上で行われている具体的な情報システムに対する攻撃とそれに対する具体的な

防御スキルを身に付けることが必要不可欠である。本教育訓練は、外部から隔離され

た擬似ネットワーク環境において、現実に起こりうる障害を疑似体験させる PBL を通

じてインシデント対応など、情報ネットワーク運用のための実践力を養成することを

目的として実施した。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

以下に、産学協同により教育訓練を実施する意義を、企業サイドと大学サイドの両

面から示す。 

企業サイドとしては、これまで必須であった新規採用人材の実践的 IT 教育コスト

の軽減、品質保証された人材の確保、大学との連携による真の産学連携事業への発展、

大学と連携することによる自己改革、の４つの意義があると言える。 

また、大学サイドとしては、自己の実際的技術力アップ、現場における実務や技術

動向の把握、現場での問題解決に対する自己保有知識の適用、納期やコスト制限のあ

る実仕事のグループでの遂行の経験、結果としての有用な教官の育成と確保、の 5 つ

の意義があると言える。 

このように、産学連携によって実施する教育訓練は、幅広い意義を持つが、これは、



 

 46 

本学においても同様である。 

 

 

③ 教育訓練プログラムの概要 

【教育訓練プログラムの概要】 

本教育訓練は、北海道情報大学大学院経営情報学研究科 経営情報学専攻（修士課

程）の正規課程授業「セキュリティ論」の一部として、平成 19 年 1 月 23 日（火）～

26 日（金）の 4 日間行われた。 

本教育訓練では、幅広い情報セキュリティ関連分野のうち、暗号技術とその応用、

ネットワーク・サーバシステム防御を中心に扱い、各回に「情報セキュリティの基礎」、

「認証技術」、「ハッキング」、「セキュア OS」といった基本テーマを設け、各々の基本

テーマに関連するセキュリティ実験をインターネットから隔離された実習用擬似ネッ

トワークの中で行った。 

「情報セキュリティの基礎」では、各種の暗号アルゴリズムにおける暗号化・複号

化の速度や暗号強度について、実際に教員から与えられた暗号を解読することを通じ

て体感的に学習し、「認証技術」では、X.509 電子証明書の作成とそれを用いたセキュ

アサーバの構築、SSL を利用したサーバ・クライアント認証、ワンタイムパスワード、

S/MIME を利用した電子メールの暗号化・認証についての実験を行った。また「ハッキ

ング」の回では、各種のハッキングツールを用い、OS やアプリケーションの脆弱性探

索や、DoS や SQL インジェクションといった、ネットワークやサーバに対するより一

般的な攻撃手法について実験を行い、「セキュア OS」をテーマとする回では、これら

の攻撃から防御するための方法として、Secure Linux を用いたセキュリティ的に強固

なサーバシステムの構築・運用についての実習を行った。 

実験によっては、受講者を攻撃側グループ・防御側グループのようにいくつかのグ

ループに分け、情報システムへ攻撃を行う側、守る側というそれぞれの役割の中で、

保有している知識をフルに発揮させたり、教員側から未提示の攻撃手法により学生が

管理担当するサーバに攻撃を仕掛け、そのサーバの稼動を不能にし、原因を調査・分

析、そして対策案を考え実施させたりというような、一連のインシデント対応を経験

させるなど、情報セキュリティの学習に PBL 型の学習を取り入れ、実践的なスキルを

身につけることができるよう配慮した。 

また、本教育訓練を実施するためには、企業等が保有する情報システムにより近い

実験環境が必要であり、かつ、その環境はソフトウェアのバージョンアップをしなが

ら常に最新のものに維持されなければならない。また、攻撃・破壊を目的とする実験

も含まれるため、簡便に元の状態に復元することの出来る環境でなければならない。

このため、本講座のために特別に開発した、簡単に実習テーマに応じた実験環境の構

築が可能な、各種の実験ツールなどを取り揃えた実習用ソフトウェア教材を利用する

ことにより実施した。 



 

 47 

 

【教授方法】 

本教育訓練は、情報セキュリティシステムの構築のために必要な技能を効果的に身

につけるために、演習を中心に実施した。 

実験によっては、受講者を攻撃側グループ・防御側グループのようにいくつかのグ

ループに分け、情報システムへ攻撃を行う側、守る側というそれぞれの役割の中で、

保有している知識をフルに発揮させたり、教員側から未提示の攻撃手法により学生が

管理担当するサーバに攻撃を仕掛け、そのサーバの稼動を不能にし、原因を調査・分

析、そして対策案を考え実施させたりというような、一連のインシデント対応を経験

させるなど、情報セキュリティの学習に PBL 型の学習を取り入れ、実践的なスキルを

身につけることができるよう配慮した。 

 

【受講対象者】 

大学院で開講されている「セキュリティ論」の一部として行われ、前期に講義した

ネットワークと情報セキュリティに関する理論的知識をベースとした、その応用・実

践編として実施した。 

来年度以降も大学院の正規課程授業として実施するので、通常の履修対象科目とし

て受講者を募集する。 

また、北海道情報大学大学院入学を予定している 4 年生は、特別科目履修生として

大学院の授業履修が可能なため、履修を希望した特別科目履修生も受け付ける。 

平成 18 年度は、修士課程 1 年生（5 名）及び学部 4 年生（3 名）の特別科目等履修

生、単位は認定されないが学部 3 年生（2 名）の計 10 名で実施した。いずれの受講者

も、ネットワークの知識が豊富である。 

 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

本教育訓練を実施するためには、企業等が保有する情報システムにより近い実験環

境が必要であり、かつ、その環境はソフトウェアのバージョンアップをしながら常に

最新のものに維持されなければならない。また、攻撃・破壊を目的とする実験も含ま

れるため、簡便に元の状態に復元することの出来る環境でなければならない。 

本講座のために、公開されている某大な数のオープンソースの中から、教育訓練で

行う予定の十数項目の実習を実施するために利用可能なものを、ひとつひとつ検証作

業や改造・カスタマイズして集め、また、演習のためにわざとセキュリティホールを

仕掛けた OS を用意し、実習項目に応じた各種サーバの設定など、実習環境の構築（イ

ンストール等）に必要な作業を、１枚の DVD のみで簡単・短時間で行えるようにした
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実習用ソフトウェア教材を開発し、これを元に実習を行った。 

・「実習用ソフトウェア教材」 

・「実習課題集」 

＜インストラクタ＞ 

北海道情報大学教員（1 名）  

※FD プログラムにより、IT 企業からのスキル移転を受けた者 

＜環境＞ 

学生 1 人１台のクライアント PC で構成された、インターネットから隔離された実

習用擬似ネットワークを構築し実習を実施した。主な使用機材は以下のとおりである。 

・サーバ用 PC          １台 

・学生用 PC           10 台（学生１人あたり１台） 

・液晶プロジェクター            １台 

・ファイアウォール        2 台（１グループ 1 台） 

・イーサネットスイッチ     2 台（１グループ１台） 

・プロトコル脆弱性攻撃／バッファオーバフロー攻撃エミュレータ  １台 

 

【教育効果の測定方法等】 

受講状況、プレゼンテーションおよびレポートによって総合的に評価した。 

 

④ 委託事業終了後の講義・講座等への導入・展開計画 

開発した教育訓練プログラムを北海道情報大学大学院修士課程の授業として開講す

る予定である。 

学部学生への展開は、特別科目履修生（北海道情報大学大学院入学を予定している

4 年生は、大学院の授業履修が可能）を対象として開始する予定である。 
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2.2 各教育訓練プログラムが目指す人材像 

以下に、今年度実施された各教育訓練プログラムが目指していた「人材像」を、教

育訓練を通じて習得できるスキル、IT スキル標準／組込みスキル標準における職種等

の観点から記す。 

 

2.2.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 長崎大学 

分析、設計、実装、テストといった開発技術を備えた組込みアプリケーションエ

ンジニア 

(2) 立命館大学 

・学んだ知識を現場へ適応し、実践する能力をもった組込みシステム開発技術者 

・技術者としてのコア・コンピテンシーを備えた人材 

(3) 東海大学 

・IT スキル標準（「IT 基本 1」「IT 基本 2」）のスキルを前提知識として持っている

こと 

・ET スキル標準（組込みソフトウェア分野）のエントリレベル達成 

(4) 宇都宮大学／鹿児島大学 

・情報システム開発能力（外部仕様書に基づく内部仕様書・プログラム設計書を作

成できる、効果的で実用的なプログラムを作成できる、プログラムの単体テスト、

結合テストを確実に実施できる）、開発工程管理能力（組込みシステム系ソフトウ

ェア開発の工程と関係する管理手法を習得する）、ビジネスモデル企画・開発能力

（ビジネス分野での包括的で効率的な解決策を企画・立案できる、市場の動向調

査の結果を勘案し、ビジネス企画等も立案できる）を身につけた人材。 

・ITSS/ETSS の「ソフトウェアエンジニア」、「プロダクトマネージャー」、「プロジ

ェクトマネージャー」、「ドメインスペシャリスト」、「システムアーキテクト」 

(5) 琉球大学 

組込み系企業が即戦力として求める、組込みソフトウェアの分析・設計・開発・

テストの一連の工程の実践業務を遂行ができる人材 

(6) 九州産業大学 

現実の開発プロジェクトの開発実務を理解した人材。プロジェクト管理の基礎技

術の修得（プロジェクトベース設計の重要性、方法論の理解）、製品設計・製作の基

礎技術の修得（組込みシステム開発のための基礎的技術の理解と修得）。 
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2.2.2 情報サービス分野 

(1) 静岡大学 

・オブジェクト指向型開発手法を理解できる、UML を用いてモデリング記述を行え

る、Java 言語を利用した Web アプリケーションの機能を構築することができる人

材。 

・ITSS の「IT スペシャリスト」、「アプリケーションスペシャリスト」、「ソフトウェ

アデベロップメント」 

(2) 東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学 

・要件定義から設計、開発、テスト、納品までのいわゆる情報システム開発プロセ

スのマネジメントに必要なエンジニアリングスキルを修得した人材。 

・ITSS の「IT スペシャリスト」、「アプリケーションスペシャリスト」、「プロジェク

トマネジメント」 

(3) 東京工科大学 

・情報システム開発の各工程の知識を説明でき、一部については与えられた条件下

で該当する知識を使うことができる人材。 

・ITSS の「アプリケーションスペシャリスト（職種）、業務システム（専門分野）」 

(4) 北海道情報大学 

・実践アジャイル開発論 

アジャイル開発で重要とされる考え方と現場で要求されるドキュメント化のバラ

ンスを身につけられた人材。 

ITSS の「アプリケーションスペシャリスト」、「IT スペシャリスト」、「プロジェク

トマネジメント」 

・実践情報セキュリティシステム論 

インターネット上で行われている各種攻撃手法のメカニズムとその影響について

理解でき、具体的なセキュリティインシデントに対する防御を実践・提案できる

人材。 

・実践システム設計・開発・管理論 

企業が求める実践的なスキルの習得を目的に情報系専攻の学生として高い実践的

な技術力を持った人材。 

ITSS の「プロジェクトマネジメント」 

・実践医療情報システム開発論 

医療情報システムの設計・開発で用いられる技術を理解し習得した人材。 

ITSS の「アプリケーションスペシャリスト」 

・次世代コンピューティング論 

次世代コンピューティングに必要とされる要素技術（グリッドコンピューティン

グ、GA を含む進化計算手法、オープンソース、ヘテロシステム、ソフトウェアエ
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ージェントなど）、次世代コンピューティング技術の活用方法、実システム事例に

関する知識を有するとともに、演習を通じて次世代コンピューティングシステム

の構築方法を習得した人材。 

・実学サービスビジネス論 

企業の最前線で行われているサービスビジネスの運用・管理において必要となる

プロセスを理解し修得した人材。 
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2.3 各教育訓練プログラムの教育内容 

本教育訓練によって受講生に伝えられる知識項目を、昨年度と同様、米国のモデル

カリキュラムである Computing Curricula と対比することで明確化する。 

また、本年度事業の事業を組込み分野と情報サービス分野の 2 つに大別した上で、

各事業に見られるパターンを整理する。 

 

2.3.1 本事業で使用した Computing Curricula知識項目 

本節では、前節で概要を記した各教育訓練プログラムで教授する内容を、アメリカ

のモデルカリキュラム Computing Curricula で定義されている知識体系（body of 

knowledge）に基づいて整理した結果を示す。 

Computing Curricula とは、アメリカの IT 分野の学協会1が作成した、IT 系大学学

部のためのモデルカリキュラムである。このモデルカリキュラムは、以下のような構

成で作成され、2007 年 3 月現在、Overview［概説文書］の他に、Computer Science（CS）、

Information Systems（IS）、Software Engineering（SE）、Computer Engineering（CE）、

Information Technology（IT）の 5 分野のカリキュラムが公表されている。 

 

図 2-1 Computer Curricula 2005 シリーズの構成2 

 

上記 5 分野は、アメリカでは、広範な技術・知識を含む IT 分野において、専門分

                                                   
1 Computing Curricula の策定には、ACM（The Association for Computing Machinery）や、IEEE-CS（The 

IEEE Computer Society）を始め、多くの IT 分野の学協会が参画している。 
2 “Computer Curricula 2005 Overview”

（http://www.acm.org/education/curric_vols/CC2005_Final_Report2.）p.7 より転載。 
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野として確立されつつある分野であるが、それぞれの内容は、以下のように表される。 

 

表 2-1 Computer Curricula 2005 シリーズで定義されている各分野の概要3 

分野名 分野の概要 

Computer Science（CS） 
情報処理の基礎理論を扱う分野。コンピュータ科学。他分野

（CE・SE・IS・IT）の入門・基礎部分も含む。 

Information Systems（IS） 
組織やビジネスにおける IT の戦略的活用を扱う分野。経営

的観点も含め、IT を高度に活用するための知識を学ぶ。 

Software Engineering（SE） 
ソフトウェア生産技術や開発プロセス等、ソフトウェアの生

産・管理に関わる技術・知識を重点的に扱う分野。 

Computer Engineering（CE） 
コンピュータの構造から電子回路・信号、組込みシステム等、

ハードウェアに関わる技術・知識を重点的に扱う分野。 

Information Technology（IT） 
アプリケーションの活用スキル等、企業等の組織における

IT 基盤の構築・維持に必要な技術・知識を扱う分野。 

 

 

上記 5 分野のうち、本事業では、「情報サービス分野」の教育訓練が対応すべき知識

体系として、Computer Science（CS）と Software Engineering（SE）、「組込みソフト

ウェア分野」の教育訓練が対応すべき知識体系として、Computer Science（CS）と

Computer Engineering（CE）の分野を参照した。 

 

表 2-2 本事業が対象とする分野 

分野名 情報サービス分野 組込みソフトウェア分野 

Computer Science（CS） ○ ○ 

Software Engineering（SE） ○ － 

Computer Engineering（CE） － ○ 

 

 

なお、参考までに“Computer Curricula 2005 Overview”（概説文書）では、これ

ら 3 分野が対応するスキル領域を、図 2-2 のように表現している（図の軸の見方につ

いては、図 2-2 中の左上図を参照）。 

                                                   
3 概要についての記述は、みずほ情報総研が作成。 
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図 2-2 Computer Science（CS）分野、Software Engineering（SE）分野、Computer Engineering

（CE）分野の対応スキル領域4 

 

次頁からは、Computer Science（CS）分野、Software Engineering（SE）分野、Computer 

Engineering（CE）分野の知識体系（知識項目一覧）を示す。その後、各教育訓練プロ

グラムが教授した内容を、実際にそれらの知識体系に位置づけ、本事業で実施された

教育訓練の内容を、総括的に整理・分析する。なお、これら各分野は、それぞれ、中

分類・小分類に分類されている。 

                                                   
4 図中の訳は、みずほ情報総研によるもの。 
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ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア開発開発開発開発のののの方法方法方法方法とととと技術技術技術技術    

システムインフラシステムインフラシステムインフラシステムインフラ    

コンピュータハードウェアコンピュータハードウェアコンピュータハードウェアコンピュータハードウェア    

理論的理論的理論的理論的    応用的応用的応用的応用的    
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表 2-3 Computer Science：知識項目一覧 

Discrete Structures   Human-Computer Interaction   

Functions、 relations、 and sets   Foundations of human-computer interaction   

Basic logic   Building a simple graphical user interface   

Proof techniques   Human-centered software evaluation  

Basics of counting   Human-centered software development  

Graphs and trees   Graphical user-interface design  

Discrete probability   Graphical user-interface programming  

Programming Fundamentals   HCI aspects of multimedia systems  

Fundamental programming constructs   

Algorithms and problem-solving   

HCI aspects of collaboration and 
communication 

 

Fundamental data structures   Graphics and Visual Computing   

Recursion   Fundamental techniques in graphics   

Event-driven programming   Graphic systems   

Algorithms and Complexity   Graphic communication  

Basic algorithmic analysis   Geometric modeling  

Algorithmic strategies   Basic rendering  

Fundamental computing algorithms   Advanced rendering  

Distributed algorithms   Advanced techniques  

Basic computability   Computer animation  

The complexity classes P and NP  Visualization  

Automata theory  Virtual reality  

Advanced algorithmic analysis  Computer vision  

Cryptographic algorithms  Intelligent Systems   

Geometric algorithms  Fundamental issues in intelligent systems   

Parallel algorithms  Search and constraint satisfaction   

Architecture and Organization   Knowledge representation and reasoning   

Digital logic and digital systems   Advanced search  

Machine level representation of data   

Assembly level machine organization   

Advanced knowledge representation and 
reasoning 

 

Agents  
Memory system organization and architecture   

Natural language processing  

Interfacing and communication   Machine learning and neural networks  

Functional organization   AI planning systems  

Robotics  
Multiprocessing and alternative architectures   

Information Management  

Performance enhancements  Information models and systems   

Database systems   Architecture for networks and distributed 
systems 

 
Data modeling   

Operating Systems   Relational databases  

Overview of operating systems   Database query languages  

Operating system principles   Relational database design  

Concurrency   Transaction processing  

Scheduling and dispatch   Distributed databases  

Memory management   Physical database design  

Device management  Data mining  

Security and protection  Information storage and retrieval  

File systems  Hypertext and hypermedia  

Real-time and embedded systems  Multimedia information and systems  
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Fault tolerance  Digital libraries  

System performance evaluation    

Scripting  Social and Professional Issues   

Net-Centric Computing   History of computing   

Introduction to net-centric computing   Social context of computing   

Communication and networking   Methods and tools of analysis   

Network security   Professional and ethical responsibilities   

The web as an example of client-server computing  Risks and liabilities of computer-based systems  

Building web applications  Intellectual property   

Network management  Privacy and civil liberties   

Compression and decompression  Computer crime  

Multimedia data technologies  Economic issues in computing  

Wireless and mobile computing  Philosophical frameworks  

Programming Languages   Software Engineering   

Overview of programming languages   Software design   

Virtual machines   Using APIs   

Introduction to language translation   Software tools and environments   

Declarations and types   Software processes   

Abstraction mechanisms   Software requirements and specifications   

Object-oriented programming   Software validation   

Functional programming  Software evolution   

Language translation systems  Software project management   

Type systems  Component-based computing  

Programming language semantics  Formal methods  

Programming language design  Software reliability  

   Specialized systems development  

   Computational Science   

   Numerical analysis  

   Operations research  

   Modeling and simulation  

   High-performance computing  
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表 2-4 Software Engineering：知識項目一覧 

Computing Essentials  Software V & V  

Computer Science foundations  Terminology and foundations  

Construction technologies  Reviews  

Construction tools  Testing  

Formal construction methods  

  
Human computer Attesting and evaluation  

  Problem analysis and reporting  

Mathematical & Engineering Fundamentals  Software Evolution  

Mathematical foundations  Evolution processes  

Engineering foundations for software  Evolution activities  

Engineering economics for software    

Professional Practice  Software Process  

Group dynamics / psychology  Process concepts  

Communications skills (specific to SE)  Process implementation  

Professionalism    

Software Modeling & Analysis  Software Quality  

Modeling foundations  Software quality concepts and culture  

Types of models  Software quality standards  

Analysis fundamentals  Software quality processes  

Requirements fundamentals  Process assurance  

Eliciting requirements  Product assurance  

Requirements specification & documentation    

Requirements validation    

Software Design  Software Management  

Design concepts  Management concepts  

Design strategies  Project planning  

Architectural design  Project personnel and organization  

Human computer interface design  Project control  

Detailed design  Software configuration management  

Design support tools and evaluation    
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表 2-5 Computer Engineering：知識項目一覧 

Algorithms   Computer Architecture and Organization   

History and overview   History and overview   

Basic algorithmic analysis   Fundamentals of computer architecture   

Algorithmic strategies   Computer arithmetic   

Computing algorithms   

Distributed algorithms   
Memory system organization and architecture   

Algorithmic complexity   Interfacing and communication   

Basic computability theory  Device subsystems   

  Processor systems design   

  Organization of the CPU   

  Performance   

  Distributed system models   

  Performance enhancements  

Computer Systems Engineering   Circuits and Signals   

History and overview   History and overview   

Life cycle   Electrical Quantities   

Requirements analysis and elicitation   Resistive Circuits and Networks   

Specification   Reactive Circuits and Networks   

Architectural design   Frequency Response   

Testing   Sinusoidal Analysis   

Maintenance   Convolution   

Project management   Fourier Analysis  

Concurrent (hardware/software) design   Filters  

Implementation  Lap lace Transforms  

Specialized systems     

Reliability and fault tolerance     

Database Systems   Digital Logic   

History and overview   History and overview   

Database systems   Switching theory   

Data modeling   Combinational logic circuits   

Relational databases  Modular design of combinational circuits   

Database query languages  Memory elements   

Relational database design  Sequential logic circuits   

Transaction processing  Digital systems design   

Distributed databases  Modeling and simulation   

Physical database design  Formal verification   

   Fault models and testing   

   Design for testability  

Digital Signal Processing   Electronics   

History and overview   History and overview   

Theories and concepts   Electronic properties of materials   

Digital spectra analysis   Diodes and diode circuits   

Discrete Fourier transform   MOS transistors and biasing   

Sampling   MOS logic families   

Transforms   Bipolar transistors and logic families   

Digital filters   Design parameters and issues   

Discrete time signals  Storage elements   

Window functions  

Convolution  
Interfacing logic families and standard buses   

Audio processing  Operational amplifiers   



 

 59 

Image processing  Circuit modeling and simulation   

  Data conversion circuits  

   Electronic voltage and current sources  

   Amplifier design  

   Integrated circuit building blocks  

Embedded Systems   Human-Computer Interaction   

History and overview   History and overview   

Embedded microcontrollers   

Embedded programs   
Foundations of human-computer interaction   

Real-time operating systems   Graphical user interface   

Low-power computing   I/O technologies   

Reliable system design   Intelligent systems   

Design methodologies   Human-centered software evaluation  

Tool support  Human-centered software development  

Embedded multiprocessors  

Networked embedded systems  
Interactive graphical user-interface design  

Interfacing and mixed-signal systems  Graphical user-interface programming  

  Graphics and visualization  

  Multimedia systems  

Computer Networks   Operating Systems   

History and overview   History and overview   

Communications network architecture   Design principles   

Communications network protocols   Concurrency   

Local and wide area networks   Scheduling and dispatch   

Client-server computing   Memory management   

Data security and integrity   Device management  

Wireless and mobile computing   Security and protection  

Performance evaluation  File systems  

Data communications  System performance evaluation  

Network management     

Compression and decompression     

Programming Fundamentals   Social and Professional Issues   

History and overview   History and overview   

Programming Paradigms   Public policy   

Programming constructs   Methods and tools of analysis   

Algorithms and problem-solving   Professional and ethical responsibilities   

Data structures   Risks and liabilities   

Recursion   Intellectual property   

Object-oriented programming  Privacy and civil liberties   

Computer crime   
Event-driven and concurrent programming  

Economic issues in computing   

Using APIs  Philosophical frameworks  

Software Engineering   VLSI Design and Fabrication   

History and overview   History and overview   

Software processes   Electronic properties of materials   

Function of the basic inverter structure  
Software requirements and specifications   

Combinational logic structures   

Software design   Sequential logic structures   

Software testing and validation   

Software evolution   
Semiconductor memories and array structures   

Software tools and environments   Chip input/output circuits  

Language translation  Processing and layout  

Software project management  

Software fault tolerance  
Circuit characterization and performance  
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Alternative circuit structures/low power design  

   Semi-custom design technologies  

   ASIC design methodology  

Discrete Structures   Probability and Statistics   

History and overview   History and overview   

Functions、 relations、 and sets   Discrete probability   

Basic logic   Continuous probability   

Proof techniques   Expectation   

Basics of counting   Stochastic Processes   

Graphs and trees   Sampling distributions   

Recursion   Estimation   

   Hypothesis tests   

   Correlation and regression  
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2.3.2 個別教育訓練プログラムの知識項目一覧 

2.3.1 の Computing Curricula の知識項目をベースとして、事業者が自らの教育訓

練プログラムをもとに記入したデータにもとづき、各事業者が実施または計画した教

育訓練の状況を示す。 

ここでは、事業者が提出した小分類の知識項目に一つでも○がついていた場合には、

その知識項目の属する中分類は、当該教育訓練において実施または計画されたものと

して取り扱った。また、以下の文中において、中分類項目は「 」で、小分類項目は【 】

で示した。 

 

実施／計画状況の整理の対象は、今回実施した 10 事業（組込みソフトウェア／6 事

業、情報サービス分野／4 事業）とした。なお、 (株)仙台ソフトウェアセンターの実

施した講座は、学部を対象としたものと大学院を対象としたものに分かれているが、

知識項目としては一緒にして取り扱うこととした。 

教育訓練実施校（高等教育機関）と事業者の対応を、以下に示す。 

 

教育訓練実施校    事業者名 

長崎大学    富士通(株) 

立命館大学    (学)立命館 

東海大学    NEC ラーニング(株) 

宇都宮大学／鹿児島大学  KDDI(株) 

琉球大学    国立大学法人琉球大学 

九州産業大学    (学)中村産業学園 

静岡大学    (株)浜名湖国際頭脳センター 

東北大学／東北学院大学／  (株)仙台ソフトウェアセンター 

仙台電波工業高等専門学校／ 

宮城大学／東北工業大学 

東京工科大学    (株)サイバー創研 

北海道情報大学   (株)エスシーシー 

 

※以下の表中で、仙台電波工業高等専門学校は「仙台電波高専」と略記した。 

また、北海道情報大学の教育訓練プログラムは、内容を異にする 6 つの教育訓練

プログラムで構成されており、知識項目も異なっていたが、以下の表ではこれら

を区別せず、何れか 1 つのプログラムで対象とされた場合には、○印をつけるこ

ととした。 
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(1) Computer Science（CS）分野 

CS 分野の知識項目（中分類）における実施状況を以下に示す。 

「Software Engineering」は、全ての教育訓練事業者において教授（または計画）

された知識項目である。この他、「Programming Fundamentals」、「Algorithms and 

Complexity」、「Operating Syatems」は 5 事業で教授（または計画）されていた。 

 

表 2-6 教授（または計画）された知識項目（CS 分野－中分類） 

組込みソフトウェア分野 情報サービス分野 
 

長
崎
大
学 

立
命
館
大
学 

東
海
大
学 

宇
都
宮
大
学 

鹿
児
島
大
学 

琉
球
大
学 

九
州
産
業
大
学 

静
岡
大
学 

東
北
大
学 

東
北
学
院
大
学 

仙
台
電
波
高
専 

宮
城
大
学 

東
北
工
業
大
学 

東
京
工
科
大
学 

北
海
道
情
報
大
学 

Discrete Structures            

Programming Fundamentals  ○ ○ ○    ○  ○  

Algorithms and Complexity  ○ ○     ○  ○ ○ 

Architecture and Organization  ○     ○   ○  

Operating Systems  ○ ○ ○   ○    ○ 

Net-Centric Computing     ○   ○  ○ ○ 

Programming Languages    ○    ○  ○ ○ 

Human-Computer Interaction     ○    ○ ○ ○ 

Graphics and Visual Computing         ○   

Intelligent Systems           ○ 

Information Management       ○ ○ ○ ○ 

Social and Professional Issues  ○       ○ ○ 

Software Engineering  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Computational Science            

 

以下に、これら半数以上の教育訓練実施校で教授された中分類の知識項目を小分類

ベースで整理する。 

まず、全ての教育訓練実施校にて教授された「Software Engineering」を小分類ベ

ースの知識項目に分類すると、【Software design】が 10 事業者（全事業者）、【Software 

requirements and specifications】が 9 事業者、【Software project management】が

8 事業者で教授されている。 

次に、5 事業者にて実施された「Programming Fundamentals」については、

【Fundamental programming constructs】が 4 事業者、【Fundamental data structures】

が 3 事業者で教授されている。 

同じく、5 事業者にて実施された「Algorithms and Complexity」については、

【Fundamental computing algorithms】が 3 事業者で、「Operating Systems」につい

ては、【Real-time and embedded systems】が 3 事業者で教授されている。 
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表 2-7 教授（または計画）された知識項目（CS 分野－小分類） 

 

長
崎
大
学 

立
命
館
大
学 

東
海
大
学 

宇
都
宮
大
学 

鹿
児
島
大
学 

琉
球
大
学 

九
州
産
業
大
学 

静
岡
大
学 

東
北
大
学 

東
北
学
院
大
学 

仙
台
電
波
高
専 

宮
城
大
学 

東
北
工
業
大
学 

東
京
工
科
大
学 

北
海
道
情
報
大
学 

Programming Fundamentals  ○ ○ ○    ○  ○  

Fundamental programming 
constructs  

 ○ ○    ○  ○  

Algorithms and problem-solving        ○  ○  

Fundamental data structures   ○ ○      ○  

Recursion            

Event-driven programming  ○ ○         

Algorithms and Complexity  ○ ○     ○  ○ ○ 

Basic algorithmic analysis        ○  ○  

Algorithmic strategies        ○    

Fundamental computing 
algorithms  

 ○     ○  ○  

Distributed algorithms           ○ 

Basic computability            

The complexity classes P and NP           

Automata theory           

Advanced algorithmic analysis           

Cryptographic algorithms           

Geometric algorithms           

Parallel algorithms ○         ○ 

Operating Systems  ○ ○ ○   ○    ○ 

Overview of operating systems   ○ ○        

Operating system principles   ○         

Concurrency   ○         

Scheduling and dispatch   ○ ○        

Memory management   ○         

Device management  ○ ○        

Security and protection  ○        ○ 

File systems           

Real-time and embedded systems ○ ○    ○     

Fault tolerance  ○         

System performance evaluation  ○         

Scripting  ○         

Software Engineering  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Software design  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Using APIs   ○ ○ ○       

Software tools and environments  ○ ○ ○ ○   ○ ○  

Software processes   ○ ○ ○ ○   ○ ○  
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Software requirements and 
specifications  

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Software validation     ○  ○  ○ ○  

Software evolution         ○ ○  

Software project management  ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Component-based computing       ○ ○ ○  

Formal methods       ○ ○   

Software reliability  ○     ○ ○ ○  

Specialized systems development  ○  ○ ○   ○   
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(2) Software Engineering（SE）分野 

SE 分野の知識項目（中分類）における実施状況を以下に示す。 

なお、本分野の知識項目を教授する教育訓練実施校は、情報サービス分野に属する

4 事業者（8 校）と想定していたが、実際には組込み分野の 3 事業者（4 校）でもその

一部が教授（または計画）されていた。以下では、情報サービス分野の事業者のみを

対象とし、組込み分野の事業者については、参考情報扱いとした（下記参照）。 

 

「Software Design」「Software Process」「Software Management」は、情報サービ

ス分野の全ての教育訓練実施校（4 校）において、知識項目が教授（または計画）さ

れていた。 

また、「Professional Practice」「Software Modeling & Analysis」「Software Quality」

は情報サービス分野の 4 校中 3 校で教授（または計画）されていた。 

 

表 2-8 教授された知識項目（SE 分野－中分類） 

 

静
岡
大
学 

東
北
大
学 

東
北
学
院
大
学 

仙
台
電
波
高
専 

宮
城
大
学 

東
北
工
業
大
学 

東
京
工
科
大
学 

北
海
道
情
報
大
学 

Computing Essentials   ○ ○ 

Mathematical & Engineering Fundamentals     

Professional Practice ○ ○ ○  

Software Modeling & Analysis ○ ○ ○  

Software Design ○ ○ ○ ○ 

Software V & V  ○ ○  

Software Evolution  ○  ○ 

Software Process ○ ○ ○ ○ 

Software Quality  ○ ○ ○ 

Software Management ○ ○ ○ ○ 

 

 

（参考）組込み分野の 3 事業者において教授された知識項目（中項目） 

・宇都宮大学／鹿児島大学（3 項目）：「Software Modeling & Analysis」「Software Design」

「Software V&V」 

・立命館大学（6 項目）：「Computing Essentials」「Mathematical & Engineering 

Fundamentals」「Software Modeling & Analysis」「Software V&V」「Software Process」

「Software Quality」 

・東海大学（2 項目）：「Software Modeling & Analysis」「Software Quality」 
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以下に半数を上回る教育訓練実施校で教授された中分類の知識項目を小分類ベース

で整理する。 

全ての教育訓練実施校で教授された知識項目には、「Software Design」、「Software 

Process」、「Software Management」がある。 

・「Software Design」については、【Architectural design】、【Detailed design】

が半数以上（3 事業者）で教授されている。 

・「Software Process」については、【Process implementation】が全事業者で、【Process 

concepts】が 4 事業者中 3 事業者で教授されている。 

・「Software Management」については、【Project planning】と【Project control】

が 全 事 業 者 で 、 ま た 【 Management concepts 】、【 Project personnel and 

organization】、【Software configuration management】が半数以上の 3 事業者で

教授されている。 

次に、4 事業者中 3 事業者で教授された知識項目には、「Professional Practice」、

「Software Modeling & Analysis」、「Software Quality」がある。 

・「Professional Practice」については、【Communications skills (specific to SE)】、

【Professionalism】が 4 事業者中 3 事業者で教授された。 

・「Software Modeling & Analysis」については、【Modeling foundations】、【Types 

of models】、【Requirements specification & documentation】が 4 事業者中 3

事業者で教授された。 

・「Software Quality」については、静岡大学を除く 3 事業者がで、全ての知識項目

が教授されている。 

 

表 2-9 教授された知識項目（SE 分野－小分類） 

 

静
岡
大
学 

東
北
大
学 

東
北
学
院
大
学 

仙
台
電
波
高
専 

宮
城
大
学 

東
北
工
業
大
学 

東
京
工
科
大
学 

北
海
道
情
報
大
学 

Professional Practice ○ ○ ○  

Group dynamics / psychology  ○ ○  

Communications skills (specific to SE) ○ ○ ○  

Professionalism ○ ○ ○  

Software Modeling & Analysis ○ ○ ○  

Modeling foundations ○ ○ ○  

Types of models ○ ○ ○  

Analysis fundamentals  ○ ○  

Requirements fundamentals  ○ ○  

Eliciting requirements  ○ ○  

Requirements specification & documentation ○ ○ ○  

Requirements validation  ○ ○  
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Software Design ○ ○ ○ ○ 

Design concepts  ○ ○  

Design strategies  ○ ○  

Architectural design ○ ○ ○  

Human computer interface design  ○ ○  

Detailed design  ○ ○ ○ 

Design support tools and evaluation  ○   

Software Process ○ ○ ○ ○ 

Process concepts ○ ○ ○  

Process implementation ○ ○ ○ ○ 

Software Quality  ○ ○ ○ 

Software quality concepts and culture  ○ ○ ○ 

Software quality standards  ○ ○ ○ 

Software quality processes  ○ ○ ○ 

Process assurance  ○ ○ ○ 

Product assurance  ○ ○ ○ 

Software Management ○ ○ ○ ○ 

Management concepts  ○ ○ ○ 

Project planning ○ ○ ○ ○ 

Project personnel and organization  ○ ○ ○ 

Project control ○ ○ ○ ○ 

Software configuration management  ○ ○ ○ 
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(3) Computer Engineering（CE）分野 

CE 分野の知識項目（中分類）における実施状況を以下に示す。なお、本分野の知

識項目を教授（または計画）していた教育訓練実施校は、組込みソフトウェア分野に

属する 6 事業者（7 校）である。 

 

知識項目中、全大学で教授された知識項目は、「Embedded Systems」、「Software 

Engineering」の 2 項目であった。 

また、「Computer Systems Engineering」「Programming Fundamentals」は、半数以

上の高等教育機関で教授されていた。 

「 Algorithms 」「 Digital Signal Processing 」「 Computer Architecture and 

Organization」「Digital Logic」「Human-Computer Interaction」「Operating Systems」

はいずれか 1 つの事業者（高等教育機関）で教授されるに留まっていた。 

 

表 2-10 教授された知識項目（CE 分野－中分類） 

 

長
崎
大
学 

立
命
館
大
学 

東
海
大
学 

宇
都
宮
大
学 

鹿
児
島
大
学 

琉
球
大
学 

九
州
産
業
大
学 

Algorithms   ○     

Computer Systems Engineering  ○ ○ ○  ○  

Database Systems        

Digital Signal Processing  ○      

Embedded Systems  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Computer Networks        

Programming Fundamentals  ○  ○ ○   

Software Engineering  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Discrete Structures        

Computer Architecture and Organization ○      

Circuits and Signals        

Digital Logic       ○ 

Electronics        

Human-Computer Interaction     ○   

Operating Systems   ○     

Social and Professional Issues        

VLSI Design and Fabrication        

Probability and Statistics        
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以下に半数を上回る教育訓練実施校で教授された中分類の知識項目を小分類ベース

で整理する。 

全ての教育訓練実施校で教授された知識項目には、「Embedded Systems」、「Software 

Engineering」がある。 

・「Embedded Systems」については、【Embedded programs】が 5 事業者で、【Real-time 

operating systems】、【Reliable system design】、【Design methodologies】が 4

事業者で教授された。 

・「Software Engineering」については、【Software testing and validation】が 6

事業者全てで教授され、【Software requirements and specifications】、【Software 

design】、【Software project management】が 5 事業者で教授された。 

次に、6 校中 4 校で教授された知識項目には、「Computer Systems Engineering」が

ある。ここでは、半数以上の事業者で教授された項目は無く、【Life cycle】、【Testing】、

【Concurrent (hardware/software) design】、【Implementation】が 2 事業者で教授さ

れたに留まる。 

 

表 2-11 教授された知識項目（CE 分野－小分類） 

 

長
崎
大
学 

立
命
館
大
学 

東
海
大
学 

宇
都
宮
大
学 

鹿
児
島
大
学 

琉
球
大
学 

九
州
産
業
大
学 

Computer Systems Engineering  ○ ○ ○  ○  

History and overview        

Life cycle   ○   ○  

Requirements analysis and elicitation      ○  

Specification   ○     

Architectural design    ○    

Testing   ○ ○    

Maintenance    ○    

Project management      ○  

Concurrent (hardware/software) design  ○  ○    

Implementation ○ ○     

Specialized systems  ○     

Reliability and fault tolerance  ○     

Embedded Systems  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

History and overview   ○ ○    

Embedded microcontrollers  ○ ○    ○ 

Embedded programs  ○ ○ ○ ○  ○ 
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Real-time operating systems   ○ ○ ○  ○ 

Low-power computing   ○ ○    

Reliable system design  ○ ○ ○   ○ 

Design methodologies  ○ ○   ○ ○ 

Tool support  ○    ○ 

Embedded multiprocessors  ○     

Networked embedded systems  ○  ○   

Interfacing and mixed-signal systems  ○     

Software Engineering  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

History and overview   ○ ○    

Software processes   ○ ○ ○ ○  

Software requirements and specifications   ○ ○ ○ ○ ○ 

Software design   ○ ○ ○ ○ ○ 

Software testing and validation  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

Software evolution    ○ ○   

Software tools and environments   ○ ○ ○ ○  

Language translation   ○ ○   

Software project management ○  ○ ○ ○ ○ 

Software fault tolerance  ○ ○    
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2.3.3 個別教育訓練プログラムの整理 

(1) 組込みソフトウェア分野 

本分野において実施された教育訓練プログラムは、下記のような 4 つのパターンに

整理することができる（図 2-3）。 

パターン 1 は、ハードウェア・システムインフラ・ソフトウェア開発の方法と技術・

アプリケーション技術までを対象とし、理論から応用まで包括的に学ぶことができる

教育訓練プログラムである。このパターンに該当する事例としては、長崎大学（富士

通他）、立命館大学（フォーリンクシステムズ他）、琉球大学（マグナデザインネット

他）の 3 事業が該当する。 

パターン 2 は、理論から応用まで学べる点ではパターン 1 と同じであるが、ハード

ウェアやシステムインフラよりもソフトウェア開発の方法と技術・アプリケーション

技術・組織的課題と情報システムといったソフトウェア開発やそのマネジメントに関

わる要素を重視した教育訓練プログラムである。このパターンに該当する事例として

は、九州産業大学（福岡 CSK 等）の事業が該当する。 

パターン 3 は、理論よりも応用（実務）をより重視し、またハードウェアやシステ

ムインフラよりもソフトウェア開発の方法と技術・アプリケーション技術を重視した

教育訓練プログラムである。このパターンに該当する事例としては、テーマを特定の

分野（携帯電話のアプリ：Flash）に絞って実施した宇都宮大学／鹿児島大学（KDDI

等）の事業が該当する。 

パターン 4 は、ハードウェアやシステムインフラよりもソフトウェア開発の方法と

技術・アプリケーション技術を重視する点ではパターン 3 と同じであるが、応用より

も理論に重点を置いている点で異なる。このパターンに該当する事例としては、学部

の 1 年生を対象とした東海大学（NEC ラーニング）の事業が該当する。 

 

(2) 情報サービス分野 

本分野において実施された教育訓練プログラムは、下記のような 3 つのパターンに

整理することができる（図 2-4）。 

パターン 1 は、理論から応用まで幅広くカバーし、ソフトウェア開発の方法と技術、

アプリケーション技術に関する情報教育を重視した教育訓練プログラムである。この

パターンに該当する事例としては、東北大学・宮城大学・東北学院大学・東北工業大

学・仙台電波高専（仙台ソフトウェアセンター他）、静岡大学（浜名湖国際頭脳センタ

ー等）の事業が該当する。 

パターン 2 は、理論から応用まで幅広くをカバーし、ソフトウェア開発の方法と技

術、アプリケーション技術に関する情報教育を重視している点ではパターン 1 と同じ

であるが、サービスサイエンスなど CC2005 における組織的課題と情報システムに関す

る内容までを含むより幅広い内容をカバーする教育訓練プログラムである。このパタ
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ーンに該当する事例としては、北海道情報大学（エスシーシー）の事業が該当する。 

パターン 3 は、ソフトウェア開発の方法と技術、アプリケーション技術中心の教育

であり、基礎から応用までをカバーするが、システム開発など実践的な要素がやや薄

い点でパターン 1 と異なっている。このパターンに該当する事例としては、東京工科

大学（サイバー創研等）の事業が該当する。 

 

 

図 2-3 個別教育訓練プログラム（組込みソフトウェア分野）の整理 

Computer Scienceのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Computer Engineeringのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

パターンパターンパターンパターン １１１１

パターンパターンパターンパターン ２２２２

長崎大学長崎大学長崎大学長崎大学
（（（（富士通他富士通他富士通他富士通他））））

立命館大学立命館大学立命館大学立命館大学
（（（（ﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾞ゙゙゙他他他他））））

琉球大学琉球大学琉球大学琉球大学
（（（（ﾏｸﾏｸﾏｸﾏｸﾞ゙゙゙ﾅﾃﾅﾃﾅﾃﾅﾃﾞ゙゙゙ｻｻｻｻﾞ゙゙゙ｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄ他他他他））））

東海大学東海大学東海大学東海大学
（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣラーニングラーニングラーニングラーニング））））

東海大学東海大学東海大学東海大学
（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣラーニングラーニングラーニングラーニング））））

宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学
（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）

宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学
（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）

九州産業大学九州産業大学九州産業大学九州産業大学
（（（（福岡福岡福岡福岡ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）

九州産業大学九州産業大学九州産業大学九州産業大学
（（（（福岡福岡福岡福岡ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）

パターンパターンパターンパターン ３３３３パターンパターンパターンパターン ４４４４

Computer Scienceのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Computer Engineeringのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

パターンパターンパターンパターン １１１１

パターンパターンパターンパターン ２２２２

長崎大学長崎大学長崎大学長崎大学
（（（（富士通他富士通他富士通他富士通他））））

立命館大学立命館大学立命館大学立命館大学
（（（（ﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾌｫｰﾘﾝｸｼｽﾃﾑｽﾞ゙゙゙他他他他））））

琉球大学琉球大学琉球大学琉球大学
（（（（ﾏｸﾏｸﾏｸﾏｸﾞ゙゙゙ﾅﾃﾅﾃﾅﾃﾅﾃﾞ゙゙゙ｻｻｻｻﾞ゙゙゙ｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄｲﾝﾈｯﾄ他他他他））））

東海大学東海大学東海大学東海大学
（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣラーニングラーニングラーニングラーニング））））

東海大学東海大学東海大学東海大学
（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣ（ＮＥＣラーニングラーニングラーニングラーニング））））

宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学
（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）

宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学宇都宮大学
（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）（ＫＤＤＩ）

九州産業大学九州産業大学九州産業大学九州産業大学
（（（（福岡福岡福岡福岡ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）

九州産業大学九州産業大学九州産業大学九州産業大学
（（（（福岡福岡福岡福岡ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）ＣＳＫ）

パターンパターンパターンパターン ３３３３パターンパターンパターンパターン ４４４４
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図 2-4 個別教育訓練プログラム（情報サービス分野）の整理 

 

Software Engineeringのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Computer Scienceのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

パターンパターンパターンパターン ２２２２Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

東北大学東北大学東北大学東北大学・・・・大学院大学院大学院大学院、、、、宮城大学宮城大学宮城大学宮城大学、、、、
東北学院大学東北学院大学東北学院大学東北学院大学、、、、東北工業大学東北工業大学東北工業大学東北工業大学、、、、

仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校
（（（（仙台仙台仙台仙台ソフトウェアセンターソフトウェアセンターソフトウェアセンターソフトウェアセンター他他他他））））

静岡大学静岡大学静岡大学静岡大学
（（（（浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳センターセンターセンターセンター他他他他 ））））

パターンパターンパターンパターン １１１１

東京工科大学東京工科大学東京工科大学東京工科大学
（（（（サイバーサイバーサイバーサイバー創研他創研他創研他創研他））））
東京工科大学東京工科大学東京工科大学東京工科大学

（（（（サイバーサイバーサイバーサイバー創研他創研他創研他創研他））））

北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学
（（（（エスシーシーエスシーシーエスシーシーエスシーシー他他他他））））

※※※※全全全全6講座分講座分講座分講座分

北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学
（（（（エスシーシーエスシーシーエスシーシーエスシーシー他他他他））））

※※※※全全全全6講座分講座分講座分講座分

パターンパターンパターンパターン ３３３３

Software Engineeringのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

Computer Scienceのののの
カバーカバーカバーカバーするするするする領域領域領域領域

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

・・・・Theory
・・・・Principles
・・・・Innovation

・・・・Application
・・・・Deployment
・・・・Configuration

パターンパターンパターンパターン ２２２２Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

Organizational
Issues and
Information
Systems

Application
Technologies

Software
Methods and
Technologies

System
Infrastructure

Computer
Hardware

and Architecture

東北大学東北大学東北大学東北大学・・・・大学院大学院大学院大学院、、、、宮城大学宮城大学宮城大学宮城大学、、、、
東北学院大学東北学院大学東北学院大学東北学院大学、、、、東北工業大学東北工業大学東北工業大学東北工業大学、、、、

仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校仙台電波工業高等専門学校
（（（（仙台仙台仙台仙台ソフトウェアセンターソフトウェアセンターソフトウェアセンターソフトウェアセンター他他他他））））

静岡大学静岡大学静岡大学静岡大学
（（（（浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳浜名湖国際頭脳センターセンターセンターセンター他他他他 ））））

パターンパターンパターンパターン １１１１

東京工科大学東京工科大学東京工科大学東京工科大学
（（（（サイバーサイバーサイバーサイバー創研他創研他創研他創研他））））
東京工科大学東京工科大学東京工科大学東京工科大学

（（（（サイバーサイバーサイバーサイバー創研他創研他創研他創研他））））

北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学
（（（（エスシーシーエスシーシーエスシーシーエスシーシー他他他他））））

※※※※全全全全6講座分講座分講座分講座分

北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学北海道情報大学
（（（（エスシーシーエスシーシーエスシーシーエスシーシー他他他他））））

※※※※全全全全6講座分講座分講座分講座分

パターンパターンパターンパターン ３３３３
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2.4 個別教育訓練プログラムの成果 

以下に、教育訓練プログラムの提供者側の立場にある各事業者（各高等教育機関や

IT 企業等）が、今年度実施された各教育訓練プログラムの成果について評価した結果

の概要を記す。 

 

2.4.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 長崎大学 

・高等教育機関側での成果 

－開発現場で有効なスキル獲得につながるプログラム内容 

これまで企業がさまざまなトラブルを解決する中で蓄積してきた「リスクマネ

ージメント技術」を、学生の設計に対し具体的な指摘事項として指導することで、

学生が納得しながら、有効な開発手法を吸収することができた。 

－開発現場でのプロジェクトの進め方を学べる教育手法 

今回の教育訓練プログラムの一環である PBL 演習においては、開発現場の感覚

を十分に取り入れた教育手法を採用した。ここでは、大学における教育では抜け

落ちやすい顧客意識、コスト意識、時間意識がしっかり盛り込まれており、「知識

の習得」や「開発への欲求」だけでは開発を進めることができない現実、プロジ

ェクト内での協調性、コミュニケーション能力、また渉外的なコミュニケーショ

ン能力が必要不可欠であることを体験することができた。 

・産業側での成果 

－企業内教育、新人教育における課題の把握や示唆 

これまで企業における新人採用後の教育は、OJT によるものが主であり、組込

み開発の企業文化、例えば状態遷移の考え方や、慣例的開発手法にバラツキがあ

るなど、企業の特色として成り立つ部分と、基礎スキルとして標準化されなけれ

ばならない知識とが、調整されていない状態であった。今回は、短期間ではある

が、実際の学生の習得スキルを確認しながら、その伸長評価を行うことで、これ

からの企業内教育、特に新人の教育手法の向上のための貴重な情報として蓄積す

ることができた。 

－優秀なソフトウェア開発人材の早期発掘の可能性 

優秀な人材の確保は、どの企業においても最重要な課題である。学力試験等に

みる知識スキルの高いものだけに留まらず、現実の開発現場では、それら開発プ

ロジェクトをマネージングする等、コミュニケーション能力の高い人材の確保も

命題といえる。しかしながら、そういったヒューマンスキル的な能力を見極める

ことは、簡単なことではない。そういった点では、時間をかけたリクルート活動

のみならず、実際の大学講義の中で交流を含めた、スカウティングとしての視点

で人材の発掘を行っていける可能性も見出すことができた。 
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・産学協同の成果 

今回の産学協同事業の実施では、大学側として輩出を目指す人材像と、企業とし

て求めている人材像の認識をお互いにマッチングさせる議論を展開できた。具体的

には、一般的に「即戦力」といった言葉で表現されてきた人材像を、漠然としたも

のではない具体的な能力や技量として列挙できた。具体的には、「実際の開発工程を

理解（体験）している」「状態遷移表を読める」「自分の仕事（プロジェクト内で求

められる立場）を理解し行動できる」「コミュニケーション能力が高い」「知識を立

体的に把握できる（指示に対してピンとくる）」である。 

 

(2) 立命館大学 

・組込みシステムの実用的開発過程を PBL で経験させることができた。 

・自由度のある設計を実施し、問題解決に向けた技法の選択を経験させることができ

た。 

・組込み技術を通して技術者のコア・コンピテンシーやキャリア形成について考える

機会を提供できた。 

・学生は、極めて高いモチベーションを発揮することができた。 

・教員・企業は、問題解決のためのコア・コンピテンシーを効果的に培うための教育

手法や指導法の開発について、方向性を見出すことができた。 

 

(3) 東海大学 

・講義／演習／実習を通じて、本教育訓練の目標であった「C 言語によるハードウェ

ア制御のプログラム作成」「高品質なプログラミングのための構造化設計技法を用い

た要求分析」「設計の図式化」を身につけることができた。 

・最終回の授業（成果発表）で、学生は工夫を凝らした個性豊かな発表を行った。 

・学生は、企業の講師がソフトウェアの事故の話などを例題に開発プロセスの重要性

を講義したことで、学習のモチベーション維持と当該分野への関心を高めた。 

 

(4) 宇都宮大学／鹿児島大学 

・今回の携帯電話用アプリケーション開発技術の教育プロジェクトは、組込みソフト

ウェア技術開発の分野での実践的スキル習得のよい機会であった。携帯電話用アプ

リケーションソフトウェア開発という大学で得がたい経験を学生に与えることがで

きたこと、制作したソフトウェアの動作確認によりソフトウェア開発のスキルが習

得できたことなど、有効性は大であった。 

・大学におけるソフトウェア工学を実習するための教育方法について、カリキュラム

の作成と演習の実施方法、プロジェクトベースドラーニングの実施方法、ソフトウ

ェア開発実習のための環境整備、システム開発の実習と学生支援、遠隔授業の実施
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方法など有益な知見が得られた。 

・企業サイドからは、講師ならびにソフトウェア開発の経験豊富なアシスタントを各

授業のたびに派遣させ、学生の実際的な実習指導をおこなった。その結果、未経験

者の指導方法の把握と実習環境の構築に関する知見が得られた。 

・FD に関しても、学生と同じ教育訓練を教員チームが受講したが、教員チームの成果

物の完成度は高く、スキルが身に付いたと言える。このことから、次年度以降に教

員に引き継ぎ可能なレベルであると判断できた。 

 

(5) 琉球大学 

・産業界と大学の担当者が集合して、現状・問題点・課題の認識あわせを実施し、ブ

レーンストーミング手法を活用して問題点の解決策を検討・整理すると共に、教育

訓練準備・設計期間に、随時会議を実施した。これにより、問題の要点や対策の方

向性が明確になり、行動指針を作成することができた。そして、企業の担当者や大

学が単独では得られない効果を生んだ。 

・産業界側と大学側が協力して、教育訓練全体を通して受講生をサポートすることで、

受講生からの質問・相談を随時受け付ける体制（担当者名、連絡方法）を確立した。

これにより、受講生（大学院生）が社会と関わる機会が増え、勉学目標の明確化お

よび目標達成意識の向上に貢献できると共に、コミュニケーション能力の向上(スキ

ルチェックの結果)へと繋がることが確認できた。 

 

(6) 九州産業大学 

・教授内容面での成果 

品質・納期・コストに関する考え方を取り込んでいる点がよかった。 

・学生の理解促進やモチベーションの向上 

ものづくりの喜びや楽しさなどの達成感、コミュニケーションの重要性の理解、

プロジェクト運営の困難さやチーム開発の難しさの体感、プロジェクトに関わる

様々な用語や運営方法の基礎的な知識の理解の面で成果があった。 

・教育体制の構築 

福岡 CSK と、同じ地場の企業であるテクノ・カルチャー・システムの協力を得て、

2 社体制による教育を行うことで、大学へ派遣するインストラクタ（企業の第一線

の技術者）の人的不足を補うことができた。 

・前年度までの受講生の参画 

前年度までに『プロジェクトベース設計演習』に参加した学生を本年度は SA

（Student Assistant）として参加させ、「チーム内への技術支援・アドバイス等を

行う先輩社員役（上司役であるインストラクタとの仲介役）」として振舞わせたこと

で、より企業現場に近いシチュエーションで学生に演習を体験させることができた。 
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2.4.2 情報サービス分野 

(1) 静岡大学 

・受講生のコンピュータサイエンスの基礎知識、Java プログラミングのスキルが概

ね高く、計画した教育訓練が滞りなく実施できた。 

・受講生は通常の授業ではプログラミングやソフトウェア開発の一部を個人で、そし

てその受講生自身のために行っているが、本教育訓練にて情報システム開発の上流

から下流までプロジェクト形式で行うことを学習し、誰のための情報システムなの

かを理解し、「顧客とのコミュニケーションの重要性」に気付くことができた。技

法・技術面についても今後発展が見込める UML を利用したシステム分析、実務で使

用されている MVC 型モデルを用いた Java プログラミングを学習し、設定した 8 つ

の成果物のうち資料管理機能の詳細設計を除き、当初予定した成果物を完成できた。 

・受講後アンケートでは、連続 8 日間に渡った情報システム開発演習は体力的には厳

しかったものの、実務を意識した教育訓練に対して更なる学習への意欲が沸いたと

の意見が多く挙がった。このように、受講生が、本教育訓練の必要性を理解したこ

とを確認できた。 

 

(2) 東北大学／仙台電波高専ほか仙台地域の大学 

・訓練の内容及び研修運営自体に関する満足度は極めて高く、受講者ニーズにも適合

していたといえる。また、昨年度の教育訓練で課題であった訓練時間の不足に関し

ても今年度は訓練全体の期間を概ね 3 ヶ月（昨年度は 2 ヶ月）確保したことや訓練

日数を 8 日に大幅に増加（昨年度は 5 日）させたことなどにより、概ね適切な範囲

に収まったものといえる。 

・フォローアップ面で課題であった「学校間での前提知識の相違」「講座支援 Web サイ

トの整備」「事務局負荷の軽減」に関しては、「カリキュラムの中で実装を減らしマ

ネジメント面を重視する」「学校側からの Web サイトの提供を受ける」などの工夫を

加えることで、ある程度解決が図られた。 

 

(3) 東京工科大学 

・チーム演習でドキュメントのデザインレビューを実施したが、チーム内の相互の指

摘により、「品質の高い文書」「分かりやすい文書」を作成する能力を効果的／効率

的に高めることができた。 

・受講生には次年度に企業への就職することが内定している 3 年生が多かった。また

授業時間には余裕もあったため（2 コマ）、授業の中に社会人として知っておいてほ

しいことを雑談として折込み、授業への変化を持たせた。これによって、モチベー

ションが維持されたためか、欠席する学生は少なく、また授業中に居眠りをする学

生も見られなかった。 
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・IT スキル診断の結果、全体のスキルが大幅に向上するとともに、ほとんどの学生の

スキルが向上した。 

 

(4) 北海道情報大学 

・FD プログラムを受講した教員が講師となって 10 名の学生に講義したが、実践的な

内容の演習にしたことで、理論と実践が結びついたと評価する学生が多く見られた。

また、受講生も実習に積極的／意欲的に取り組んだ。 

・情報システムに対する侵入と防御の実験では、侵入側と防御側にグループを分け、

ゲーム感覚でそれぞれの役割を果たすことを通じ、セキュリティシステムの構築で

配慮しなければいけないポイントを理解し、インシデント対応の手順、必要な対策

やセキュリティシステム構築上の課題を説明できるようになり、事前の目標を概ね

達成できた。 
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第3章 教育訓練プログラムの有効性分析 

本章では、今回の事業で実施された各教育訓練プログラムを、教育訓練のユーザの

視点から評価するために、受講した学生による評価を、本事務局（みずほ情報総研）

の実施したアンケート調査結果によって明らかにする。 

アンケートは、個別の教育訓練プログラムの受講者が、本事業事務局の開設したア

ンケート用の Web サイトにアクセスし、回答するという手順で実施した。 

対象となる事業は「教育訓練プログラム開発・実証事業」において教育訓練を実施

した 7 事業・12 高等教育機関注 1)、並びに「ファカルティ・ディベロップメントプロ

グラム開発・実証事業」において教育訓練を実施した 3 事業・3 高等教育機関注 2)であ

った。 

注 1)学部と大学院が異なる教育訓練を実施している場合でも、高等教育教育機関数は 1とカウントした。 

注 2)ファカルティ・ディベロップメントプログラム開発・実証事業（FD）においては、本年度中の教育訓練

の実施は必須ではなかったが（設計・計画のみ必須）、実際には、FD 実施上の必要性から 3 事業において部

分的に教育訓練が実施されたため、本アンケート調査の対象とした。 

アンケートの回答者数は 237 人、回収率は 79.3%であった。 

なお、アンケートの実施にあたっては、受講生（アンケート対象者）の認識する教

育訓練プログラムの名称は、各事業の事業名とは一致していなかったため、以下のよ

うな各高等教育機関の講座名（以下、コース名と呼ぶ）とした。 

表 3-1 高等教育機関と教育訓練のコース名との対応 

高等教育機関名 コース名 

長崎大学 情報工学実験Ⅲ 

立命館大学 特殊講義「実践的組込みシステム開発」 

東海大学 プログラミング言語・同実習 

宇都宮大学／鹿児島大学 携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育 

琉球大学 組込みソフトウェア講座 

静岡大学 情報システム開発演習[ジョブシミュレーション] 

東北大学／東北学院大学／仙台電

波高専／宮城大学／東北工業大学 

OSS 開発プロジェクト実習[学部生向け講座] 

東北大学大学院／宮城大学大学院 課題テーマ研究開発実習[大学院向け講座] 

九州産業大学 プロジェクトベース設計演習 

東京工科大学 ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリング[実践

的システム開発] 

北海道情報大学 実践情報セキュリティシステム論 
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3.1 今回受講した教育訓練プログラムの評価 

(1) 講座の目的やねらいの理解 

 

（（（（設設設設問問問問））））今回今回今回今回のののの講座講座講座講座のののの目的目的目的目的やねらいはやねらいはやねらいはやねらいは、、、、十分十分十分十分にににに理解理解理解理解できましたかできましたかできましたかできましたか？？？？    

 

本設問では、教育訓練を受講するにあたって、受講者がその講座の目的やねらいを、

どの程度理解していたかを、教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースで、70％以上の受講者が、実施された教育訓練の

目的やねらいを「十分に理解できた」または「だいたい理解できた」と回答した（理

解度）。目的やねらいの理解度が 50％に満たなかった 1 コースは、その目的・ねらい

を、「早い段階（学部 1 年生）から実践的な組込みに関する教育を行うこと」としてい

た。本結果からは、事前情報・知識を十分に有さない学生を対象とする場合には特に、

これまで以上に、教育訓練の目的やねらいを分かりやすく、かつ的確に伝えておく必

要があることが示唆された。 

図 3-1 講座の目的やねらいの理解 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分に理解できた だいたい理解できた
あまり理解できなかった まったく理解できなかった

全体

情報工学実験Ⅲ
（長崎大学）

特殊講義「実践的組込みシステム開発」
（立命館大学）

プログラミング言語・同実習
（東海大学）

携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育
（宇都宮大学／鹿児島大学）

組込みソフトウェア講座
（琉球大学）

情報システム開発演習[ジョブシミュレーション]
（静岡大学）

　ＯＳＳ開発プロジェクト実習[学部生向け講座]
（東北大学/東北学院大学/仙台電波高専/

宮城大学/東北工業大学）

課題テーマ研究開発実習[大学院向け講座]
（東北大学大学院／宮城大学大学院）

プロジェクトベース設計演習
（九州産業大学）

ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリング
[実践的システム開発]（東京工科大学）

実践情報セキュリティシステム論
（北海道情報大学）
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(2) 講座の内容の理解 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの講座講座講座講座のののの内容内容内容内容はははは、、、、十分十分十分十分にににに理解理解理解理解できましたかできましたかできましたかできましたか？？？？    

    

本設問では、教育訓練を受講した受講者が、その内容を、どの程度理解できたかを、

教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースで、70％以上の受講者が、実施された教育訓練の

内容を「十分に理解できた」または「だいたい理解できた」と回答した。「十分に理解

できた」または「だいたい理解できた」との回答が 30％に満たなかった 1 コースは、

組込みの開発プロセスの概要とソフトウェアの品質の重要性を伝える内容であり、教

材は企業の研修で用いられるものをカスタマイズして使用していた。また、受講対象

者にとって難易度が高いことを実施者側も織込み済みであった。教育訓練を行う側の

ねらい（意図）も考慮する必要があるものの、本アンケート結果からは、教材内容・

教育方法・受講者選定等について検討する余地があったと考えられる。 

図 3-2 講座の内容の理解度 
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(3) 講座の難易度 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの講座講座講座講座のののの難易度難易度難易度難易度についてについてについてについて、、、、どのようにどのようにどのようにどのように感感感感じましたかじましたかじましたかじましたか？？？？    

    

本設問では、受講者が、教育訓練の難易度についてどのような認識を持っていたか

を、教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースの教育訓練で、70％以上の受講者が、実施された

教育訓練の難易度を「ちょうどよかった」「やや難しかった」または「やや易しかった」

と回答した。 

「難しすぎた」との回答が 60％に近かったコース、並びに同回答がその次に高かっ

たコース（約 30％）は、盛りだくさんの内容で実施していた点と、受講に必要となる

事前知識・スキルが必ずしも十分でなかった点が共通している。これらについては、

教材の量の精査、受講者の知識レベルにあった教材内容への変更、受講に必要なスキ

ルの確認・補完、講師の教え方等を工夫する余地が残っていると考えられる。 

図 3-3 講座の難易度 
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(4) 事前に期待していた知識や技術の修得 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの講座講座講座講座によってによってによってによって、、、、事前事前事前事前にににに期待期待期待期待していたしていたしていたしていた知識知識知識知識やややや技術技術技術技術はははは十分十分十分十分にににに身身身身につきましたかにつきましたかにつきましたかにつきましたか？？？？    

    

本設問では、受講者が、受講前に期待していた知識や技術を、今回の教育訓練で十

分修得することができたかどうかを、教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースで、70％以上の受講者が、事前に期待していた知

識や技術は「十分に身についた」または「ある程度身についた」と回答した。30％に

満たなかった 1 コースは、内容の理解度が比較的低かったコースであった。 

教育訓練の実施にあたっては、受講前段階（受講者募集など）における受講者への

教育訓練内容の周知、コースの難易度の調整等についても検討し、受講者の期待値と

の乖離を少なくする必要があると考えられる。 

 

図 3-4 事前に期待していた知識や技術の修得 
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(5) 講座にかかる負荷 

 

（（（（設問設問設問設問））））課題課題課題課題、、、、宿題等宿題等宿題等宿題等をををを含含含含めめめめ、、、、今回今回今回今回のののの講座講座講座講座にかかるにかかるにかかるにかかる負荷負荷負荷負荷はどのはどのはどのはどの程度程度程度程度でしたかでしたかでしたかでしたか？？？？    

    

本設問では、課題や宿題が、受講者にとってどの程度の負荷であったのかという点

について、教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、「他の授業等に支障が出るほど負荷が大きかった」と回答した受講者の割

合が 50％近かったコースが、11 コース中 2 コース存在した。また、同じ割合が 20％

を越えたコースも 3 コース存在した。 

これらについては、講座の負荷について何らかの見直しが必要であると考えられる。 

 

図 3-5 講座にかかる負荷 
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(6) 役立ち度 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練はははは、、、、あなたがこれまでにあなたがこれまでにあなたがこれまでにあなたがこれまでに受講受講受講受講したしたしたした他他他他のののの授業授業授業授業やややや研修研修研修研修とととと比比比比べてべてべてべて、、、、どのどのどのどの程度程度程度程度、、、、実実実実

務務務務にににに役役役役にににに立立立立つとつとつとつと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

    

本設問では、今回実施した教育訓練が、高等教育機関における既存の授業等と比較

して、どの程度役に立つと思うかを、教育訓練（コース）別に尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースで、既存の授業よりも「大いに役立つと思う」ま

たは「役立つと思う」との回答が 70％を超えた。また、全てのコースで 50％以上とな

った。 

このことから、今回の講座は何れも、実務への役立ちに対する期待が高いことが分

かる。但し、「大いに役立つと思う」との積極的な評価が低い（0％、および 8.3％）

コースも 2 コース存在した。    

図 3-6 実務への役立ち度（既存授業との比較） 
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(7) 講座を受講してよかったこと 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練をををを受講受講受講受講してしてしてして良良良良かったとかったとかったとかったと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

 

本設問では、受講者が今回の教育訓練を受講して良かったと思うかどうかについて

尋ねた。 

その結果、11 コース中 10 コースで、70％以上の受講者が「強くそう思う」、または

「そう思う」と回答した。 

上記の回答が 70％に満たなかった 1 コースは、内容の理解度が比較的低かった教育

訓練と重なり、また、「強くそう思う（良かった）」といった積極的な評価も他コース

に比べて低い傾向がみられる。 

受講前の受講者への教育訓練内容等の周知、カリキュラム・教材と受講者レベルの

すりあわせ、講師の教え方の工夫、受講状況のタイムリーなフィードバック等といっ

た点を検討する余地が残っていると考えられる。 

図 3-7 受講して良かったか 
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（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練をををを受講受講受講受講してしてしてして良良良良かったとかったとかったとかったと思思思思うことはうことはうことはうことは何何何何ですかですかですかですか？（？（？（？（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

    

ここでは、受講者が今回の教育訓練を通じて、どのような点を「良かった」と思っ

ているかについて尋ねた。なお、本設問は複数回答可であったため、本設問の回答者

数を分母にとり、各選択肢の回答者数を分子にとった割合（%）を求めている。 

その結果、「システム開発のプロセスや手順が理解できたこと」、「企業における仕事

の内容が理解できたこと」、「実務で活用できそうな知識・スキルが身に付いたこと」

などと回答した者の割合が高かった。 

このことから、本事業全体を通じては、実務の概要の理解（仕事内容・手順・手法）、

実践的な知識・スキルの修得（含むコミュニケーション等）など、実務に関係した内

容を学習できたことが受講者の好意的な評価につながっていると考えられる。 

 

図 3-8 受講して良かったと思う内容 
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46.2%

36.3%

35.9%

23.5%

23.1%

22.2%

15.4%

13.7%

0.4%

4.7%

0% 25% 50% 75% 100%

システム開発のプロセスや手順が理解できたこと

企業における仕事の内容が理解できたこと

実務で活用できそうな知識・スキルが身に付いたこと

コミュニケーション能力やリーダーシップが身に付いたこと

システム開発の楽しさが理解できたこと

プログラミングスキルが向上したこと

今後学習すべき内容についての目標が明確になったこと

就職したい仕事についてのイメージが固まったこと

それまでの課程で学んだ知識・スキルの総仕上げが行えたこと

就職活動の際に、その経験をアピールできたこと

関連する資格が取得できたこと

その他
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(8) 今後更に修得したいスキル 

 

（（（（設問設問設問設問））））今後更今後更今後更今後更にににに修得修得修得修得したいしたいしたいしたいスキルスキルスキルスキルにはどのようなものがありますかにはどのようなものがありますかにはどのようなものがありますかにはどのようなものがありますか？（？（？（？（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））？？？？    

 

ここでは、受講者が、今後どのようなスキルを修得したいと考えているかについて

尋ねた。なお、本設問は複数回答可であったため、本設問の回答者数を分母にとり、

各選択肢の回答者数を分子にとった割合（%）を求めている。 

その結果、全般的には「技術に関する知識・スキル」を希望する割合が最も高かっ

た。また、「ヒューマンスキル」「マネジメントに関する知識・スキル」「手法に関する

知識・スキル」「ビジネスや業務に関する知識・スキル」など実務スキル（狭義の技術

を除く）がほぼ同じ割合で続いている。 

 

 

図 3-9 今後更に修得したいスキル 

 

79.7%

49.4%

43.5%

41.8%

39.7%

3.4%

1.7%

0% 25% 50% 75% 100%

技術に関する知識・スキル
（プログラミングや情報システム等の技術に関する知識やスキル）

ヒューマンスキル
（コミュニケーションスキルやリーダーシップ等）

マネジメントに関する知識・スキル
（プロジェクトマネジメントに関する知識やスキル）

手法に関する知識・スキル
(ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｾｰﾙｽやｼｽﾃﾑ開発等の手法に関する知識やスキル)

その他

特になし

ビジネスや業務に関する知識・スキル
（経営や業務・業種に関する知識やスキル）
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(9) 産業界から学びたいこと 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回受今回受今回受今回受講講講講したようなしたようなしたようなしたような産業界産業界産業界産業界とととと大学等大学等大学等大学等がががが協同協同協同協同してしてしてして実践的実践的実践的実践的ななななスキルスキルスキルスキルをををを育成育成育成育成するするするする講座講座講座講座でででで、、、、あなたあなたあなたあなた

はははは産業界産業界産業界産業界のののの講師等講師等講師等講師等にににに何何何何をををを一番教一番教一番教一番教わりたいですかわりたいですかわりたいですかわりたいですか？？？？    

 

本設問では、実践的スキルを育成する講座で、産業界の講師に何を最も教わりたい

かを、自由回答形式で尋ね、具体的な内容に関する情報を得た。 

その結果、受講者が産業界の講師から教わりたいと考えている内容は、次の 4 つに

大別できることが分かった。 

 

• 実務の概要 

企業現場での仕事の流れ、プロジェクトの進め方、仕事で用いる手法、実務

を進める上で苦労するポイント等、実務の概要の理解に繋がる内容。また、学

校の教育内容（理論）と実務（実際）の違い、学生時代に学んでおくべきこと

等、実務と大学教育との関連性に関する内容。 

• 実践的なスキル・知識 

実務を行う上で実際に必要となる実践的技術やノウハウ（仕様書解読、設計、

開発、プロジェクトマネジメント等）、トラブル対応、実践的なコミュニケーシ

ョンやリーダシップ等に関する詳しい内容。 

• 経験 

産業界の講師が従事する（した）プロジェクトにおける具体的な経験、講師

の感じたことや見解等に関する内容。 

• 業界 

情報サービス・ソフトウェア業界の業務、業界の現状や最新動向、将来の展

望等に関する内容。 
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表 3-2 産業界の講師に最も教わりたいこと（一部抜粋） 

・実際にプロジェクトを進めていく過程での様子や雰囲気を詳しく知りたい。 

・実際に企業で行われているシステム開発の手法、流れなど。 

・企業での開発環境や開発内容など。スキルと言うよりは、どのような環境でどのような開発を行

っているのかということ。 

・実際に社会に出て仕事をしてみないと明確にならない問題や、その解決手段。 

・一番苦労するのは、仕事のどの部分なのか(設計、デバッグ、マニュアル作成など) 。 

・教科書に書かれている技術・理論と、実際に社会で利用されている技術・理論の違い。 

実務の概要 

・学生のうちに何を学んでおけば実際のソフトウェア開発の仕事で役に立つのかを教わりたい。 

・各種テーマ(組込みなど)に対して、与えられた仕様の読解方法(仕様をもとにどのように開発

するか)、技術力の評価基準(個人対象)、実際に行われた開発の詳細事例の学習(どのように

分析、設計、コーディング、テストを行ったか)。 

・ソフトウェアの設計及び開発において、複数名で一つの製品を作る手法やテクニックを実践を

通して教わりたい。大学のソフトウェア工学などの座学の授業や演習では、チームでの作業が

なかなかうまくいかないので、現場で実践されている講師の方に少人数での講義をしていただ

きたいと思う。 

・プログラミングスキルや、情報システム等の技術ももちろんですが、現場で役に立つ知識やル

ール、現場での常識的な考え方なども教わりたいです(プログラミングでは変数や関数の名前

の付け方のルールなど、大人数で物を作るときの約束事のようなものを知りたいです)。 

・実際に仕事をしている際のトラブルや知っておいた方が良い事など。 

・バグの少ないコーディングの方法とバグの潰し方。 

実践的なスキ

ル・知識 

・コミュニケーションスキルやリーダーシップスキル等の、実社会で必ず必要となるスキル。 

・具体的な仕事上での体験談をお聞きしたいと思います。苦労した点、失敗談などが聞ければ

と思います。 

・ものづくりの楽しさ。行き詰ったときのストレスの解消法。 
経験 

・講師自身がどのような仕事をしているのか。講師自身がその仕事をする上でどんなスキルに

必要性を感じ、どんな点に苦労し、どんな点にやりがいを感じる（その仕事のどんな部分が楽

しいと感じる）のか。講師自身がその仕事に就いたのは、また現在も続けているのはなぜか。 

・業界における業務の内容。 

・企業で現在用いられている技術や、今後発展の望める技術の基礎知識。 

・産業界での最新動向や、それに関した知識。 

業界 

・最前線でのソフトウェア開発はどのように行われているのか。 
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(10) 今後の受講意向 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、もしこうしたもしこうしたもしこうしたもしこうした授業授業授業授業があればがあればがあればがあれば受講受講受講受講したいとしたいとしたいとしたいと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

 

本設問では、教育訓練の今後の受講意向について尋ねた。 

その結果、全体で 75％以上の受講者が「是非受講したい」または「機会があれば受

講したい」と回答した。「受講したくない」「あまり受講したくない」などの否定的な

意見は、11％に留まった。 

 

図 3-10 今後の受講意向 

 

30.8%

44.3%

13.9%

5.5%
5.5%

是非受講したい

機会があれば受講したい

どちらとも言えない

あまり受講したくない

受講したくない
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3.2 実践的スキルの修得を目的とした教育訓練の大学への導入 

(1) 大学のカリキュラムへの満足度 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、学部学部学部学部（（（（学科学科学科学科・・・・専攻課程専攻課程専攻課程専攻課程））））ののののカリキュラムカリキュラムカリキュラムカリキュラム（（（（履修内容履修内容履修内容履修内容））））にににに対対対対してしてしてして、、、、どのどのどのどの程度満足程度満足程度満足程度満足

していますかしていますかしていますかしていますか？？？？    

    

本設問では、受講者が、高等教育機関の現在のカリキュラムにどの程度満足してい

るかどうかを尋ねた。 

その結果、「非常に満足している」との回答は、その比率が最も高いコースでも 9％

程度であり、全般に低い傾向を示した。また、「非常に満足している」と「満足してい

る」とを合わせた値でも、2 コース（2 校）を除き、概ね 50％前後となっている。 

この結果から、2 コース（2 校）の学生は現在のカリキュラムに概ね満足しているが、

他の 9 コースの高等教育機関の学生の約半数は、現状のカリキュラムに満足していな

い状況が分かる。    

図 3-11 高等教育機関のカリキュラム（履修内容）に対する満足度 
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41.4%

54.1%

52.4%

12.5%

40.7%

3.0%

46.7%

0.0%

42.3%

50.0%

36.4%

31.0%

45.8%

0.0%

0.0%

0.0%

3.8%

0.0%

9.1%

3.4%

2.7%

0.0%

6.3%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に満足している 満足している
あまり満足していない 全く満足していない

全体

情報工学実験Ⅲ
（長崎大学）

特殊講義「実践的組込みシステム開発」
（立命館大学）

プログラミング言語・同実習
（東海大学）

携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育
（宇都宮大学／鹿児島大学）

組込みソフトウェア講座
（琉球大学）

情報システム開発演習[ジョブシミュレーション]
（静岡大学）

　ＯＳＳ開発プロジェクト実習[学部生向け講座]
（東北大学/東北学院大学/仙台電波高専/

宮城大学/東北工業大学）

課題テーマ研究開発実習[大学院向け講座]
（東北大学大学院／宮城大学大学院）

プロジェクトベース設計演習
（九州産業大学）

ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリング
[実践的システム開発]（東京工科大学）

実践情報セキュリティシステム論
（北海道情報大学）
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(2) 大学において充実または追加してほしい科目 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたのあなたのあなたのあなたの学部学部学部学部（（（（学科学科学科学科・・・・専攻課程専攻課程専攻課程専攻課程））））カリキュラムカリキュラムカリキュラムカリキュラムのののの情報関連科目情報関連科目情報関連科目情報関連科目についてについてについてについて、、、、もっともっともっともっと充実充実充実充実させてさせてさせてさせて

欲欲欲欲しいしいしいしい、、、、もしくはもしくはもしくはもしくは追加追加追加追加してしてしてして欲欲欲欲しいしいしいしい分野分野分野分野があればそのがあればそのがあればそのがあればその分野分野分野分野をををを以下以下以下以下からすべてからすべてからすべてからすべて選択選択選択選択してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。    

 

本設問では、受講者が、高等教育機関で今後充実、または追加して欲しいと考えて

いる分野について尋ねた。なお、本設問は複数回答可であったため、本設問の回答者

数を分母にとり、各選択肢の回答者数を分子にとった割合（％）を求めている。 

その結果、全般的には、受講者は「プログラミング言語」や「プログラミング入門」

といったプログラム開発の基礎、あるいは「ソフトウェア工学」のような実践的な分

野を希望していることが分かる。 

このように、基礎的な内容の充実を求める割合が高い背景には、本アンケートの回

答者の中に占める学部3年生以下の割合が65.8％と高かったことが影響していると考

えられる。 

 

図 3-12 高等教育機関のカリキュラムでもっと充実、または追加して欲しい分野 

50.6%

34.2%

33.3%

30.0%

28.3%

22.4%

21.5%

14.8%

10.5%

5.9%

0% 25% 50% 75%

プログラミング言語　（プログラミング言語論／各種プログラミング言語、等）

プログラミング入門

ソフトウェア工学　（ソフトウェア開発プロセス／ソフトウェア設計・構築方法論
／ソフトウェアテスト／プロジェクトマネジメント、等）

オペレーティングシステム（UNIX・LINUX／Windows／TRON／コンパイラ、等）

ネットワーク工学

情報数理科学　（情報数理科学／多次元データ解析／パターン認識
／マルチメディア／AI／機械学習／エージェント／データマイニング、等）

データベース

計算機科学　（データ構造／アルゴリズム／計算機アーキテクチャ、等）

上記の中にはない

形式言語とオートマトン
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(3) 高等教育機関の教育内容の就職後の役立ち度 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたのあなたのあなたのあなたの学部学部学部学部（（（（学科学科学科学科・・・・専攻課程専攻課程専攻課程専攻課程））））でこれまでにでこれまでにでこれまでにでこれまでに学習学習学習学習したしたしたした内容内容内容内容はははは、、、、就職就職就職就職してからどのしてからどのしてからどのしてからどの程度実程度実程度実程度実

務務務務にににに役立役立役立役立つとつとつとつと思思思思いますかいますかいますかいますか。。。。    

 

本設問では、現在の高等教育機関で学習した内容が就職後も役に立つと考えている

かどうかについて尋ねた。 

その結果、「大いに役立つと思う」と「役立つと思う」とをあわせた回答は、大学院

を対象としたコース（東北大学大学院／宮城大学大学院）を除き、概ね 70％以上であ

った。これは、今回の事業に参加している各高等教育機関が、実務教育の重要性を強

く認識していたことが影響しているものと考えられる。 

図 3-13 高等教育機関の教育内容の就職後の役立ち度 
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大いに役立つと思う 役立つと思う
あまり役立たないと思う 全く役立たないと思う

全体

情報工学実験Ⅲ
（長崎大学）

特殊講義「実践的組込みシステム開発」
（立命館大学）

プログラミング言語・同実習
（東海大学）

携帯電話用組込みアプリ開発技術の教育
（宇都宮大学／鹿児島大学）

組込みソフトウェア講座
（琉球大学）

情報システム開発演習[ジョブシミュレーション]
（静岡大学）

　ＯＳＳ開発プロジェクト実習[学部生向け講座]
（東北大学/東北学院大学/仙台電波高専/

宮城大学/東北工業大学）

課題テーマ研究開発実習[大学院向け講座]
（東北大学大学院／宮城大学大学院）

プロジェクトベース設計演習
（九州産業大学）

ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリング
[実践的システム開発]（東京工科大学）

実践情報セキュリティシステム論
（北海道情報大学）
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(4) 学部・学科の履修科目として引き続き実施すべきか 

 

（（（（設問設問設問設問））））今回今回今回今回のののの教育訓練教育訓練教育訓練教育訓練はははは、、、、あなたがあなたがあなたがあなたが所属所属所属所属するするするする／／／／卒業卒業卒業卒業したしたしたした学部学部学部学部（（（（学科学科学科学科・・・・専攻課程専攻課程専攻課程専攻課程））））のののの履修科目履修科目履修科目履修科目としとしとしとし

てててて、、、、今後今後今後今後もももも引引引引きききき続続続続きききき実施実施実施実施すべきだとすべきだとすべきだとすべきだと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

 

本設問では、受講者が今回の教育訓練を大学において継続実施すべきかどうかにつ

いて尋ねた。 

その結果、約 70%の受講者が今後も継続実施すべきであると回答した。継続実施す

べきとは思わないとの回答は、6.3%に留まった。 

    

図 3-14 学部・学科の履修科目として引き続き実施すべきか 

69.6%

24.1%

6.3%

そう思う

どちらともいえない

そうは思わない
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3.3 情報サービス・ソフトウェア業界への就業意向、業界の印象等 

 

(1) 情報サービス・ソフトウェア業界の印象 

 

（（（（設問設問設問設問））））    あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、““““情報情報情報情報サービスサービスサービスサービス・・・・ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア産業産業産業産業””””とととと聞聞聞聞いていていていて、、、、どのようなどのようなどのようなどのような印象印象印象印象をををを持持持持ちますかちますかちますかちますか。。。。

（（（（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

 

本設問では、情報サービス・ソフトウェア産業の印象について尋ねた。本設問は複

数回答可であったため、本設問の回答者数を分母にとり、各選択肢の回答者数を分子

にとった割合（%）を求めた。 

その結果、「今後ますます成長する」、「ベンチャー企業が多い」、「今後の日本を支え

ていく」、「競争がグローバルである」、「今後の日本を支えていく」などの回答が多か

った。 

 

図 3-15 情報サービス・ソフトウェア産業の印象 

 

 

44.3%

38.4%

31.6%

31.6%

27.8%

22.8%

19.4%

16.9%

14.8%

12.2%

9.7%

4.2%

0% 25% 50%

今後ますます成長する

ベンチャー企業が多い

競争がグローバルである

今後の日本を支えていく

中小企業が多い

有名な企業が多い

優秀な人材が集まる

世界に通用する企業が多い

国際的な競争力がある

大企業が多い

就職しやすい

日本と米国では、日本の方が優れている
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（（（（設問設問設問設問））））あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、情報情報情報情報サービスサービスサービスサービス・・・・ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェアにににに関関関関わるわるわるわる仕事仕事仕事仕事にににに対対対対してしてしてして、、、、どのようなどのようなどのようなどのような印象印象印象印象をををを持持持持っていまっていまっていまっていま

すかすかすかすか。。。。（（（（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

 

ここでは、情報サービス・ソフトウェアの仕事に対する印象について尋ねた。なお、

本設問も複数回答可であったため、本設問の回答者数を分母にとり、各選択肢の回答

者数を分子にとった割合（%）を求めている。 

その結果、「個人の実力が評価される」、「創造性が求められる」との回答の割合が最

も高かった。 

 

図 3-16 情報サービス・ソフトウェア業界の仕事の印象 

 

 

47.7%

47.7%

39.7%

38.0%

37.1%

36.3%

28.3%

20.7%
20.3%

19.4%

17.7%

17.3%

13.1%

3.0%

0% 25% 50% 75%

個人の実力が評価される

創造性が求められる

やりがいがある

若いうちから活躍できる

自分が開発・制作したものが多くの人に知られる

最先端の技術に携わることができる

顧客や社会の役に立っていると実感できる

仕事の内容がイメージしやすい

仕事の自由度が高い

自分の仕事に誇りをもてる

夢がある

高い報酬が得られる

国際的に活躍できる

一生続けられる
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(2) 情報サービス・ソフトウェア業界への就業意向とその理由 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、卒業後卒業後卒業後卒業後、、、、情報情報情報情報サービスサービスサービスサービス・・・・ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア関連関連関連関連のののの仕事仕事仕事仕事にににに就就就就きたいときたいときたいときたいと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

 

本設問では、受講者の情報サービス・ソフトウェア業界への就業意向を尋ねた。 

その結果、情報サービス・ソフトウェア関連の仕事に「ぜひとも就きたい」または「で

きれば就きたい」との回答は全体の 54.8％であった。また、「選択肢の一つとして考

えている」との回答も全体の 35.4％に上った。これら 3 つの場合を業界への就業意向

があると考えた場合、その割合は全体の 90.2％になる。 

一方、「どちらかといえば就きたくない」、「絶対に就きたくない」との回答は、全体

の 9.7％である注）。 

注）小数点以下の値の丸めの誤差の関係で、合計は 100%にならない 

以上より、今回の受講者の本業界に対する就業意向はかなり高いことがうかがえる。 

 

図 3-17 情報サービス・ソフトウェア業界への就業意向 

 

27.4%

27.4%

35.4%

7.6%
2.1%

ぜひとも就きたい

できれば就きたい

選択肢の一つとして考えている

どちらかと言えば就きたくない

絶対に就きたくない
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（（（（設問設問設問設問）「）「）「）「ぜひともぜひともぜひともぜひとも就就就就きたいきたいきたいきたい」、「」、「」、「」、「できればできればできればできれば就就就就きたいきたいきたいきたい」、「」、「」、「」、「選択肢選択肢選択肢選択肢のののの一一一一つとしてつとしてつとしてつとして考考考考えているえているえているえている」」」」をををを選択選択選択選択したしたしたした

理由理由理由理由についてについてについてについて当当当当てはまるものをてはまるものをてはまるものをてはまるものを、、、、すべてすべてすべてすべて選選選選んでくださいんでくださいんでくださいんでください。（。（。（。（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

 

ここでは、情報サービス・ソフトウェア業界への就業意向を持っている学生を対象

に、その理由を尋ねている。 

その結果、受講者は、就業にあたり、自らの専攻を生かす、あるいは好きなことを

仕事としたいとの意向が強いことが分かる。また、業界の持つ魅力（技術面）をその

理由（誘因）としている者の多いことも分かる。 

 

表 3-3 情報サービス・ソフトウェア業界に就業したい理由 

選択肢 回答数 

自分の専攻を生かすことができるから 139 

仕事の内容が好きだから 106 

技術を身に付けることができるから 100 

最先端の技術を扱えるから 76 

今後も成長・発展する業界だと思うから 67 

実力が重視される業界だから 24 

他の業界と比較して就職しやすいから 16 

他の業界と比較して待遇が良いから 7 

その他 3 
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（（（（設問設問設問設問）「）「）「）「どちらかとどちらかとどちらかとどちらかと言言言言えばえばえばえば就就就就きたくないきたくないきたくないきたくない」、「」、「」、「」、「絶対絶対絶対絶対にににに就就就就きたくないきたくないきたくないきたくない」」」」をををを選択選択選択選択したしたしたした理由理由理由理由についてについてについてについて当当当当てはてはてはては

まるものをまるものをまるものをまるものを、、、、すべてすべてすべてすべて選選選選んでくださいんでくださいんでくださいんでください。（。（。（。（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

 

少数ではあるが、情報サービス・ソフトウェア業界への就業について否定的な意向

を示した学生を対象に、その理由を尋ねた。その結果、適性がない、仕事の内容があ

まり魅力的でない、労働環境が良くないといった回答が多かった。適性に次いで、業

界の持つ魅力が、就業に否定的な理由であると考えられる。 

 

表 3-4 情報サービス・ソフトウェア業界に就業したくない理由 

選択肢 回答数 

自分に能力面での適性がないと思うから 14 

仕事の内容があまり魅力的ではないから 11 

労働時間が長いなど、労働環境が良くないと思うから 9 

他の業界と比較して、待遇が良くないと思うから 6 

人との関わりが少ない仕事だと思うから 4 

大学で研究者になりたいから 0 

その他 0 
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(3) IT 関連の資格取得意向 

 

（（（（設問設問設問設問））））あなたはあなたはあなたはあなたは、、、、今後今後今後今後、、、、情報処理情報処理情報処理情報処理やややや ITITITIT にににに関連関連関連関連するするするする資格資格資格資格をををを取得取得取得取得したいとしたいとしたいとしたいと思思思思いますかいますかいますかいますか？？？？    

 

本設問では、受講者の情報処理や IT に関連する資格の取得意向について尋ねた。 

その結果、86.9％の受講者が資格取得の意向を示しており、高い意欲がうかがえる。 

 

図 3-18 情報処理やＩＴに関連する資格の取得意向 

86.9%

13.1%

はい

いいえ
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（（（（設問設問設問設問））））取得取得取得取得したいしたいしたいしたい資格資格資格資格はははは何何何何ですかですかですかですか。。。。最大最大最大最大３３３３つまでつまでつまでつまで選選選選んでくださいんでくださいんでくださいんでください。。。。    

 

本設問では、取得希望の多い資格について、尋ねている。 

その結果、受講者は、「ソフトウェア開発技術者（旧第 1 種情報処理技術者）」、「基

本情報技術者（旧第 2 種情報処理技術者）」、「初級システムアドミニストレータ」につ

いての資格取得を望んでいる者の割合が高いことがわかる。 

 

図 3-19  取得を希望する情報サービス・ソフトウェア関連の資格 

42.2%

58.7%

23.3%

6.8%

8.7%

15.5%

4.9%

2.9%

5.3%

7.8%

3.9%

13.1%

10.7%

1.9%

1.5%

1.0%

1.9%

3.9%

3.4%

8.7%

0% 25% 50% 75%
基本情報技術者

 （旧 第2種情報処理技術者）
ソフトウェア開発技術者

（旧 第1種情報処理技術者）

初級システムアドミニストレータ

上級システムアドミニストレータ

情報セキュリティアドミニストレータ

テクニカルエンジニア　ネットワーク
 （旧 ネットワークスペシャリスト）

テクニカルエンジニア　データベース
 （旧 データベーススペシャリスト）

テクニカルエンジニア　システム管理
 （旧 システム運用管理エンジニア）

テクニカルエンジニア　エンベデッドシステム
（旧 マイコン応用システムエンジニア）

テクニカルエンジニア　情報セキュリティ

システムアナリスト

プロジェクトマネージャ

アプリケーションエンジニア

システム監査技術者

技術士／補（情報工学）

技術士／補（電気・電子）

電気通信主任技術者

ITコーディネーター

その他のIT系資格

具体的には決めていない
／具体的な資格をよく知らない
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（（（（設問設問設問設問））））あなたがあなたがあなたがあなたが、、、、資格資格資格資格をををを取得取得取得取得したいとしたいとしたいとしたいと思思思思うううう理由理由理由理由をををを、、、、以下以下以下以下からすべてからすべてからすべてからすべて選選選選んでくださいんでくださいんでくださいんでください。（。（。（。（複数回答可複数回答可複数回答可複数回答可））））    

 

ここでは、資格取得の理由を尋ねている。なお、本設問は複数回答可であったため、

本設問の回答者数を分母にとり、各選択肢の回答者数を分子にとった割合（%）を求

めている。 

その結果、受講者は、自らの知識やスキルを高める上で資格取得が効果的であると

考えていること、並びに資格が就職時あるいは入社後の評価において有効であると考

えていることが分かる。 

 

図 3-20 資格を取得したい理由 

 

 

90.8%

61.2%

44.2%

6.3%

5.3%

2.4%

0% 25% 50% 75% 100%

自分の知識・スキルを高めるため

就職活動で自分のスキルを示すため

入社後（もしくは現在就業中の）会社で評価されるから

外部からの薦めがあったから
 ／大学または会社から受けるように言われたから

周囲の人が取得しているから

その他
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第4章 教育訓練プログラムの産学協同体制 

 

4.1 産学協同による実践的な教育訓練のパターン整理 

本章では、教育訓練プログラム実施の一連の流れを「IT 産業等における問題点とニ

ーズ把握」、「教育訓練プログラムの設計・開発」、「教育訓練プログラムの実施」、「教

育訓練プログラムの評価」の 4 段階に区分し、各事業者がどの段階でどのような産学

連携を進めたかという観点から、整理・分析を行った（表 4-1）。 

全体としては、4 段階全てで、産学が連携して取り組まれる傾向があったが、これ

は、平成 16 年度、平成 17 年度の事業と同様の傾向であった。 

次に、各段階別に詳しくその傾向をみた。なお、ここでは、教育訓練プログラム開

発・実証事業の事業者（7 事業者）のみならず、FD プログラム開発・実証事業の一環

として教育訓練プログラムを実施した事業者（4 事業者）を分析の対象として含んで

いる。 

(1)産学協同の割合が高い項目 

・「教育訓練プログラムの設計・開発」における“カリキュラム開発” 

11 事業者全部 

・「教育訓練プログラムの評価」における“教育訓練プログラムの評価” 

11 事業者中 10 事業者 

・「IT 産業等における問題点とニーズ把握」、「教育訓練プログラムの設計・開発」

における“受講者サポート” 

11 事業者中 9 事業者 

・「教育訓練プログラムの実施」における“施設・機材（提供）” 

11 事業者中 8 事業者 

(2)産学協同の割合が低い項目 

・「教育訓練プログラムの設計・開発」の“受講者募集方法”、「教育訓練プログラ

ムの実施」の“受講者募集” 

11 事業者中 3 事業者 

 

以上より、カリキュラム開発やカリキュラムに盛り込む内容の調査等、教育訓練を

実施する上での「入口」部分、並びに実施結果の評価という教育訓練の「出口」部分

で産学協同での取り組みが見られることが分かる。また、教育訓練プログラムの実施

中には、高等教育機関も受講生サポート等の形態で参画している様子が分かる。 

なお、教材の調達や講師の調達、受講生の知識スキルの伸長の評価については、約

半数の事業者で産学が協同するに留まった。
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4.2 産学協同による実践的な教育訓練のパターン分析 

(1) 高等教育機関等における問題点とニーズ把握 

 

産学のメンバーから成る委員会（検討の場）を形成し、その場で人材像やカリキュ

ラムに関する互いの情報を持ち寄って議論し（意見交換）、問題点やニーズを明確化す

る事業者が多くみられた。 

なお、人材像やカリキュラムだけでなく、必要な教育訓練を実施するための機材等

の実施環境面での問題点を明確化した事業者も存在した。 

 

① 長崎大学 

インタビュー収集した情報の分析や代表者による検討会を実施することで、企業

が求める人材像と大学が輩出しようと考える人材像について、互いの現状の理解と

意見交換を行った。 

その結果、即戦力人材とは、デジタルとアナログの両知識を立体的に理解し、多

角的な視点から技術を応用できるイメージを持った人材であり、育成のためには、

しっかりした基礎知識が必要であるとの結論に至った。 

 

② 立命館大学 

産学が組込みシステムとそうでないシステムの開発における違いを議論すること

により、問題点とニーズを分析した。 

 

③ 東海大学 

大学側と産業界側のそれぞれが何を考え、何を問題として捉え、何を目指していく

のかは、事業を進める上での基礎となる。そこで、これについて両者で協議を行い、

相手側から吸収したい情報や問題意識を洗い出し、教育の方向性を定めるために必要

な情報収集を行った。 

 

④ 宇都宮大学／鹿児島大学 

携帯電話という最新の IT 技術を集積したデバイス上でのプログラム作成技術を

提供するとともに、企画・仕様作成・コーディング・試験という、ソフトウェア工

学の流れを実践的な講義を通して身に付けさせることを目指した。 

 

⑤ 琉球大学 

連携企業が沖縄県内の組込みソフトウェア系の IT 産業の企業および高度 IT 人材

育成プログラム開発に長けた企業として、産業界側の現状・問題点・課題認識を提

示する役割を担った。一方、大学側は大学における IT 分野の人材育成カリキュラム
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の現状・問題点・課題認識を提示した。その上で、産業界と大学の担当者が集合し

て、現状・問題点・課題の認識あわせを実施し、ブレーンストーミングによって問

題点の解決策を検討・整理した。 

また、教育訓練準備・設計期間中に、組込みソフトウェア開発に経験豊富な人材

が参加した会議を随時実施した。この会議では上記の経験者からアドバイスや意見

を出してもらった。これにより、問題の要点や対策の方向性が明確になり、行動指

針を作成することができた。これは企業の担当者や大学が単独では得られない効果

であった。 

 

⑥ 静岡大学 

産業界側の課題と大学側の学生の状態（スキル）や教育カリキュラムについての意

見交換を行った。 

 

⑦ 東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学 

本事業の目的や課題の整理など、教育訓練プログラム実施の前提となる問題点やニ

ーズ、産学協同教育の阻害要因の把握等に関しては、主に企画運営委員会における地

域 IT 企業の代表取締役と各学校の担当教員の問題意識の顕在化とそれを基にした議

論により把握を行った。本事業参画の IT 企業、学校は共に従来からインターンシッ

プなどを積極的に受入れる／あるいは推進してきており、そこで培われた経験則や課

題を多く有していることから、こうした従来の経験則を基にした議論を展開すること

により、相互に役割を果たしながら問題点やニーズの把握につなげることができたと

いえる。 

 

⑧ 九州産業大学 

企画運営委員会にて、問題点とニーズ調査の内容、方法、対象等の検討を行った。 

 

⑨ 仙台電波高専 

（本項目については産学協同では実施されていない） 

 

⑩ 東京工科大学 

（本項目については産学協同では実施されていない） 

 

⑪ 北海道情報大学 

実践的な教育を実施するための環境について産学で情報を交換した。その結果、必

要な環境が大学側（北海道情報大学）に整っていないことが判明した。そのため、大

学側は教育訓練プログラムを実施するための設備（ソフトウェア及び機材）を整える

必要があった。今年度後期に実施するために企業側より必要な機材を借用した。 
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(2) 教育訓練プログラムの設計・開発 

 

産学が互いの得意な分野でイニシアティブをとる形態がみられたが、一部を除き、

産業界側（含むコーディネート機関）が最初のきっかけを提示する場合が多かった。 

カリキュラムについては、産業界側から要求を出し、その後高等教育機関側が具体

化する形態をとる事業者が多かった。 

教材やインストラクタの調達でも、産業界側から具体案を提示し、高等教育機関側

が学生や実施環境面での現状を示した後、産学で複数回のすり合わせを行うというパ

ターンがみられた。 

 

 

① 富士通㈱（長崎大学） 

カリキュラム開発・教材調達では、役割を分担し、互いに「作成→チェック→修正」

を繰り返した。インストラクタ調達では、企業と大学講師がそれぞれ得意な部分を担

当することとした。 

 

② 立命館大学（㈱フォーリンクシステムズ） 

学生が持つ素養を説明し、講座内容により学習させる技術的項目を定めた。また、

その技術的項目を限られた時間内で習得させる上でもっとも有効である方法を議論

した。 

講座への参加希望者が増えることは、より質の高い教育訓練プログラムの実証実験

ができることを意味する。よって、学生に訴求力のあるカリキュラムを作るため、人

気企業からの講師派遣などを盛り込んだ。 

 

③ NEC ラーニング㈱（東海大学） 

IT 企業や高等教育機関等における問題点とニーズ把握の成果をもとに、東海大学

側の目指す要件（1 年生に対して教育を実施）および推奨としていた教材を用いて講

座カリキュラムを作成した。また、企業向けに実施している教材をもとに本教育訓練

に必要な教材開発を両者間で作成とレビューを繰り返しながら実施した。 

 

④ KDDI㈱（宇都宮大学／鹿児島大学） 

カリキュラム開発に関しては、産業界側からの要求レベルの提示に対して、大学の

カリキュラムからのコメントを出すことですりあわせを行った。受講者募集に関して

は、要求レベルに適したレベルの学年の抽出と学生への受講の勧めを行った。 

 

⑤ 琉球大学（㈱マグナデザインネット） 

カリキュラム開発、教材調達、インストラクタ調達において産学協同の取り組みを
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行った。 

カリキュラムの開発において、産業界側は組込みソフトウェア開発に対する教育ニ

ーズの検討、及び講座の具体的内容の目標を検討する役割を持ち、大学側は大学のカ

リキュラムの現状・課題とニーズ対応への柔軟性について産業界に提示・学内調整す

る役割を担った。そこで、産学合同会議によるカリキュラム開発すなわち教育内容の

具体化を行い、大学側は大学の施設の提供も行った。これにより、産業界のニーズと

大学の現状を反映させ、カリキュラムの開発を現時点で最適なものとすることができ

た。 

また、教材の調達に関しては、産業界側にて、各講座の資料、演習環境の準備を行

った。大学側は、産業界作成資料のレビューワ役となり、各社担当と大学の教育訓練

展開責任者との合同検討会議により資料準備を進めた。これにより、外部からの教材

購入コストの発生を抑えることができた。インストラクタの調達に関しては、産業界

側と大学側がそれぞれ組込み分野で担当者を選定した。その結果、受講生に対して大

学単独では提供できない教育訓練の提供が実現した。 

 

⑥ ㈱浜名湖国際頭脳センター（静岡大学） 

カリキュラム開発に関しては、産業界側と大学側で綿密な意見交換を行った。 

顧客志向を意識した演習にする、UML を用いたモデリング手法を用いた要求分析の

演習にすることなどを大学側から要望した。民間企業側は、大学側からの要求はでき

るだけ取り入れた演習をすることとした。 

教材調達に関しては、大学側にて先に教材を準備し、産業界側はそれを確認した上

で教材開発を行った。 

インストラクタ調達に関しては、産業界側、大学側両方のインストラクタ間で打合

せを行い、それぞれが指導する教育内容を確認した。 

 

⑦ ㈱仙台ソフトウェアセンター（東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学） 

教育訓練プログラムの設計・開発では、主にカリキュラム開発部分とインストラク

タ調達部分において産学協同の作業を行った。カリキュラム開発部分では、学校教員

も含めた産学連携での担当講師の事前打合わせを複数回開催し、講座実施に係るカリ

キュラムや内容などの詳細を決定した。昨年度事業の実績を踏まえた上で学校側から

受講者の前提知識や現有スキルのイメージなどを提示すると共に、学校側での行事、

授業などに支障のない範囲で訓練カリキュラムを 8 日間（昨年度は 5 日間）に延長す

ること、昨年度の反省を踏まえ新たに学校教員による要素技術の底上げを目的とした

予備講座を導入することなどがこの会議で決定した主な事項である。 

予備講座の内容企画に関しては、民間 IT 企業が策定した本講座カリキュラム案の

中で要求される基礎要素技術の項目や内容をまず民間側で洗い出し、打ち合わせを通

じて予備講座担当の教員に伝え、予備講座を含めた体系的なカリキュラムとして策定
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した。教員側では既存の学校での授業コンテンツ等を活用しながら民間側の要件を踏

まえたカリキュラムや教材を準備し、予備講座を実施した。 

インストラクタ調達に関しては、学部生向けの「OSS 開発プロジェクト実習」に関

して昨年度出講講師以外の新規講師を社団法人宮城県情報サービス産業協会（MISA）

による講師公募により選定した。インストラクタ調達過程で開催した同会会員向けの

公募説明会や関心のある企業に対する講師説明会の開催の際には、昨年度出講企業の

代表取締役や講師、昨年度から事業に参画している高等教育機関の担当教員が連携し

て説明を行い、訓練の意義や出講のメリット、具体的な講義内容などを伝える役割を

果たした。 

 

⑧ 九州産業大学（㈱福岡 CSK） 

カリキュラム開発では、平成 16,17 年度実施の講義・演習内容の改善内容をまとめ、

共同で教育カリキュラムを作成した。また、それに基づき大学で授業計画を作成した。

教材調達では、平成 16,17 年度実施の講義・演習内容の改善提案沿って講義・演習資

料、演習機材を準備した。大学側は学生が使用する PC、ソフトウェアを準備した。 

 

⑨ ㈱仙台ソフトウェアセンター（仙台電波高専） 

FD の中で仙台電波高専の専攻科のカリキュラムとしての「ソフトウェア工学Ⅰ」

のカリキュラム及びシラバスを策定しながら実施した。FD プログラムの設計方針が

概ね適切であったため教員の参加率の高さなどにつながり、結果として「ソフトウェ

ア工学Ⅰ」のカリキュラムを完成させることができた。また、次年度以降に教員が学

内で担当する具体的な実践的 IT 教育訓練そのものを産学協同で設計・開発し、産学

での役割分担も含めて明確化できた。 

 

⑩ ㈱サイバー創研（東京工科大学） 

カリキュラム開発では、関係者による会議およびメールにより情報を共有しながら

カリキュラムを開発した。受講者募集に関しては、事業概要の紹介を民間（サイバー

創研）が、演習環境の情報提供を大学（東京工科大学）が分担した。教材調達では、

昨年度高知工科大で活用した教材の書籍版を活用することを確認した。インストラク

タ調達では、IT エンジニアが講義･演習を担当し、大学側が学生に対する指導を実施

した。 

 

⑪ ㈱エスシーシー（北海道情報大学） 

企業側より最先端の情報やデータ、カリキュラム案、実習課題案、必要な機材等が

提供された。大学側は、提供された情報や機材等を使用してカリキュラムと教材を作

成した。 
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(3) 教育訓練プログラムの実施 

 

産業界の講師がメイン講師、受講生のことを良く知った教員がサポートというパタ

ーンがみられた。また、産業界の講師が主担当を勤める PBL に先立つ講義等は、高等

教育機関が実施する場合と、産学協同で実施する場合が見受けられた。 

更に、受講後のフォローアップは、産学が協同で対応するケースが多くみられた。

このようなフォローが、次回の講義・演習等の円滑な進行に寄与していた。 

 

 

① 富士通㈱（長崎大学） 

受講者サポートにおいて、サブ講師間の連携、事前のリハーサルと毎日の振返り、

翌日の打ち合わせを行った。 

 

② 立命館大学（㈱フォーリンクシステムズ） 

（株）フォーリンクシステムズが中心となって実習を取り混ぜた講義を提供すると

ともに、立命館大学の教員は受講者に対して講座期間中にインタビューを実施し、受

講生の意見を聞くこととした。このフィードバックにより、（株）フォーリンクシス

テムズが実施する講義が、受講者の実情にあった、より質の高いものとなった。 

 

③ NEC ラーニング㈱（東海大学） 

教育訓練プログラムの実施にあたっては、受講者の理解度を促すようなサポートを

行った。 

授業のアンケート結果や小テストの結果を受け、教育訓練自体のレベルを下げるこ

となく、学生の理解度をアップさせるための見直し検討を協同で行った。具体的には、

宿題量を増やして学生の予習復習促進を図ったこと、考えるという観点を重視するた

めに小テストを選択式から記述式に変更したこと、小テストの解説を各回の始めに行

うようにしたことなどがある。 

毎回行われる小テストの作成については、まず NEC ラーニング側で作成し、それを

東海大学側でレビューし、必要に応じて再度 NEC ラーニング側で見直しを行うという

形で進めた。なお、前述のとおり第 5 回から小テストは選択式から記述式に変更とな

ったが、これに伴って採点は東海大学側で行い、その結果を NEC ラーニング側にフィ

ードバックする形に変更した。 

また、第 13 回の成果発表会では、各学生の発表に対する寸評を NEC ラーニングの

講師と東海大学側で分担して行った。 
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④ KDDI㈱（宇都宮大学／鹿児島大学） 

施設機材に関しては、開発環境を全員に提供した。受講者サポートに関しては、メ

ールによる情報交換を行った。 

 

⑤ 琉球大学（㈱マグナデザインネット） 

施設機材の手配提供と受講者サポートにおいて実施した。 

施設機材については、産業界側は特に基礎演習講座およびプロジェクト講座実施時

に必要となる機材を選定し調達した。また大学側は、各講座実施時の教室・設備を提

供する役割分担とした。すなわち、教育訓練内容に応じて企業と大学それぞれ役割を

分担することで、特別に施設機材を調達する手間とコストを削減できた。受講者サポ

ートについては、産業界側と大学側が協力して、教育訓練全体を通して受講生をサポ

ートした。受講生に対して、質問・相談を随時受け付ける体制（担当者名、連絡方法）

を提示したことにより、受講生（大学院生）が社会と関わる機会が増え、勉学目標の

明確化および目標達成意識の向上へ貢献できた。 

 

⑥ ㈱浜名湖国際頭脳センター（静岡大学） 

施設機材に関しては、「情報システム開発演習」において、産業界側から必要な機

器の指定があり、それを鑑み大学側で環境構築を行った。受講者サポートに関しては、

受講生に関する情報交換を行った。 

 

⑦ ㈱仙台ソフトウェアセンター（東北大学・仙台電波高専など仙台地域の大学） 

主に受講者サポートと訓練生のモチベーション向上の指導、あるいは訓練に付随す

る行事の実施などを産学連携により推進した。また、昨年度訓練のフォローアップ面

での反省を踏まえ、今年度の本教育訓練にて準備を行ったグループウェアサイトの開

設に関しても仙台電波高専の協力を得ながら産学連携により行ったものである。 

受講者サポートに関しては、学校の担当教員からは訓練の意義や狙いの説明など訓

練内容以外でのフォローアップを行ってもらい、民間 IT 企業講師での訓練生に対す

るモチベーション向上のための指導などをより円滑に進めることができるよう工夫

を行った。また、開校式や成果発表会の計画、準備、実施に関しても産学連携で実施

した内容である。開校式や成果発表会当日の会場整備や発表運営の他、終了後の学生

集合写真撮影など細かな事項も含めて連携しながら行った。また、仙台電波高専では

学習を支援する Web グループウェアサイトの無償提供と設定を行い、訓練期間中サイ

トを開放することによる受講者学習環境整備の側面支援の役割も果たしている。 

大学院向け教育の「課題テーマ研究開発実習」では、主に受講者募集と会場運営に

関して、大学院受講生を輩出した東北大学、宮城大学の担当教員と民間 IT 企業講師、

運営事務局が連携して実施した。受講者募集では、大学掲示板に掲示する募集案内（チ

ラシ、ポスター）に関して民間 IT 企業講師と教員が共同で製作し、特に訓練の意図
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やカリキュラムの流れを理解してもらうこと、そして民間 IT 企業でのプロジェクト

推進手法を用いて自由課題の企画構想から設計、開発までのシステム開発の実践的な

内容を実施するという訓練の持つ特徴を表現した。また、理科系の大学院生は研究活

動以外にも学内チュータ業務など様々な業務を抱えており、訓練時間確保が困難なこ

と、宮城大学など他の大学院生が入る上での日程調整が困難であるなどの問題が訓練

募集後に生じたため、これに関しても 3 者で連携しながら問題解決と日程再調整を行

い、訓練実施にたどり着くことができた。 

会場運営に関しては、東北大学学内機器実習室での訓練実施であるため、教室使用

上の使用規則や機器環境運営などの制約が大きく、民間 IT 企業講師単独では解決で

きない問題も多く発生した。これに関しては東北大学側の本訓練担当教員が側面的に

大学側の事務局や教室担当技師との調整に積極的に携わり、訓練を円滑に進められる

よう調整を行い、民間 IT 企業講師による訓練運営を側面からサポートした。 

 

⑧ 九州産業大学（㈱福岡 CSK） 

施設機材では、授業実施期間中講義には教室を、演習には学生実験室演習室を用意

し、演習機材を常備した。また、演習資料としての様式類はファイルの形で提供した。

受講者サポートでは、平成 16,17 年度実施にインストラクタ経験のある企業エンジニ

アと FD 対象教員が共同で指導に当たる体制を実現した。 

 

⑨ ㈱仙台ソフトウェアセンター（仙台電波高専） 

（本項目については産学協同で実施されていない） 

 

⑩ ㈱サイバー創研（東京工科大学） 

受講者募集に関しては、工夫された授業の魅力の伝え方を議論し提供した。施設機

材に関しては、大学側が講義･演習用の教室（ネットワーク実験室）、プロジェクター、

ホワイトボードを提供するとともに、成果発表のための大ホールを提供した。受講者

サポートに関しては、学生の演習時の場所、ドキュメントの保管、提出物の管理など

を両者の協力により実施した。 

 

⑪ ㈱エスシーシー（北海道情報大学） 

6 つのプログラムの 1 つである「実践情報セキュリティシステム論」のみで教育訓

練を実施した。企業側より提供された機材と教材で集中講義の形態で講義演習を実施

した。演習結果のレビュー時に企業側専門家の支援を得た。 
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(4) 教育訓練プログラムの評価 

 

講義ごとに、アンケートやテストなどの定量的な情報と、講師（インストラクタ）

や教員等による定性的な情報（観察結果）の両方で評価する事業者が多かった。 

定量的なデータについては、スキルの伸長や理解度等の評価結果を随時フィードバ

ックする事業者と、委員会等の場でまとめて評価する事業者（即座にフィードバック

しない）に別れた。 

なお、主として定性的なデータのみで評価する事業者も一部に存在した。 

 

 

① 富士通㈱（長崎大学） 

知識スキル伸長評価では、認定科目としての評価基準と、全体カリキュラムにおけ

る評価情報の収集方法の検討を行った。教育訓練システム評価では、企業が求める即

戦力としてのスキルを取り入れた成果発表会の評価基準の検討を行った。 

 

② 立命館大学（㈱フォーリンクシステムズ） 

最後の成果報告会で、フォーリンクシステムズ、トヨタ自動車、立命館大学の評価

委員が学生の成果に対して意見を交換した。それに対する学生からの意見も得られた。 

さらに、日立製作所、フォーリンクシステムズ、立命館大学の三者において、教育

訓練システム全体の見直しを議論した。この議論においては、立命館大学から今回の

実施プログラムの開発理念、カリキュラム内容、実施状況、評価方法・結果、受講者

からの意見・感想などについて説明し、フォーリンクシステムズからの補足説明の上、

カリキュラム評価担当の日立製作所の委員を中心に質疑応答を行った。その結果、次

年度以降のカリキュラムの高度化について討議し、方向性を確認することができた。 

 

③ NEC ラーニング㈱（東海大学） 

小テストの結果、アンケート結果、発表会の内容を含めて NEC ラーニングと東海大

学とで本事業の有効性に関する協議を実施した。また、課題点についての改善案につ

いても検討し、次年度以降の事業の継続性について協議を行った。 

 

④ KDDI㈱（宇都宮大学／鹿児島大学） 

知識スキル伸長の評価、教育訓練システムの評価に関しては、ともにアンケート結

果のフィードバックを行った。 

 

⑤ 琉球大学（㈱マグナデザインネット） 

知識スキル伸長評価と教育訓練プログラム評価において実施した。 

知識スキル伸長評価については、産業界側が、主として各講座の評価用情報収集・
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分析を分担した。大学側が全体のとりまとめ役として、産学合同会議で評価を実施し、

教育訓練プログラムの評価情報を産学で共有した。また、教育訓練プログラム評価に

ついても同様に、産業界側が主として各講座の評価用情報収集・分析を担当し、大学

側が全体のとりまとめ役として、持ち寄った評価情報をもとに、産学合同会議で評価

を実施し、教育訓練プログラムの評価情報を産学で共有した。 

 

⑥ ㈱浜名湖国際頭脳センター（静岡大学） 

知識スキル伸長評価に関しては、浜名湖国際頭脳センターによる分析結果を、産業

界側と大学側で共有した。教育訓練システムの評価に関しては、産業界側と大学側が、

テストやアンケートの結果を基に教育訓練システム評価に関する討議を行った。 

 

⑦ ㈱仙台ソフトウェアセンター（東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学） 

教育訓練システムの評価に関しては、本事業推進にあたって産学官で組織した企画

運営委員会の訓練終了後の開催内容を評価会議として位置づけ、産学官連携での評価

を行った。その中では訓練システムに関して産学官それぞれの立場から見た評価コメ

ントの表出と議論を行い、産学協同での教育訓練システムの評価としてとりまとめた。

また、訓練成果の地域 IT 業界への周知と地域 IT 業界からの評価を狙いとして参加し

た MISA 賀詞交換会でのディスカッションや本事業の成果発表会を通じた全体評価な

ども産学連携で実施した内容である。 

 

⑧ 九州産業大学（㈱福岡 CSK） 

知識スキル伸長評価に関しては、アンケート項目の共同作成、プロジェクトベース

設計演習の共同での評価を行った。教育訓練プログラムの評価に関しては、企画運営

委員会、評価委員会、産学懇談会を通じて連携した。 

 

⑨ ㈱仙台ソフトウェアセンター（仙台電波高専） 

（本項目については産学協同で実施されていない） 

 

⑩ ㈱サイバー創研（東京工科大学） 

スキル伸長の評価については、外部の診断ツールを活用した。教育訓練プログラム

の評価に関しては、教育のための環境を提供した。 

 

⑪ ㈱エスシーシー（北海道情報大学） 

「実践情報セキュリティシステム論」のみで教育訓練を実施したため、これについ

ての評価を実施した。大学側は、学生の受講状況、演習結果のプレゼンテーション及

びレポートより履修生を総合的に評価した。評価実施時に、企業側専門家（㈱コムワ

ース）の支援を得た。 
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第5章 教育訓練プログラムを定着させるための課題分

析 

本章では、今後、高等教育機関において実践的な教育訓練を定着させていく上で克

服しなければならない課題とその解決策について分析する。 

具体的には、まず、平成 16 年度、平成 17 年度の事業で課題となっていた、「実施

のための費用調達に関する課題」「高等教育機関における制度上の課題」について記す。 

次に、本年度の事業において明確になった、「学生の事前のスキル把握」「教育訓練

への教員の積極的参画」「現場技術者と教育の専門家との連携」「企業の継続意思の確

認」といった課題について記すこととする。 

 

5.1 実施のための費用調達に関する課題 

5.1.1 各事業者の実施コスト分析結果 

本年度の事業実施結果を受け、各教育機関が産学連携による実践的教育を原則、本

年度の内容・規模で継続実施すると仮定した場合（但し、課題があった場合はその点

について修正）に最低限必要となる金額の概算を、各事業者からの報告に基づいて記

した。また、各教育機関別の、主な費用項目ごとの構成比から、そのコスト構造を探

った。 

更に、教育訓練プログラムは「組込みソフトウェア分野」と「情報サービス分野」

に大別されるため、各々の分野のコスト構造について記したほか、全事業平均のコス

ト構造についても分析を行った。 

なお、FD 事業である東京工科大学（サイバー創研）については、FD のコストにつ

いてのみ分析しており、教育訓練プログラムの実施のためのコストについての記載は

ないため、以下では言及していない（FD の実施コストについては当該事業者の事業報

告書を参照されたい）。 
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費 用 用 途 内 訳 算 出 根 拠 等 

Ａ 講師調達 4,760,000 1 講師人件費 1,200,000 企業からのメイン講師の派遣費用 @120,000(講師日単価）×10 日分×1 名 

      2 アシスタント人件費 1,000,000 アシスタントのサブ講師派遣費用 @100,000(講師日単価）×5 日分×２名 

      3 PBL 人件費 2,500,000 ＰＢＬコーチの派遣費用 @100,000(講師日単価）×6 日分×5 名 

      4 環境設定日 60,000   @60,000(講師日単価）×1 日分×1 名 

Ｂ 教材調達 183,000 1 教材セット一式 183,000 テキスト、資料の印刷大 @3,000×61 冊 

C その他 662,764 1 交通費 394,664   
@49,333 円（長崎-東京ＳＮＡ航空往復割引 48,190 円（税別）、 

長崎空港-長崎駅バス往復割引 1,143 円（税別））×8 回 

      2 宿泊費 268,100   @5,362 円(富士通契約宿泊施設長崎地域平均単価)×50 泊 

D 一般管理費 560,576           

  小計 6,166,340           

長崎大学

講師調達費
77%

教材調達関連費
3%

その他必要経費
11%

一般管理費
9%

 

(1) 組込みソフトウェア分野 

① 長崎大学 

 

長崎大学の教育訓練は、富士

通やその関連会社の手厚いサポ

ートの下に実施された。今後は、

産業界の講師が必要となる局面

を中心として人件費を抑えたと

しても、学習ボードを継続利用

することが可能なため教材費が

低く抑えられることから、コス

ト構造の面では今産業界の「講

師調達費用」の比率が高い状態

が続くと考えられる。 
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立命館大学

講師調達費
36%

教材調達関連費
51%

その他必要経費
4%

一般管理費
9%

 

② 立命館大学 

 

立命館大学の教育訓練は、組

込み分野の IT 企業の講師によ

って実施された。本年度の講義

では時間数が不足していたとの

評価を受け、通期での実施を想

定した計画となっている。 

また、教材（含む実習用ボー

ド）は新規の購入を想定してい

る。このため、講師派遣費用と

教材調達関連費用のいずれもが

高い構成比を占めているが、教材調達関連費用の割合がやや高いコスト構造となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算出根拠等
Ａ 講師調達

関連費
\3,600,000 1 講師人件費 \2,400,000 @100,000(講師日単価)×24回分(通期授業分)×1名

2 アシスタント人件費 \1,200,000 @50,000×24回×1名

Ｂ 教材調達
関連費

\5,000,000 1 教材セット一式 \2,000,000 @100,000×20名分

2 実習用教材 \3,000,000 @150,000×20名分

\0

\0

Ｃ その他
必要経費

\400,000 1 消耗品費 \0

2 旅費・交通費 \0

3 謝金 \0

4 派遣社員・アルバイト費 \400,000 @2,000×200時間×1名

5 借料 \0

Ｄ 一般管理費 \900,000 総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

小計 \9,900,000

費用用途 内訳

企業との連絡事務等に従事する臨時職員

受講者分の教材セット

実習用ボード等（組込み分野等）

説明
企業からのメイン講師の派遣費用

アシスタントの派遣費用
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東海大学

講師調達費
45%

教材調達関連費
46%

その他必要経費
0%

一般管理費
9%

 

③ 東海大学 

 

東海大学の教育訓練は、学部の

1 年生を対象に実施された。本年

度の受講生は 72 名と多かったが、

ここでは受講生数が 20 名で見積

もられている。また、20 人の受講

者に対して、産業界の講師１名だ

けでは対応できないと考え、アシ

スタントも常時参加するものとし

て見積もられている。 

なお、実際は、本年度の実施状

況を記録したビデオ教材を利用して東海大学の教員が自主的な学習を行った上で授業

に臨む予定となっているが、ここでは、本年度と同様に産業界の講師がメインで授業

を実施する計画となっている。 

また、教材は、本年度と同様に NEC ラーニングと SESSAME の教材購入／利用で見積

もられている。 

本年度と同じ教材を再利用する計画となっていないため、講師派遣費用と教材調達

関連費用とがともに高い構成比を占めるコスト構造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明 算出根拠等

講師人件費 ¥2,600,000 企業からメイン講師派遣 @200,000(講師日単価）×13回分×1名

アシスタント人件費 ¥1,300,000 アシスタントの派遣費用 @100,000×13回分×1名

NECラーニング開発分 ¥2,000,000 受講者分の教材セット @100,000×20名分

SESSAME教材借料分 ¥2,000,000 SESSAMEからの教材一式

Ｃ その他 \0

Ｄ 一般管理費 ¥790,000 総額の10％

小計 ¥8,690,000

Ｂ ¥4,000,000

講師調達

教材調達

費用用途 内訳

Ａ ¥3,900,000
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東海大学

講師調達費
45%

教材調達関連費
46%

その他必要経費
0%

一般管理費
9%

 

④ 宇都宮大学／鹿児島大学 

 

宇都宮大学／鹿児島大学の教育

訓練は、大学院生を対象に実施さ

れ、また遠隔会議システムを利用

する点に特徴があった。    

ここでは、半期分の授業を行う

こと、並びに遠隔での実施を引き

続き想定している。 

産業界の講師は、1 名が企業か

らのインストラクタ、もう一名が

特認教授（研究等を実施する上で

欠くことのできない大学外部の専任または非常勤の人材）である。特認教授の単価は

企業のインストラクタの半額であるが、インストラクタとあわせて 2 名が対応するた

め、コスト全体に占める講師調達関連費用の割合が高くなっている。 

また教材も、新規導入に比べれば安価になっているが、半分を入れ替える計画であ

るため、全体の 4 割近いコストを占めている。 

更に、本事業では、遠隔会議システムの費用が計上されているため、「その他必要

経費」の割合が他の教育機関の場合よりも高い割合となっている点が特徴的である。 

 

 

 

 

 

 

 

説明 算出根拠等

2
¥600,000 企業からのメイン講師の派遣費用 @50,000(講師日単価)×12回分

(半期授業分)×1名

Ｄ 一般管理費 ¥520,000 

小計 ¥5,720,000 

Ｂ

Ｃ

講師調達関連費

教材調達関連費

その他必要経費 遠隔地の大学との連携 PC2台、ビデオカメラ2台、会議
ソフト2式

総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

¥1,000,000 
1

遠隔会議システム ¥1,000,000

企業からのインストラクタの派遣費用 @100,000(講師日単価)×12回分
(半期授業分)×3名

特認教授

¥2,400,000 1 サンプルコード ¥2,400,000 Flashサンプル（半分を入れ替え） 120万円x2

費用用途 内訳
¥1,800,000 

1
インストラクタ人件費 ¥1,200,000Ａ

宇都宮大学／鹿児島大学

講師調達費
31%

教材調達関連費
43%

その他必要経費
17%

一般管理費
9%
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琉球大学

その他必要経費
91%

一般管理費
9%

講師調達費
0%

教材調達関連費
0%

 

⑤ 琉球大学 

 

琉球大学の教育訓練は、大学院

生を対象に、沖縄（地元）の IT

企業の技術者が、大学の教員とと

もに講師を勤める形で実施された

が、ここでは大学の教員が講師を

勤める（産業界の講師に拠らない）

計画となっているために、講師調

達関連の費用がゼロ円となってい

る。    

また、教材（含む実習用ボード）は本年度に使用したものを再利用する計画となっ

ているため、教材調達関連のコストもゼロ円となっている。 

このように主要な費目のコストがゼロ円となっているため、他の教育機関よりも 1

ケタ低い費用で済む、極めて安価な計画となっている。 

 

 

 

算出根拠等
Ａ 講師調達

関連費
\0 1 講師人件費 \0

2 アシスタント人件費 \0

Ｂ 教材調達
関連費

\0 1 教材セット一式 \0 本年度の流用

2 実習用教材 \0 本年度の流用

Ｃ その他
必要経費

\68,000 1 消耗品費 \20,000

2 旅費・交通費 \0

3 謝金 \0

4 派遣社員・アルバイト費 \48,000 @800×30時間×2名

5 借料 \0

Ｄ 一般管理費 \6,800 総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

小計 \74,800

費用用途 内訳

講義資料コピー代金、用紙代金

企業との連絡事務等に従事する臨時職員

受講者分の教材セット

実習用ボード等（組込み分野等）

説明
大学教員担当

大学教員担当
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九州産業大学

講師調達費
74%

教材調達関連費
17%

その他必要経費
0%

一般管理費
9%

 

⑥ 九州産業大学 

九州産業大学の教育訓練は、学

部の 3 年生 30 名を対象に、地元

IT 企業の多くの技術者（延べ 16

名）が講師・サポート役となって

実施された。また、教員（TA）、学

生（SA）がアシスタントとしてサ

ポートしていた。 

本見積もりでは、実施回数やア

シスタントの数は、やや減じてい

るものの概ね本年度並みとしつつ

も、企業からの講師・インストラクタを各回平均 3 名と本年度比で半減させ、他の教

育機関と同等（講師 1 名あたりの学生数が 10 名程度）の計画となっている。構成比で

は、講師調達関連の費用の割合が 7 割強となっているが、総額が 2 百万円に満たない

金額となっており、組込みソフトウェアの教育訓練を実施する他教育機関に比べても

低い費用となっている。 

 

 

 

説明 算出根拠等

2
¥224,000 アシスタントの派遣費用 TA=@2,000×2コマ×14回×2名、

SA=@1,000×2コマ×14回×4名

2
¥199,920 LEGO MindStorm @30,240×6班分、ソフト

@18,480

1 ¥0

2 ¥0

3 ¥0

4 ¥0

5 ¥0

Ｄ 一般管理費 ¥160,392 

小計 ¥1,764,312 

総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

Ｂ 教材調達関連費 ¥299,920 

実習用教材

消耗品費

旅費・交通費

謝金

派遣社員・アルバイト

@2,000×50名分

Ｃ その他必要経費 ¥0 

借料

企業からの講師・インスト
ラクタの派遣費用

@10,000（講師時間単価）×12回×
3時間×3名（各回平均）

アシスタント人件費

1
教材セット一式 ¥100,000 受講者、サポート要員分の

教材印刷費

費用用途 内訳
Ａ 講師調達関連費

1
講師インストラクタ人件費 ¥1,080,000¥1,304,000 
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静岡大学

教材調達関連費
11%

講師調達費
39%

その他必要経費
41%

一般管理費
9%

(2) 情報サービス分野 

 

① 静岡大学 

静岡大学の教育訓練は、本年

度と同程度の回数を実施する前

提で計画されているが、引き続

き同じ IT 企業の講師（在東京）

が大学（静岡県浜松市）を訪れ

る前提となっている。 

 そのため、講師調達関連費用

とその他必要経費のコスト全体

に占める比率が高くなっている。

なお、その他経費では、講師の

旅費・交通費よりも産学が連携した「委員会」の謝金の費用のほうが高くなっている。 
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仙台地域の高等教育機関

講師調達費
49%

教材調達関連費
12%

その他必要経費
30%

一般管理費
9%

 

② 東北大学／仙台電波高専など仙台地域の大学 

東北大学／仙台電波高専など仙台

地域の高等教育機関を対象とした教

育訓練は、学部生を対象とした「OSS

開発プロジェクト」、大学院生を対象

とした「課題テーマ研究開発実習」

とも本年度と同じコース数、同程度

の実施回数・受講者数で計画されて

いる。 

両者を合算した値でみると、講師

調達費が費用全体の 5 割を占めてい

る。また、その他必要経費の割合も 3 割を占めているが、内訳をみると、研修管理運

営費、企画運営委員会謝金などの産学連携に必要な予算が引き続き計上されている。

なお、本年度と同様に、地元の IT 企業の技術者が引き続き講師をつとめるとの前提で

計画されているため、旅費・交通費は計上されていない。 

 

＜学部向け「OSS 開発プロジェクト実習」＞ 

 

＜大学院向け「課題テーマ研究開発実習」＞ 

 

 

 

算出根拠等
Ａ 講師調達

関連費
\2,560,000 1 講師人件費 \1,920,000 @60,000(講師日単価)×8日×4名

2 アシスタント人件費 \640,000 @20,000×8日×4名(4コース）

Ｂ 教材調達
関連費

\800,000 1 テキスト代 \400,000 @100,000×40名分

2 教材開発費 \400,000 @100,000×40名分

Ｃ その他
必要経費

\1,620,000 1 研修管理運営費 \600,000 @30,000×20日×1名

2 会場借料 \630,000 @30,000×7日×3教室

3 謝金 \150,000 @10,000×5人×3回

4 派遣社員・アルバイト費 \240,000 @2,000×8時間×15日×1名

Ｄ 一般管理費 \498,000 総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

小計 \5,478,000

費用用途 内訳

訓練企画運営、企業調整等の専門職員

仙台ソフトウェアセンター会場借料

企画運営委員会による意思決定、評価

訓練運営・事務等に従事する臨時職員

要素技術に係る参考書等

独自教材改変

説明
企業からのメイン講師の派遣費用

アシスタントの派遣費用

算出根拠等
Ａ 講師調達

関連費
\675,000 1 講師人件費 \675,000 @15,000(講師時間単価)×3h×15回×1名

Ｂ 教材調達
関連費

\0 1 テキスト代 \0 テキスト代は自己負担を前提

2 教材開発費 \0 教材は自由課題に対応したプリント等の配布で代替

Ｃ その他
必要経費

\380,000 1 研修管理運営費 \150,000 @30,000×5日×1名

2 会場借料 \0 大学の協力・会場提供

3 謝金 \150,000 @10,000×5人×3回

4 派遣社員・アルバイト費 \80,000 @2,000×8時間×5日×1名

Ｄ 一般管理費 \105,500 総額の10％程度の一般管理費が必要となるため

小計 \1,160,500

要素技術に係る参考書等

独自教材

説明
企業からのメイン講師の派遣費用

費用用途 内訳

訓練企画運営、企業調整等の専門職員

会場・機器の借用

企画運営委員会による意思決定、評価

訓練運営・事務等に従事する臨時職員
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北海道情報大学

講師調達費
14%

教材調達関連費
77%

その他必要経費
0%

一般管理費
9%

 

③ 北海道情報大学 

北海道情報大学では平成 19 年

度以降に 6 つの教育訓練プログラ

ムの実施が予定されているが、FD

によるノウハウ移転の結果、教員

のみで実施可能な講座や、産業界

の講師の関与が低い（各講義の中

で 1 回程度）講座が多くなるとの

仮定である。 

また、受講者数は、本年度は 1

講座 10 名であったが、見積もりで

は 30 名と想定されている。 

コスト構造の特徴としては、教材調達関連費が 8 割弱を占める点にある。これは、

前述の通り、本年度の FD の結果、講師調達関連費用の割合が低く抑えられたこと等に

よると考えられる。 
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全教育機関平均

講師調達費
43%

教材調達関連費
34%

その他必要経費
14%

一般管理費
9%

(3) まとめ 

教育訓練の分野における違いを把握するために、組込みソフトウェア開発分野の教

育訓練（6 機関）と情報サービス分野の教育訓練（3 機関）のそれぞれについて、各費

用項目の割合を平均した結果を示す。 

組込みソフトウェア開発分野では、教育の実施に必要な費用のうち、教材に対する

費用が大きな割合（約 4 割強）を占めていることが特徴的である。情報サービス分野

では、教材に費用を必要としない分、その他必要経費の割合が高くなっていると考え

らる。この結果は、平成 17 年度の事業の結果とも類似している（但し、昨年度の事業

に比べて、情報サービス分野で、教材調達関連費用が約 10％増、講師調達関連費用が

約 10％減となっている点が異なる）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 教育訓練分野別の費用構成割合 

また、教育訓練プログラムの費用を算定した全教育機関について、その費用項目ご

との割合を算定した結果を以下に示す。昨年度と同様、本年度の分析結果からも、「講

師調達関連費」が最も高い割合を占めていた。ここから、実践的な教育の実施にあた

っては、産業界講師を調達するための費用が最も必要とされていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 全教育機関の費用構成割合（平均） 

 

組込みソフトウェア分野平均

講師調達費
47%

教材調達関連費
37%

その他必要経費
7%

一般管理費
9%

情報サービス分野平均

講師調達費
35%

教材調達関連費
30%

その他必要経費
26%

一般管理費
9%
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5.2 高等教育機関における制度上の課題 

各高等教育機関の制度上の課題としては、昨年度の事業から、「カリキュラム上の制

約」「講師任用条件の制約」が挙げられている。 

本年度の教育訓練プログラム開発・実証事業についても、これらの制約がみられた

のかどうか、制約を乗り越えるためにどのような方策を考え実施（または計画）して

いるのかを記す。 

 

(1) カリキュラム上の制約 

今回の事業者の中には、学部や大学院の新設／改組などの動きを受け、カリキュラ

ムを抜本的に見直している、あるいは見直す予定の事業者があり、このような事業者

では、教育訓練を実施するにあたってのカリキュラムの制約が緩い、あるいは以下の

ような遣り繰りを実施することで制約を緩和することが可能となっていた。 

 

・制約が緩かった事業者 

東海大学は、2006 年度に立ち上げた組込み教育を専門に行う情報工学部ソフトウ

ェア開発工学科を対象に実施した。 

静岡大学は学部と大学院の6年一貫教育をめざして2008年度からの実施を予定し

ているため、その試金石として学内の協力を得て実施していた。 

・制約があったものの遣り繰りをして実施した事業者 

長崎大学では、大学側の構想と本事業の目的とがマッチしていたため、当初は予

定していなかった単位認定の対象とした。しかしながら、既に決まった講義を変更

することはできなかったため、一部の学生は平行して実施（重複履修）となった。

そこで、欠席者が多くなると考えられる講義については計画していた教育訓練を休

講とするなどの方策を取り入れて実施した。 

立命館大学では、年度途中の開講であったため、正規科目としてカリキュラム変

更を行うことが出来なかったため、短期集中形式による、専門科目の特殊講義とし

て開講した（2 単位を認定）。 

琉球大学でも、正規カリキュラムに則った科目として組み替えることは時期的に

無理であったため、正規カリキュラムでは授業が組まれていない日に講義を設定し、

短期集中で実施した。 

東北大学／仙台電波高専などの仙台地域の高等教育機関では、「課題研究」、「イン

ターンシップ」、「特別課外活動」などの枠内に組み込むことが出来た場合には単位

認定の対象とし、困難な場合には、単位認定なしという条件で実施した。 
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(2) 講師任用条件 

静岡大学では、産業界の講師については、スポットで講演してくれる人材には事

欠かないが、「IT 企業の第一線で働くなどの社会経験があり、かつ集中講義形式で

学生の演習につきあってくれる人材」が居ない。また、見つかったとしても必要な

報酬を大学が支払えないという課題があったため、H18 年度から特任教授制度（定

年退職者を想定）を設けた。同名の制度は、琉球大学にも存在する。 

また、直接の講師任用条件の変更につながる試みではないが、東北大学／仙台電

波高専など仙台地域の高等教育機関による事業（仙台ソフトウェアセンター）では、

「学から産」へのメリット提供として、講師をつとめた民間 IT 企業の技術者に対し

て、教育能力のある公的証明ともなる「教育士（工学・技術）」（（社）日本工学教育

協会）への推薦などを仙台電波高専の協力を得ながら行う予定を持っていた。 

更に宇都宮大学／鹿児島大学で行われた遠隔講義は、物理的な移動や費用面で野

課題を緩和する可能性があり、講師任用条件の制約を回避する試みの一つと考える

ことができる。 
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5.3 学生の事前のスキルの把握 

学生のスキル水準が当初想定した水準に満たなかったり、スキルについて事前に十

分な把握を行っていないなどの理由により、教育訓練の内容を実施中に変更した事例

や、学生の一部が内容を十分に理解できないまま終了した事例も存在した。 

このような事態を避けるためにも、学生の事前の知識・スキルについて産学が密に

情報交換を行い、また実施結果をもとに教育訓練の方法や内容に修正を加えるといっ

たことが必要になると考えられる。 

但し、教育訓練を敢えて難しい内容として、学生をふるい分ける、あるいは奮い立

たせるといったことが計画されている場合にはこの限りではない。 

 

・教育訓練の内容を変更した事例 

東北大学／仙台電波高専など仙台地域の高等教育機関を対象とした教育訓練（仙

台ソフトウェアセンター）では、訓練の実施過程において受講者の習熟度の差など

が見られたため、内容の一部割愛など柔軟な対応を行った講座が存在した。学生が

教授内容を十分理解できるかどうかについては、演習等を実施する中で顕在化する

こともあると考えられるが、教育訓練の計画段階から産学が密に交流することで、

大学等から企業に学生のスキルや特性を伝えるとともに、スキル診断などで事前に

学生のスキルを把握しておくことが望ましいと考えられる。 

・学生が教育内容を十分理解できなかった事例 

例えば、東海大学（NEC ラーニング）の事業では、学部の１年生を対象として教

育訓練が実施された。ここでは、選択科目のひとつとして当該授業を選択した学生

を対象とし、受講条件に合致した受講生を選抜した訳ではなかった。このため、実

施側が予め想定していた「プログラミング入門」や「コンピュータリテラシー」の

単位を取得していない学生が含まれていたため、そのような学生には講義内容が難

しいと感じられた（受講生アンケート結果等より）との報告があった。 

今回の事業では、教育訓練実証事業の公募から授業開始までの時間的な余裕が少

ないことも影響しているが、他事業者では、十分な打ち合わせを実施できたところ

もある。大学側担当教員と企業側の綿密な打ち合わせを充分実施できなかった事業

者については、企業側の努力のみならず、大学側も産業界に任せっきりにせず積極

的に関与することが求められる。学部 1 年生の場合は、各研究室に学生が配属され

る訳ではないため、受講生の特性や知識・スキルレベルについて教員側も十分な情

報を保有していない場合もあると考えられるが、そのような場合には、事前にスキ

ル診断等を実施して学生のスキル実態を把握した上で教育訓練に臨む、あるいは受

講対象者を選択する、必要な事前学習を行う、教授する内容や課題を削減する等の

取り組みが必要である。 
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宇都宮大学／鹿児島大学（KDDI）の事例では、今後の課題として、プログラミン

グの初心者向け参考書や E-ラーニングなどを使った支援、あるいは、現在のスキル

診断をより精密にして学生の修得スキルが的確に測定できるような枠組みの研究・

実施を挙げている。 

 

5.4 教育訓練への教員の積極的参画 

産業界の講師に全て任せるのではなく、教員が教育訓練に積極的に関与する必要が

ある。産業界の講師に比べて、教員は日ごろから学生との接触機会も多く、学生が理

解できているかどうか、どのような点に気をつければ学生の興味を惹いたり、理解促

進につながるかといったことを熟知していると考えられる。 

そこで、主たる内容は産業界の講師に任せるにせよ、教員も学生と産業界の講師と

の橋渡し役として参加することが望ましい。 

また、それ以外にも、学生の授業に能動的に参画することで、産業界講師のノウハ

ウを吸収することが期待されるなど、FD の観点からも教員が教育訓練に積極的に参加

することが望ましい。 

 

・大学の教員が学生と産業界の講師の「橋渡し役」として参画した事例 

長崎大学（富士通）の事業では、企業側講師が実務例を交えながら基本説明を行

い、学生のこれまでの履修内容やレベルを熟知している大学側の講師がこれに補足

するという形式で講義が実施された。企業講師、大学講師がそれぞれの得意なとこ

ろを担当するとともに、両者がともにマイクを持ち（ダブルマイク）、掛け合い形式

で進行することで、実務的な知識と、これまでに培ってきた体系的な知識を紐付け

ながら習得することができたと評価している。 

・大学の教員が FD の観点から参画した事例 

九州産業大学の事業では、企業技術者とともに FD 対象教員がインストラクタとし

て演習に参加し、演習実施体験を通じて産業界の講師の実践的演習の教授方法のノ

ウハウを修得した。 

 

5.5 現場技術者と教育の専門家との連携等 

教育は人（教育者）に依存する要素が大きいが、本事業においても、産業界の講師

の能力が、学生のモチベーションの維持や理解度の向上に影響していたと考えられる。 

実際、受講者である学生の評価が芳しくない講義においては、産業界の講師が当該

技術分野のプロではあっても必ずしも「教育のプロ」ではない、あるいは企業教育と

学校教育では受講生のモチベーションや受講者に課せられた義務感が異なるために企

業内教育経験を有する人材であっても学校教育の経験が無い場合は、戸惑うといった

ケースがみられた。 
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・現場技術者と教育の専門家との連携が十分ではなかった事例 

東海大学（NEC ラーニング）の事業では、企業内教育の経験者が講義を行ったが、

業界用語が学生に通じなかったり、学生の知識やスキルにバラつきがあったため、

勝手が違い戸惑うという状況がみられた。同席した教員は「学生の反応をチェック

できていない点」に気づいていたため、このようなケースでは、大学の教員がより

積極的に関与し、産業界の講師を支えるといった形の産学連携が求められる。 

・現場技術者と教育の専門家との連携がみられた事例 

静岡大学では、同席した大学教員が学生の質問をとりまとめて産業界の講師（NEC

ソフト）に提示する（ばらばらな質問では企業に負荷がかかるため）など、産学の

協力が行われた。 

・現場技術者間の連携事例（産間連携等） 

九州産業大学のケースにおいて、地場の福岡 CSK とテクノ・カルチャー・システ

ムの 2 社が講師を派遣していた。このような産間連携によって、一社の講師が突発

的に現業へ対応する必要が生じた場合などで休講を回避することができるとともに、

技術やスキル面で一社に偏るという課題を緩和することができた。 

また、静岡大学のケースでは、産業界の講師間（NEC ソフト内）で得意な分野を

分担するなどの形で、技術者間の連携がみられた。 

これらは何れも、技術面で秀でた企業の技術者を、教育の面で秀でた企業の技術

者が補完するといった意味での産間連携ではないが、今後はこのような形での産間

連携も必要になると考えられる。 

 

5.6 企業の継続意思の確認 

教育訓練プログラムを継続的に実施するには、企業の継続的な参画が必要になる。

そのためには、企業が組織として協力することが必要である。 

本事業の関係企業の中には、数年間に渡って高等教育機関と連携している事例が存

在した。 

例えば、九州産業大学の場合には、学部長と IT 企業の経営者との間で中期的な取り

組みについての合意が得られていること、企業自身が地域貢献を目標に掲げその一環

として人材育成を重視していること、大学が企業の技術者を教える（大学の得意とす

る体系的な教育の実施）など別形態での産学連携が実施されていることなどの条件が

重なった結果、企業側の負荷は大きいものの継続実施が可能となっていた。 

また、東北大学／仙台電波高専など仙台地域の高等教育機関を対象とした教育訓練

（仙台ソフトウェアセンター）では、地域の優秀な IT 人材が首都圏をはじめとする他

地域に吸い上げられることに危機感を持った企業が、コーディネート機関や業界団体

の支援のもとで、講師を務めていた。 
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第6章 ＦＤプログラムの概要 

本章では、今回の事業で実施された FD プログラムについて「各プログラムの概要」

を記すとともに、「教育内容」の面から相互に比較することで、本事業の内容を俯瞰す

ることとする。 

 

6.1 各ＦＤプログラムの概要 

以下に、今年度実施された各 FD プログラムの概要を示す。 

 

6.1.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 九州産業大学 

■ テーマ名：「プロジェクトベース設計演習」ＦＤプログラムの開発 
 

実施代表機関 九州産業大学 

提案代表者名 牛島和夫  （九州産業大学 情報科学部 学部長） 

教育訓練プログラム実施

責任者 
花野井歳弘 （九州産業大学 情報科学部 知能情報学科 教授） 

FD プログラム実施責任者 吉元健次  （(株)福岡 CSK 開発グループ 課長） 

連携機関名 役割 

(株)福岡 CSK 
教育訓練実施 

FD プログラム設計・実施 連 携 機 関 

(財)九州システム 

情報技術研究所 
ニーズ調査、評価システム設計 

 

① 背景と目的 

九州産業大学では、平成 16 年度経済産業省の「産学協同実践的 IT 教育訓練支援事

業」の支援を受けて「プロジェクトベース設計演習」を設計開発した。この教育訓練

プログラムは 3 年次後期の正規授業として実施されており、平成 18 年度はその 3 年目

にあたっている。 

この演習は、在学中に開発プロジェクトの実際を体験すべく設計されており、現実

の開発プロジェクトがどのように運営され、品質・納期・コスト・コミュニケーショ

ンがいかに重要であるかを体験させることを目的としている。 

実施にあたっては、(株)福岡 CSK の現役の技術者をインストラクタに迎えているが、

高い教育効果がある反面、多数の現役技術者が大学に出向き学生の指導に当たる形式

のため、企業の負担が大きいという課題があった。 
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実践的演習を継続的に実施するには、大学側が主体になって実施できる体制を作る

ことが課題であるが、そのためには大学の教員に対して、企業の持つ実践的プロジェ

クト推進のノウハウを移転させ、企業側の講師・インストラクタ派遣の負担を軽減す

ることが必要になるため、本 FD プログラムによって、「教育訓練プログラムの実施を

通じた大学教員への実践的演習の授業ノウハウの移転」、「現実のプロジェクト運営ノ

ウハウの移転」を図ることを目的とした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

産業界での現実の開発業務は、プロジェクトにより遂行され、そこでは品質・納期・

コスト管理能力やコミュニケーション能力が重要となる。しかしながら大学では、実

習・演習を行う人材・ノウハウが不足しており十分な実践教育を行うことは困難であ

る。 

このため、組込みソフトウェア開発に豊富な経験を持つ IT 企業と大学とが協同で

教育を行うことは、学生にとって非常に有意義であると考えられる。 

また、企業にとっても、実業務の知識及び意欲をもった学生を迎えることは入社後

の意識教育が容易になるなど大きな効果が得られると考えられる。 

 

③ ＦＤプログラムの概要 

【ＦＤプログラムの概要】 

FD プログラムとして、以下の 2 つを実施した。 

・FD プログラム(1)「プロジェクトベース設計演習」実施研修 

企業技術者とともに FD 対象教員がインストラクタとして「プロジェクトベース

設計演習」実施（14 回、計 42 時間）に参加し、座学だけでは得られない演習実

施体験を通じて、実践的演習の教授方法のノウハウを修得した。また、企業から

大学に各種ドキュメントを含む講義資料・教材、演習環境のソフトウェアなどの

移管を受けた。 

対象教員は 5 名、インストラクタは教育訓練プログラム「プロジェクトベース

設計演習」のインストラクタを務める連携企業の現役技術者（16 名：毎回約 6 名）

であった。 

・FD プログラム(2) 開発プロジェクト研修 

福岡 CSK の実際の開発プロジェクトに、FD 対象教員がオブザーバーとして参加

し、大学内では体験することのできない内容の研修により、プロジェクト管理・

運営のノウハウを修得した。 

対象教員は、FD プログラム(1) 「プロジェクトベース設計演習」実施研修の受

講教員の中から 3 名を選んだ。また、企業側のインストラクタは、福岡 CSK のプ

ロジェクトリーダークラス 2 名であった。 

研修は受講教員の大学での授業の無い空き時間を使用して、福岡 CSK を実施場



 

134 

所として実施した。なお、受講教員 3 名に共通する空き時間が設定できなかった

ため、2 つのグループに分かれ、それぞれ 10 回（計 30 時間）実施した。 

グループ 1 は、教員 2 名が、主に福岡 CSK で定例で実施されるプロジェクトリー

ダー会議（以下「PL 会議」と略称）に参加した。 

グループ 2 は、教員 1 名が、主に福岡 CSK で非定期に実施される第三者レビュー

（プロジェクトリーダー主催の下、当該プロジェクトには参加していない熟練技術

者などが参加し、進捗状況・問題点・解決方針・コストなどを議論・審議するもの）

に参加した。 

なお、当該研修では、現実の開発プロジェクトのレビューに参加するため、企業

の機密等に触れる。このため、実施に当たっては、九州産業大学情報科学部と福岡

CSK とは機密保持契約を締結した上で実施した。 

 

【教授方法】 

・FD プログラム(1)「プロジェクトベース設計演習」実施研修 

教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」を企業側インストラクタ

とともに実施し、教授方法のノウハウを修得する。 

・FD プログラム(2) 開発プロジェクト研修 

企業内の実際の開発プロジェクトのレビューにオブザーバーとして参加し、プ

ロジェクト管理・運営のノウハウを修得する。 

【受講対象者】 

教育スキル向上を目指す教員の中から学部責任者が調整し、5 名（教授 2 名、助

教授 1 名、講師 1 名、助手 1 名）が受講した。 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・FD プログラム(1)「プロジェクトベース設計演習」実施研修 

教育訓練プログラムに使用される教材、および指導マニュアル 

・FD プログラム(2)開発プロジェクト研修 

教育制度等の資料、および開発プロジェクトレビューで公開される資料 

＜インストラクタ＞ 

・FD プログラム(1)の講師 

教育訓練プログラム「プロジェクトベース設計演習」の講師・インストラクタ

が、FD の講師・インストラクタを務めた。㈱福岡 CSK（12 名）、㈱テクノ・カル

チャー・システム（4 名）の現役技術者が、毎回約 6 名、延べ 16 名参加した。 

・FD プログラム(2) の講師 

福岡 CSK のプロジェクトリーダーとして実績のある現役技術者（2 名） 
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＜環境＞ 

・FD プログラム(1)「プロジェクトベース設計演習」実施研修 

講義は九州産業大学情報科学部の教室（120 人収容可能）で実施した。また、

演習はハードウェア実験教室で実施した。 

・FD プログラム(2)開発プロジェクト研修 

福岡 CSK の会議室内で実施した。 

【教育効果の測定方法等】 

中立的機関である財団法人九州システム情報技術研究所（ISIT）が組込みソフト

ウェア産業を対象に人材ニーズ調査を行い、評価システムの設計・評価を行った。

インストラクタに求められるプロジェクト運営に必要な要件を記したチェックリス

ト、アンケートを作成した。 

いずれの FD プログラムにおいても、ISIT が教育訓練の実施研修に立会い、チェ

ックリストにより評価した。また、指導を受ける側の受講教員、指導する側の連携

企業に対し、アンケートを実施した。 

 

④ 委託事業終了後のＦＤ展開計画 

組込みシステムに関する技術は、非常に進歩が早いため、本 FD プログラムで移管

を受け、修得した教材・ノウハウも、陳腐化が避けられない。そのため、本 FD プログ

ラムの実施で培った連携企業との人的交流を生かし、今後も継続的に交流を行うこと

により、最新の技術傾向や、それに対応するためのプロジェクト管理・運営手法・ノ

ウハウを得て、FD を継続することで、教育訓練を改良・発展させていく。 
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6.1.2 情報サービス分野 

 

(1) 仙台電波高専 

■ テーマ名：OSS 開発マネジメント教育プログラムの学内展開 
 

実施代表機関 (株)仙台ソフトウェアセンター 

提案代表者名 広島和夫  （(株)仙台ソフトウェアセンター 常務取締役） 

教育訓練プログラム実施

責任者 
脇山俊一郎 （仙台電波工業高等専門学校 情報工学科 教授） 

FD プログラム実施責任者 江幡正彰  （(株)アート･システム 代表取締役） 

連携機関名 役割 

(株)アート・システム 

・ 実施要領策定／ＦＤ教材開発

／細分化 

・ 訓練実施／教員サポート／理

解度チェック 

・ 習熟度評価／有効性評価 
連 携 機 関 

(株)サイエンティア 

・ 訓練実施／教員サポート／理

解度チェックサポート 

・ 習熟度評価／有効性評価サポ

ート 

 

① 背景と目的 

実践的な IT 教育訓練に対する学生ニーズの高さや平成 17 年度の教育訓練事業の良

好な成果を背景に、仙台電波高専では産業界の期待するスキル目標や人材像に沿う産

学連携教育の実現に向けた動きが盛んとなってきている。しかし、産業界のノウハウ

を取り入れた教育の実施を民間企業講師へ全面委託する場合、民間側の負担は大きく、

昨年度の教育訓練プログラムの実施時にも継続上の大きな課題としてあげられていた。 

仙台電波高専では、要素技術やプログラム開発に関しては既に学内授業でも取り組

んでいるが、ソフトウェア工学の視点での目的達成や品質管理といった内容は民間企

業の実業務の経験から培われるノウハウが大きく、教員による独自展開は困難である。 

本 FD 事業は、産学連携による実践的な IT 教育の継続の一つの方策として、民間企

業講師のノウハウや教育手法に関する学校教員へのノウハウ移転により、学内教員主

体での実践的 IT 教育の実現（FD）を目的として、そのニーズが最も高く社会的にも求

められている仙台電波高専をモデル校として実施した。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

実学が使命である仙台電波高専は他の高等教育機関に比べて開発マネジメントや

PBL 的要素を取り入れた教授法がより高く求められており、FD による民間ノウハウの
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教育カリキュラムの取り込みが特に有効と考えられた。 

また、民間 IT 企業では既に昨年度事業等を通じて有効な PBL 型の教授ノウハウを培

っており、学校側に対して、民間が期待するプロジェクト型の人材スキルを養成して

欲しいという思いも強く持っていた。 

 

③ ＦＤプログラムの概要 

【ＦＤプログラムの概要】 

仙台電波高専学内での PBL（Project Based Learning）に基づく実践的 IT 教育訓

練の展開を意図し、民間講師と学内教員の連携の中で、以下のような手順によりノ

ウハウ移転を図った。 

・平成 17 年度、18 年度の学生向け教育実績を基にした標準 PBL カリキュラムを

民間 IT 企業の講師側で開発し、学内授業展開の標準参照モデルとして取りまと

め、産学で教育手法や内容、教育上のポイントなどを共有化する。 

・教員向けの 4 日間の FD 講義を実施し、その中で標準 PBL 教材をレビューし、内

容や教授法などに関して議論を交えながら仙台電波高専専攻科で平成 19 年度

からの開講を予定している「ソフトウェア工学Ⅰ」の 15 回の学校授業への取り

込み方を検討する。 

・標準 PBL カリキュラム・教材を基に、次年度以降の学内講義での展開を行う学

内シラバスを作成する。 

・次年度以降の FD プログラム展開、学生向けプログラムの展開方策を検討する。 

  FD 講座での教材は、本事業で開発した標準化 PBL の独自教材を使用した。教材は

テキストだけでなくプログラムのソースコードやドキュメント類、事例ケースなど

を含んだ形で整備を行い、次年度以降に学内シラバスに応じて取捨選択ができるよ

うにした。FD 講座の講師はアート・システム（仙台市）の昨年度事業講師が担当す

る一方、手法などにおける企業固有の要素を排除し客観性や一般性を持たせること

を意図し、補助講師としてサイエンティア（同）の昨年度事業講師が加わった。 

 

【教授方法】 

・民間 IT 企業講師と教員が連携したワークショップ形式 

FD プログラムは、既に学生向け訓練の実績とノウハウを有する民間 IT 企業講

師が講師を担当し、民間 IT 企業の現役プロジェクトマネージャーと学内教員が連

携したワークショップ形式でノウハウ移転を試みた。その中では単なる民間ノウ

ハウの移転だけでなく、教授法や方法論に関する相互評価や議論、企業でのマネ

ジメント実態の研究など実践的ノウハウ移転を促進し次年度以降の学内展開に資

するよう配慮しながら実施した。 

・複数企業講師による普遍的な教授の実施 
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民間 IT 企業はそれぞれ固有の開発規約やマネジメント手法を有していること

から、１社要素に偏ることなく普遍的なノウハウ移転を行うことを意図し、副講

師として主講師とは別の民間 IT 企業からも講師を担当する形態を採用した。 

・現実的な目標の設定（教員の参加インセンティブ） 

参加教員はいずれも多忙であり、学生向け教育訓練への参加や企業の現場にお

ける OJT 的なシステム開発のインターンシップ訓練などの実施は、理想ではある

が現実は不可能であった。FD プログラムでは実際の学内シラバス策定という現実

的な目標を設定し、教員の参加インセンティブを保った効率的な移転を目指した。

シラバス策定は参加教員の業務の一部であり、教材のレビューとノウハウやポイ

ントの抽出などを行った上でシラバスに反映させることにより効率的なノウハウ

移転が可能になると考えた。 

・学校教育への展開における民間 IT 企業講師の役割の明確化 

FDプログラムではソフトウェア開発プロセスやそのマネジメントを中心とした

ノウハウや教授法の移転を目指す一方、全ての教育をノウハウ移転した教員が担

当する前提で実施するのは得策ではないと考えた。同じ内容であっても、特に顧

客対応、テスト時の品質レビュー、最終成果としての納品などは、民間企業が負

担にならない範囲でゲスト的に対応するのが望ましく、民間の経験に基づく要素

が多い部分でもあるからである。教員主体での実施を前提としながらも一部を外

部の民間企業が担当することによって、訓練自体に緊張感が生まれ、民間企業な

らではの生きた実務感覚を維持することができる。したがって、FD による教育ノ

ウハウの教授にあたっては、学内教育展開後に民間 IT 企業が極力担当すべき内容

に関しても明確化を行い、教員との連携に関しても実現できることに留意しなが

らノウハウ転移を図った。 

【受講対象者】 

仙台電波高専教員 情報工学科（8 名）、電子工学科（1 名）、電子制御工学科（1 名） 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・標準 PBL 教材（OSS 教育訓練向け教材） 

プロジェクト開発工程の説明テキスト、開発プロセスに従ったドキュメントフ

ォーマット、カリキュラム上の補足用資料が含まれる。 

・指導要領 

標準 PBL 教材に対して指導ポイントが記載されている。 

・PBL 演習キット 

学生が PBL 手法を用いて演習を行う開発システムが展開された教材モジュール。

プログラムソースコードを含む教材データ一式となり、インストール手順や環境
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設定マニュアルなどが含まれる。 

＜インストラクタ＞ 

(株)アート・システム（2 名）、(株)サイエンティア（1 名） 

＜環境＞ 

・会場 

仙台ソフトウェアセンター・リンケージルーム（会議室） 

・ハードウェア環境 

サーバ機器 1 台（Pentium4 2.0Ghz、80GB、512MB ※講師設定済み Linux サー

バ）、講師用ノート PC1 台（P4-2Ghz、40GB、256MB、無線 LAN）、ネットワーク

プリンタ（1 台）、液晶プロジェクター（1 台） 

【教育効果の測定方法等】 

以下の資料を基に、総合的に評価した。 

・FD プログラム事前調査表 

FD 受講教員が、FD プログラムへの参加目標や習得したい民間企業ノウハウ等を記

入。 

・FD プログラム総括表 

全講座終了時に FD プログラムの参加達成度やノウハウ移転状況等を記入。 

・講師活動日誌 

毎回の講座終了後に講師が活動内容を記入。 

 

④ 委託事業終了後のＦＤ展開計画 

・平成 19 年度より、仙台電波高専の正規課程授業「ソフトウェア工学Ⅰ」（2 単位）

として、FD プログラムで作成したシラバスに基づき実施する。 

・「ソフトウェア工学Ⅰ」の実施結果の基づき、実学重視の他大学・高専への教授法等

のノウハウの展開を検討する。 
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(2) 東京工科大学 

■ テーマ名：大学横断的な産学協同ＦＤプログラムの開発 
 

実施代表機関 (株)サイバー創研 

提案代表者名 
黒田幸明 （(株)サイバー創研 取締役 

／エグゼクティブコンサルタント） 

教育訓練プログラム実施

責任者 

中村太一 （東京工科大学 コンピュータサイエンス学部 

 教授） 

FD プログラム実施責任者 
正：駒谷昇一 （NTT ソフトウェア(株) ITSS コンサルタント） 

副：神沼靖子 （(株)サイバー創研、情報処理学会フェロー） 

連携機関名 役割 

実践的ソフトウェア教育 

コンソーシアム 
FD プログラムの実施支援 

東京工科大学 

教育訓練プログラムの実施 

教育訓練プログラム・FD プロ

グラムの実施環境の提供 
連 携 機 関 

NTT ソフトウェア（株） 

教育訓練プログラムの実施支

援 

FD プログラムの実施支援 

カリキュラム設計支援 

 

① 背景と目的 

平成 16 年度、17 年度に実施した経済産業省・産学協同実践的 IT 教育訓練支援／基

盤強化事業の成果を活かす形で、平成 18 年 8 月に、産学合同の「実践的ソフトウェア

教育コンソーシアム」を設立した。 

また同年 10 月には、この事業で実施した「ソフトウェア工学」の授業内容を紹介し

た「ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリングの授業」（翔泳社）を出版し、

教育ノウハウを公開した。 

本事業では、これらの成果をより多くの大学教員の FD プログラムに資するとともに、

FD プログラムのノウハウをテキストとして開発することを目的とした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

実践的な教育方法のスキルを具体化した教材がほとんどない現状で、そのスキルを

他の大学の教員に移転することは容易ではない。 

 産学協同で実施することにより、IT 企業としては、IT エンジニアと大学教員が協同

で教育方法のスキルを教材化して、より多くの大学に実践的教育スキルを普及させる

ことができる。また、大学にとっては、教員が実践的な教育を体験しながら IT エンジ

ニアのもつ教育スキルを身につけることで、大学で継続的に実践的な教育を実施可能
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とすることができる。 

 

③ ＦＤプログラムの概要 

【ＦＤプログラムの概要】 

FD プログラムは、「教育訓練プログラム授業の参観」、「演習体験」、「教授法研究」

で構成された。 

FD プログラムを受講する教員は、土曜日の午前中 2 コマ（計 7 回）を使って実施

された、駒谷講師によるソフトウェアエンジニアリングの授業（要求定義の方法か

ら品質保証まで）を参観した。 

次に、午後 1 コマ目で「演習体験」を実施した。ここでは、教員たちが実際に東

京工科大学の学生が受講するのと同様の開発演習を行った。具体的には、参加者を

2 チームに分け、それぞれのチームが教育プログラムで学生のチームが実施した内

容と同等の課題（提案書、開発計画書、外部設計書の作成）を実施した。実際のプ

ログラム作成までは行わなかったものの、学生のシステム開発の例題を取り上げ、

ドキュメントレビューの実際を経験した。 

午後 2 コマ目では、「教授法研究」として、一般的な教育設計の方法について神沼

講師からの講義を受講した後、さらに各自が新たに気づいたこと、授業方法などの

教授法の議論を行い、その成果を FD テキストとしてまとめた。 

【教授方法】 

以下の 3 つの教授方法で実施された。 

・企業講師による教育訓練の授業の参観 

・演習体験 

・授業法研究 

【受講対象者】 

FD プログラムで習得したノウハウを実際に自分の担当する授業で実施したいと

考えている複数の高等教育機関の教員を主な対象者とした。また将来高等教育機関

の教員になる予定を持っている企業関係者も対象とした。以下の 11 名が受講対象者

であった。 

・東京工科大学コンピュータサイエンス学部 教授、助手（2 名） 

・中部大学経営情報学部経営情報学科教授(1 名) 

・高知工科大学情報システム工学科教授(1 名) 

・同志社大学工学部知識工学科教授(1 名) 

・はこだて未来大学情報アーキテクチャ学科教授(1 名) 

・鳥取環境大学環境情報学部情報システム学科教授(1 名) 

・県立岩手大学大学院ソフトウェア情報学研究科教授(1 名) 
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・徳山工業高等専門学校情報電子工学科助教授(1 名) 

・株式会社日立製作所(1 名)  

・サイバー創研(1 名) 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・「ずっと受けたかったソフトウェアエンジニアリングの授業－1、2」 翔泳社 鶴

保征城 駒谷昇一 

・教育システムのプロセス 

教育デザインについてその流れに沿ってポイントが把握できる内容。紙媒体。 

＜インストラクタ＞ 

・NTT ソフトウェア㈱（1 名） 

・㈱サイバー創研（1 名） 

＜環境＞ 

企業講師による教育訓練の授業の参観、演習体験、授業法研究とも、東京工科大

学の教室で実施した。また、実施にあたっては、作業用 PC、プロジェクター、ホワ

イトボードを用いた。さらに、前年度実施した高知工科大学での学生達が作成した

成果物のファイルを参考書として随時閲覧できるようにした。 

【教育効果の測定方法等】 

・FD プログラムを受講した教員の自己評価の向上度を FD プログラムの研修前と研

修後のアンケートで測定した。 

・各回の研修を通して得られる新たな気づきを記録することにより、受講中の認識

の変化を測定した。 

 

④ 委託事業終了後のＦＤ展開計画 

・東京工科大学 

コンピュータサイエンス学部の教員を対象に、実践的ソフトウェア教育の実施

方法を横展開する。併せて、実践的ソフトウェア教育カリキュラムに沿わせて、

学生が楽しく学べるプログラム教育方法の検討を FD として取り組む。また、「情

報」科目の履修問題に対処するため高校の情報教育の支援を行う。更に、FD に参

加した他大学とは FD のコンソーシアムメンバーとして情報交換を定期的に実施

する。 
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(3) 北海道情報大学 

■ テーマ名：次世代 IT 人材育成を目的とした FD プログラムの開発 
 

実施代表機関 (株)SCC（エスシーシー） 

提案代表者名 中居聰士 （北海道情報大学 常務理事・事務局長） 

教育訓練プログラム実施 

責任者 
森澤好臣 （北海道情報大学 経営情報学部 教授） 

FD プログラム実施責任者 山崎信雄 （(株）SCC 教育事業推進本部 本部長） 

連携機関名 役割 

江別市立病院 

FD プログラム設計開発 

教員のインターンシップ受入

れ 

テキスト教材作成支援 

(株)コムワース 

FD プログラム設計開発 

教員のインターンシップ受入

れ 

テキスト教材作成支援 

(株)日本ユニシス 

FD プログラム設計開発 

教員のインターンシップ受入

れ 

テキスト教材作成支援 

(株)日本 IBM 

FD プログラム設計開発 

教員のインターンシップ受入

れ 

テキスト教材作成支援 

連 携 機 関 

(株)新日鉄ソリューションズ 

FD プログラム設計開発 

教員のインターンシップ受入

れ 

テキスト教材作成支援 

 

① 背景と目的 

ソフトウェア開発を主業務としている情報サービス・ソフトウェア産業は、わが国

の主要産業の一つとして発展してきているが、アーキテクトやプロジェクトマネージ

ャー等の高度 IT 人材が不足しているとともに企業内での人材育成力が不足している。

このため、IT に関しての基本的知識に加えて実務知識及び実務スキルをも備えた学生

の育成が必要とされている。 

一方、大学及び大学院側においては、学術的な研究・教育活動に重きが置かれ、企

業の実務につながる実践的な教育が行われていないという問題がある。即戦力となる

学生を育成するためには、第一に、その教育に係わる教育者が、実際の産業界で要求

される IT 技術に関する知見・ノウハウを習得する必要がある。 

本事業では、教員が企業におもむきインターンシップを受けることによって、現場
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で実際に何が起こっているのか、現場での問題解決方法、納期やコスト制限のある実

仕事に対するグループでの仕事の仕方といった実践的な知見・ノウハウを習得し、こ

の知見・ノウハウをベースに産学が協同して学生向けの教育訓練プログラムを開発し、

大学院修士課程カリキュラムを対象に、企業が求める実践的なスキルの習得を目的と

した 6 つのコース（講座群）を加えることを目的とした。 

 

② 産学協同による教育訓練の意義 

・IT 企業サイドにおける、産学が協同することの意義は次の 4 点である。 

－これまで必須であった新規採用人材の実践的 IT 教育コストの軽減 

－品質保証された人材の確保可能性 

－大学との連携による真の産学連携事業への発展可能性 

－大学と連携することによる自己改革への期待 

・大学サイドにおける、産学が協同することの意義は次の 6 点である。 

－自己の実際的技術力アップへの期待 

－現場で何が起こっているのかがわかる期待 

－現場での問題解決への自己保有知識の応用可能性の高まり 

－納期やコスト制限のある実仕事に対するグループでの仕事の仕方の体験 

－実世界を知ること 

－有用な教官の育成と確保 

 

③ ＦＤプログラムの概要 

【ＦＤプログラムの概要】 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 

本 FD プログラムは、全 10 回実施された。第 1 回～第 5 回を一週間のインターン

シップで実施し、その後一ヶ月ほどの間隔を空け、第 6 回～第 10 回を同様に一週

間のインターンシップとして実施した。前半の FD プログラムに参加するに当たっ

て、受講者（教員）は、教育訓練プログラムの素案を用意しておいた。 

FD プログラムのはじめに、講師（企業側）と受講者の間でアジャイル開発に関

する意識あわせを行う中で、企業側から業界の動向や企業現場におけるアジャイル

開発の現状を受講者に伝えた。その後、実践アジャイル開発論の教育訓練プログラ

ムの入口・出口を確認・定義し、教育訓練プログラムの素案を見直して、受講者が

実際にプログラムの課題に取り組んでその検証を行った。 

後半の FD プログラムでは、前半の結果をフィードバックした教育訓練プログラ

ムとその演習環境を講師が用意した。受講者は自ら演習環境を構築し、教育訓練プ

ログラムに則って演習を体験した。その中で、企業の開発現場で重視しているアジ

ャイル開発の知識・スキルを実践し、利用している開発ツールの活用方法を習得し

た。 
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受講者の演習体験をもとに、教育訓練プログラムによる評価方法について議論し

た。 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

本 FD プログラムは 3 回、計 20 時間に渡り行われた。 

第 1 回目は、最新情報セキュリティシステム（業界動向）というテーマの下に、

最近の情報セキュリティソリューションと企業におけるセキュリティ対策の傾向

について、また、J-SOX 法と企業での対応について企業講師とのディスカッション

を交え調査を行った。 

第 2 回目は、実情報セキュリティシステム開発のためのエンジニアの育成を企業

でどのように行われているかについて、(株)コムワースにおける社員教育（OJT）

プログラムの一部を受講することにより、実情報セキュリティシステム開発のため

の企業内教育方法を調査した。 

第 3 回目では、SI 事業者におけるセキュリティシステム開発の実案件における

システム開発の方法論と実案件に対して、企業内教育がどのように生かされている

のか、社内教育の効果について、必要なスキルと大学院における情報セキュリティ

教育の現状の確認と、セキュリティスペシャリスト育成のためのカリキュラムに関

する検討（ディスカッション）を行った。 

なお、本 FD 受講に当たり、受講者は以下の学習を別途実施することを前提とし

た。 

－企業内教育用資料を事前に受領の上、熟読し、不明点の下調べを実施する。 

－インターンシップとは別に、企業現場で実際に使用している、RFP（Request For 

Proposal）とそれに対する提案書等の技術資料を熟読し、受講の事前・事後

に 10 件程度の事例研究を行う。 

・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

本 FD プログラムは、対象となる教員が、企業の製品開発や管理の現場ではなく、

企業において PM の実践力を身につけるための部署において研修を行うことに特徴

がある。日本ユニシス(株)では、受講者のスキルに応じた習熟度別の PM 育成の研

修を行っているが、その中に「新たに PM を目指す社員向けの PBL 型の研修コース」

がある。このコースを北海道情報大学大学院における教育訓練プログラムとして取

り込むことが有効であると考えられたため、その教育訓練の開発を目的として、日

本ユニシスを実施場所として、以下の 3 つから成る FD を実施した。 

－PBL 教材および教材を利用した PBL の進め方の講義 

日本ユニシスのコース開発者より、教材および授業の運営方法に関して解説を

受けた。 

－企業で行われる PBL 型コースへのアテンド 

実際に社員向けに行われた 4 日間の研修にオブザーバーとしてアテンドし、受

注獲得、要件定義、プログラミング、統合テスト等の内容について学習した。 



 

146 

－大学における教育訓練に適用するための方策の検討 

実施形態（集中講義か正規課程授業）および講義として補完すべき内容につい

ての検討を行った。また、教育訓練プログラムの実施に向けた詳細（コマの使

い方等）の検討も行った。 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

本 FD プログラムでは、日ごろ医療現場に直接関わることのない大学教員に医療

現場へ足を運び、業務を実際にその目で見てもらう。そして、各部署の担当者と

コミュニケーションをとり、現場の空気を肌で感じてもらうことで、病院業務全

体である森に関する理解に加え、各部署に相当する個々の木に対しても意識を持

つことを狙った。 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

本プログラムでは、一週間のインターンシップを 2 回実施した。 

第 1 回目は、実社会におけるグリッドコンピューティング、進化計算論をベー

スとした次世代コンピューティングシステムの開発事例、開発方法について調査

した。また、要求定義、各種フレームワークに基づくシステム設計・開発、オフ

ショア開発に基づくシステム開発方法、実システムのテスト、性能検証方法につ

いて調査を行った。更に、大学における次世代コンピューティングシステム構築

方法の教授方法、及び、次世代コンピューティングというテーマを通した即戦力

となる人材の育成方法について企業インストラクタとのディスカッションを行っ

た。 

第 2 回目は、第１回目のインターンシップの内容に基づき実際の作業を教員が

経験し技術力の向上を図った。ここでは、実システムのテスト・性能検証方法に

関する演習、更に、最適化をテーマとした次世代コンピューティングシステムの

開発方法に関する演習を行い、具体的に大学院学生に対して教授すべき技術につ

いての検討を行った。 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

本 FD においては、対象教員が各テーマにおいて適任者と思われる日本 IBM 社員

を訪問し、当プログラムの説明を行い講師としての協力を依頼すると共に、最新

の知識の教授、参考となる資料の紹介などを受けた（各講師とのマンツーマンの

対話型の面談）。 

なお、受講者は、米国 IBM Almaden 研究所作成の SSME Web ページ、並びに日本

IBM 作成の客先向けプレゼンテーションパッケージ等の技術資料を事前に入手し、

不明点の下調べを実施することを前提条件とした。 

 

【教授方法】 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 
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教育訓練カリキュラムに関して企業講師とブレーンストーミングを行い、教育

訓練のポイントを確認した。また訓練実習の環境構築を通し、開発現場の開発方

法を体験した。 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

一方的な講義形式はとらず、最新の情報セキュリティ関連製品の動向と実案件

における最近のシステム構築提案の事例をベースにしたディスカッションと、最

新のプロトコルエミュレータ装置を利用したネットワーク機器の検証の実験を中

心に実施した。 

これは、受講対象教員は、既に情報セキュリティシステムの開発に携わった経

験を持つ者であることから、情報セキュリティシステム基礎的が十分に備わって

いるとともに、現場経験を有する者であることから、最新動向の確認を主眼にお

いたためである。 

・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

－講座 1、講座 4：PBL 型研修コース内容の講義 

講義形式により実際に行われている研修コースの内容を紹介した。 

－講座 2、講座 5、講座 7：教育訓練プログラム化に関する議論 

教育訓練プログラム化に向け、議論形式で大学側と企業側の意見を交換した。 

－講座 3、講座 6：PBL 型研修コースの受講 

実際に行われている研修コースを体験することで、企業でどのような議論を

されているかを把握した。 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

医療情報システムの構築及び管理を行っている専門家から、病院現場で直接指

導を受けた。 

現場の空気を知るということが本 FD の最大のミッションであることから、講師

からのシステム説明を基本とし、必要に応じて実際に稼動しているシステムを使

った体験型の教授法を採った。 

また、講師だけではなく、必要に応じて現場の担当者に直接インタビューをで

きる環境を提供し、FD 受講者が能動的に医療情報システムの実態を学習できるよ

う配慮した。 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

一週間のインターンシップを 2 回実施した。 

第 1 回目のインターンシップでは、企業講師から企業において利活用される次

世代コンピューティング技術の全体像と実社会における実案件に関してディスカ

ッションを行った。また、教員が企業経験を有さないため企業における一連のシ

ステム開発工程を次世代コンピューティングというテーマを通して習得した。更

に、企業にとって即戦力となる人材に要求される次世代コンピューティングシス

テム開発技術・ノウハウに関するディスカッションを行った。 
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第 2 回目のインターンシップでは、演習を中心に実施し、更なる、次世代コン

ピューティングシステム開発の技術力・ノウハウの獲得、それらの定着を図った。 

ディスカッションと演習を効果的に組み合わせた FD プログラムを実施するこ

とで、教員の技術力を適切に向上させ、学生に対する高度な教育訓練プログラム

を実施可能とした。 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

対象教員が経験に基づいてある程度の知識を有しているため、各テーマにおけ

る企業側適任者を講師として１対１の面談により行った。 

また後日、FD に必要と思われる資料を企業側講師から送ってもらい、その内容

を理解すると共にメールなどでやり取りを行った。 

【受講対象者】 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 

北海道情報大学 経営情報学部 経営ネットワーク学科 教員 （１名） 

北海道情報大学情報メディア学部 情報メディア学科 教員 （１名） 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

北海道情報大学 情報メディア学部 情報メディア学科 教員 （１名） 

・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

北海道情報大学 情報メディア学部 情報メディア学科 教員 （１名） 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

北海道情報大学 情報メディア学部 情報メディア学科 教員 （１名） 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

北海道情報大学 経営情報学部 医療情報学科 教員 （１名） 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

北海道情報大学 経営情報学部 経営ネットワーク学科 教員 （１名） 

【教材・インストラクタ・環境】 

＜教材＞ 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 

演習課題用の開発事例（仕様書抜粋）、実習環境構築手順書、教育訓練用ソースプ

ログラム、Eclipse（統合開発ツール）、Subversion（バージョン管理ツール）、JUnit・

DbUnit（単体テストツール）、MySQL（データベース）、ホワイトボード、デジタル

カメラ 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

(株)コムワース 社内教育用テキスト、プロトコル脆弱性攻撃／バッファオーバフ

ロー攻撃エミュレータ（FlameThrower/xRay）、ネットワークエミュレータ(Packet 

Storm) 
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・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

プロジェクトマネジメント研修用資料（プロジェクトマネジメントワークショップ

実施要領、演習教材等） 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

病院内で実際に稼動している医療情報システム（オーダエントリーシステム、検査

システム、薬袋作成システム 等）、病院内で使用されている各種帳票、統計データ 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

新日鉄ソリューションズ株式会社システム研究開発センターの研究部門が用意す

るシステム性能試験演習に関する資料及び ILOG を用いた最適化システム構築方法

に関する資料 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

各種学会等の論文誌、米国 IBM Almaden 研究所作成の SSME Web ページ、日本 IBM

作成の客先向けプレゼンテーションパッケージ、日本 IBM 作成の他大学での講義資

料、日本 IBM 発行の情報誌 

＜インストラクタ＞ 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 

㈱エスシーシー（2 名） 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

㈱コムワース（1 名） 

・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

日本ユニシス㈱（1 名） 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

江別市立病院（2 名） 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

新日鉄ソリューションズ㈱（1 名） 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

日本アイ・ビー・エム㈱（4 名）、IBM ビジネスコンサルティングサービス㈱（1

名） 

＜環境＞ 

・「実践アジャイル開発論」向けの FD 

ホワイトボードとデジタルカメラを活用した。また、受講者（教員）、講師が各自

ノート PC（WindowsXP）を準備し、それらを HUB で接続し LAN 環境を構築した上で

演習体験を行った。 

・「実践情報セキュリティシステム論」向けの FD 

株式会社コムワースの検証用ラボを使用し、ネットワークセキュリティ関連機器の

検証実習を行った。当該ラボはネットワーク機器の検証を行うために必要な各種の

特殊機器が備わった施設である。今回利用した主要機器は、プロトコル脆弱性攻撃
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／バッファオーバフロー攻撃エミュレータ、ネットワークエミュレータ、ネットワ

ークプロトコルアナライザ、検証用サーバ（数台）である。 

・「実践システム設計・開発・管理論」向けの FD 

講師用のノート型 PC、講師用のプロジェクター、スクリーン、受講者用ノート型

PC（グループに１台）、受講者用のプロジェクター、スクリーン、MS-EXCEL、WORD、

POWERPOINT 

・「実践医療情報システム開発論」向けの FD 

病院内医療情報システム及びそのネットワーク 

・「次世代コンピューティング論」向けの FD 

講義・議論の際にはホワイトボードを使用した。またシステム性能検証演習では、

CENT OS PC１台、Enterpriser Redhat Linux PC１台、Windows XP ノート PC１台、

１G ネットワークスイッチのハードウェアを利用し、ソフトウェアとしては、

Apache、Tomcat、Java5、JMeter、Excel などのソフトウェアを利用した。また、

最適化システム開発演習においては、ハードウェアとして Windows XP PC１台を利

用し、ソフトウェアとしては、ILOG Optimization Suite を利用した。 

・「実学・サービスビジネス論」向けの FD 

実施した場所は日本 IBM 社内もしくは北海道情報大学であった。 

【教育効果の測定方法等】 

教員と実施機関側講師による受講教員の受講前と受講後のスキルの比較 

 

④ 委託事業終了後のＦＤ展開計画 

・本年度の FD プログラムの成果は、教材等の公開及び講習会等により関連する他教員

へ移転する。 

・成果を活用するために、大学院教務学生委員会が実施計画を策定し、移転を積極的

に推進することを検討していく。 

・平成 19 年度以降の実践的な授業の実施に向け、FD プログラムを受講した教員が企

業からの技術支援を得てシラバスを進化させる。 

・今後、自立型人材育成サイクル*1*1*1*1 の構築を目指して、学内に実習及び FD の場とな

る実施機関の構築に向けて検討していく。 

*1：外部に依存せずに自己完結型で IT 人材育成を行うための仕組み 
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6.2 各ＦＤプログラムの教育内容 

FD プログラムの内容は、次の 3 つに分けることができると考えられる。 

①企業実務の理解 

企業実務において必要とされる知識・スキルについての理解 

②教員に必要なスキルの習得 

実践的な教育に必要な基礎スキルの修得 

③カリキュラム・教授法の検討 

学習内容や学生に対する教え方についての検討 

 

以下に、今年度実施された各 FD プログラムの教育内容を、上記の類型別に示す。 

 

表 6-1 ＦＤプログラムの教育内容（ＦＤ事業者別） 

 

九
州
産
業
大
学 

 

仙
台
電
波
高
専 

 

東
京
工
科
大
学 

北
海
道
情
報
大
学 

企業実務の理解     

企業でのミーティング、レビューへの参加 ○    

企業講師へのヒアリング・意見交換    ○ 

企業講師による説明  ○ ○  

教員に必要なスキルの習得     

演習の事前受講 ○    

企業講師の指導による演習体験 ○  ○ ○ 

企業内研修参加    ○ 

企業講師による説明  ○   

カリキュラム・教授法の検討     

教育訓練への参加、講師役体験 ○    

教授法についての討議、指導書作成   ○  

企業講師とのディスカッション    ○ 

企業講師と共同でシラバスを作成  ○   
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第7章 ＦＤプログラムの有効性分析 

本章では、今回の事業で実施された各 FD プログラムの有効性について、各 FD プロ

グラムの当事者（FD 受講教員、FD 講師担当企業）による今回の FD の評価結果、並び

に高等教育機関の意思決定権限者による FD プログラムの評価結果について記す。 

また、これらの評価結果を踏まえ、効果的な FD を実施するための要件について整

理した結果を記す。 

 

7.1 各ＦＤプログラムに対する受講教員・FD担当企業の評価 

今年度実施された各 FD プログラムを受講した教員（産業界のノウハウの被移転者）、

並びに企業の FD 担当講師・インストラクタ（産業界のノウハウの移転者）それぞれの

立場からの評価概要を、各事業別に記す。 

FD を受講した教員の評価は、各事業者の事業報告書に記された複数の教員等による

評価の重複を無くすべく集約するとともに、成果と課題それぞれについて、その内容

を以下に記す 3 つの観点（IT スキル・ノウハウ、教授スキル・ノウハウ、認識の変化

等）から整理した。 

また、企業の FD 担当講師・インストラクタの評価については、成果と課題に分け

て記した。 

 

①IT スキル・ノウハウ 

FD の実施によって、企業講師から高等教育機関の教員に移転された、以下のよ

うな IT スキル・ノウハウ（IT スキル標準 V2（独立行政法人情報処理推進機構）参

照）が該当する。 

－テクノロジ 

業務を遂行するに当たり必要とされる技術的なスキル 

－メソドロジ 

業務を遂行するに当たり必要とされる手法、方法論、解決技法等のスキル 

－ビジネス／インダストリ 

当該職種、専門分野において知っておくべき知識、業界に特化した事象や業界

動向、法律、規則など 

－プロジェクトマネジメント 

プロジェクト遂行に当たり必要とされるスキル 

－パーソナル 

業務を遂行する際に必要とされる人間的側面のスキル 
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②教授スキル・ノウハウ 

教育訓練の設計、開発実施、評価に関係する以下のスキル・ノウハウが該当する。 

－コース設計 

シラバス、グループ構成、教授方法、教授上のポイントなど 

－コース開発 

講義ノート、プレゼンテーション資料等のドキュメントなど 

－コース実施 

動機付けの維持、PBL での指導法、講義における状況把握方法など 

－コース評価 

評価の観点、評価手法、評価用ドキュメント・ツールなど 

 

③認識面での変化等 

FD を受講することで、高等教育機関の教員に生じた認識面での変化（気づき）

等が該当する。 

－産業界で重視する事項、大学との違いに関する認知 

IT 産業界等で求められる人材、IT 企業での仕事の進め方に関する認識の変化 

－教員個人に不足していた知識・スキルへの気づき 

－教員が主体となった教育訓練の実施可能性など 
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7.1.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 九州産業大学 

■ テーマ名：「プロジェクトベース設計演習」ＦＤプログラムの開発 

1) 教員による自己評価 

＜成果＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－顧客の要求に基づく要件定義 

－プロジェクトの運営における日報ドキュメンテーションの管理 

－プロジェクト内容のレビューにおける注意点 

－コスト、スケジュールに関する管理 

－リスクマネージメント 

・教授スキル・ノウハウ 

－教授方法（RPG 形式で果たすべき役割や指導方法）、毎回の演習状況の把握、評

価手法 

・認識面での変化等 

－企業の中での考え方や仕事の進め方を知ることができた。 

－実際の企業の中でプロジェクトの管理・運営がどのように行われているのかを

見ることができた。 

－顧客とのコミュニケーション、プロジェクト内のコミュニケーション、文化の

違う他社と仕事を進めていく上でのコミュニケーションの重要性が分かった。 

－企業が求める人材の具体的なイメージが明確になった。 

－産業界では知識や技術だけではなく、行動力やコミュニケーション力を重視し

ていることを再認識した。 

＜課題＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－コスト管理や実践で重要なリスク管理のノウハウについては、断片的な理解に

留まった。 

・教授スキル・ノウハウ 

－評価の基準や方法については十分に理解できたとはいいがたい。 

－サポート体制は学生指導には多すぎ、また経済的にも負担できない。適正な指

導体制を検討しなければならない。 

・認識面での変化等 

－産業界での“疑似体験”ができたものの、“実体験”に基づく経験を学生にどれ

ほど伝えることができるかについては不安がある（実際のプロジェクトに参加

して実作業を含めた研修ができることがより望ましい）。 
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2)連携企業講師・インストラクタによる自己評価 

＜成果＞ 

－大学側でのインストラクタ対応もある程度は可能となった。 

＜課題＞ 

－産側の企業が限られると、考え方・方法・ノウハウ等が偏るおそれがある。ま

た、講師の業務やスケジュールの都合で、万一講師を派遣できない事態も考え

られることなどから、複数の産側の参画が望まれる。 

－地域人材育成という観点から、地場ソフトウェア企業の参画が望まれる。 
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7.1.2 情報サービス分野 

 

(1) 仙台電波高専 

■ テーマ名：OSS 開発マネジメント教育プログラムの学内展開 

1) 受講教員による自己評価 

＜成果＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－顧客要求のヒアリングや提案のまとめ方などの手法 

－ソフトウェア開発手順、開発の各工程とそこでの重要なポイントの理解 

－システム設計、ソフトウェア開発プロセスにおける各種文書のノウハウ（フォ

ーマット、書き方） 

－開発するために必要な要求から、開発したものに対する保障までの一貫した製

品管理方法 

－品質・コスト管理に重要な手法（議事録、レビュー、スケジュール管理のドキ

ュメント、書き方） 

－納品などの期限厳守の方法 

－失敗談を反面教師とした、開発を成功させるコツ 

－上記点等についての企業技術者や学内の他教員との意見交換 

・教授スキル・ノウハウ 

－教員だけでできることと、現役 SE が入らないとできない教育の切り分け方 

－現実に即した PBL としての、シチュエーションの設定の仕方 

－PBL におけるチーム管理方法 

－講義課題を教員側ですべて準備するのではなく、開発側の学生の創造性を引き

出すためのマネジメント手法 

－上記点等についての企業技術者や学内の他教員との意見交換 

・認識面での変化等 

－進捗管理、グループ内レビュー、テストの重要性 

－コミュニケーションとプレゼンテーションの必要性 

－グループマネージングの重要性の理解 

－問題を明確にするためのドキュメント作業の必要性 

－企業が必要としている人材、能力についての理解 

－グループ課題・PBL 等におけるこれまでの指導方法の適切性の確認 

－上記点等についての企業技術者や学内の他教員との意見交換（必要性） 

 

2)連携企業講師・インストラクタによる自己評価 

＜成果＞ 

－常に産学官がディスカッションを実施し、必要であれば企業が講師を務めると

いった仕組みづくりが実践的教育、PBL にとって有効であった。 

－標準 PBL という方法が、仙台電波高専における課題（企業におけるソフトウェ

ア開発プロジェクトは顧客や開発メンバーとのコミュニケーションによって進
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められ、コミュニケーションによって明らかになった要件からソフトウェアシ

ステムのデザインを行うが、仙台電波高専ではほとんどの実習を学生一人で行

い、チームでひとつのソフトウェアシステムを開発するようなことはあまりな

い）を解決する上で有効であることを確認できた。 

＜課題＞ 

－仙台電波高専のように JABEE（日本技術者教育認定機構）の認定を受けている

場合は成績評価の明確な根拠が明確に示されなければならない。今回は、時間

の制約もあって成績評価の根拠についての十分な議論ができていない（今後の

課題）。 
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(2) 東京工科大学 

■ テーマ名：大学横断的な産学協同ＦＤプログラムの開発・実証 

1) 受講教員による自己評価 

＜成果＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－プログラミング開発における各工程で使用する書類の書式の実例、コスト計算

の概念・経験的計算方法を知ることができた。 

－プロジェクトマネジメントの方法（一部）を知ることができた。 

－上流工程から下流工程までの一連のプロセスを教えるに当って、産業界側から

の立場で押さえておくべきポイントが分かった。 

・教授スキル・ノウハウ 

－シラバスの記述、講義の狙い、その組み立てといった大学での講義を行う上で

考慮すべき事項を体系的に学ぶことができた。 

－ハードだが、成果を出す研修のやり方を学んだ（講演を聞くだけの FD ではすぐ

忘れてしまう）。 

－講義や演習の進め方が非常に参考になった。 

－学生の興味のひきかたやモチベーションを高める方法（事例を紹介するタイミ

ング、話し方、学生にとって理解しやすい用語の解説の仕方、チームワークの

組み方など）、学生とのコミュニケーションの仕方などで学ぶことが多かった。 

－学生が関心を抱くポイントが何かということが具体的に分かった。 

－グループで作業を行う上での評価ツール（「振り返りシート」など）が参考にな

った。 

－通常自分では気づき難い「講義を行う上での注意事項」が明確になった。 

－PBL の実施・指導方法における課題点に気づくことができた。 

－教科書、コンテンツが参考になった。 

－評価の考え方が参考になった。 

－「気づきシート」により、FD 受講教員等の思いやその変化を把握することがで

きた。 

・認識面での変化等 

－工程の進め方や重点の置き方、ドキュメントの書き方、ドキュメントの有無な

どに対して、自身の持つノウハウとの間に大きな差異を感じた。 

－大学教員にはコスト計算の概念が想像以上に欠けていることに気付いた。 

－情報システムやその開発について、あるいはビジネスモデルにおける IT の役割

等、講義内容そのものについて勉強不足であると感じた。 

－産業界のものの考え方・価値観を実感できた。また、同じ産業界でも、企業に

よって文化や考え方の違いがあることが分かった。 

－産業界の側の学生への要求条件（日本語を記述する能力、グループで作業する
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能力など）が明確になった。 

－教育の設計も一種のマネジメントシステムであり、PDCA をまわす必要があるこ

と、すなわち毎回の講義のレベルでの PDCA、科目レベルでの PDCA、コースレベ

ルでの PDCA、それぞれのレベルで判断指標を持ち、継続的に改善を加えていく

ことが大切なことと理解した。 

－グループでの実習形式の講義により、学生の立場になって考える機会を得るこ

とができた。 

－商用ソフトウェア開発経験に基づいた事例紹介が大学教員では不足することが

分かった。 

－他大学等からの参加者とのチームワークにより多くのことを学ぶことができた。 

－産学が互いのことを知らないことに気づいた。 

＜課題＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－各自が導入するに当たってのポイント、例えばカスタマイズの方法については

口頭説明であった。資料を用いた説明があるとより良かったと思う。 

－企業での実務経験のない教員では、企業講師の経験談や「実務ではこうする」

といったことを理解するのは非常に難しい、あるいは時間がかかる（１割も理

解できていないのではないか）と感じた。 

－要求分析手法・オブジェクト指向・テスト技術、などの技術的な教科科目の教

育内容との連携のあり方については、FD の時間が短かったこともあり、自信が

持てない。 

・教授スキル・ノウハウ 

－FD 実習の時間がやや不足した。そのため、突っ込んだ議論ができなかった。 

－PBL では既存システムを提示し追加開発を行わせる方法をとることにより、品

質にまで踏み込んだ成果を生み出せるのではないかと感じた。 

－実務経験の無い教員向けには、さらにきめ細かい授業（FD）が必要であると感

じた。 

－個別基礎知識が不十分なままで、実社会の話を説いて見ても、現在感覚の無い

大半の大学生はそのギャップを埋めることは難しいと思う。ゆえに別途個別基

礎知識も教えるカリキュラムを組む必要があると感じた。 

 

2)連携企業講師・インストラクタによる自己評価 

＜成果＞ 

－FD 受講教員が、日ごろ実施している自分の授業のやり方と今回の授業のやりか

たが色々と違う点を発見したことが重要な成果であると考える。 

－FD プログラムを実施した結果、単に授業内容を見学するだけでなく、本 FD の

ように演習を通して「その授業を実施している先生がどのように設計したのか
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を伝える」という今回の方法がよいことを確認した。 

－チームによる演習により、ひとりでは気づかなかった部分についても気づきを

得られる点が効果的であった。 

＜課題＞ 

－「実践的な活きた事例」を共有する仕組み、異なる組織文化で培った知識やスキ

ルを互いに補完できるようなグループ討論の場の提供、日常的な授業改善活動の

中で、教員が相互に授業を見学し合える機会を設けることが必要である。 

－今回の FD は全 28 コマ（１コマは 90 分）実施したが、各大学等でこれと同等の

時間数で FD を実施することは困難である。時間数を短縮した次のような実施方

法が考えられる。「週一回（1 コマ）で 8 回連続の学内研修コース」、「コンソー

シアム等による産学連携（産業界・大学人参加）の一週間隔 2 日コース」、「コ

ンソーシアム等による産学連携の 2 日間集中コース」 
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(3) 北海道情報大学 

■ テーマ名：次世代 IT 人材育成を目的とした FD プログラムの開発 

1) 受講教員による自己評価 

＜成果＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－FD は、教員がプロジェクトの進め方、技術的な技法、ツールの扱い方、特有の

問題点やその解決策といったノウハウを身に付けることに役立った。 

－開発の現場では、企業によって、部門によって、また客先によって、臨機応変

に強弱を付けて方法論を適用していることを実感できた。 

－企業が求めている具体的な技術内容が明確になった。 

－実際の企業がシステム開発において重視している部分を認識できた。 

－実際のシステム構築案件の事例研究を通じ、現時点での最新動向を把握できた。 

－プロジェクトマネジメントの基本的な考え方や計画・コントロール方法（デー

タからの状況の把握、判断、指示等の基本的事項）の概要を知ることができた。 

－システムが適用されている現場を内側（当事者の立場）から知ることができた。

また、各担当者から直接話を聞くことができ、情報の流れなど重要な点につい

ての感覚を肌で感じることができた。 

－システムは一度作れば終わりというわけではなく、システムメーカはバグ対応

やトラブル対応だけではなく、常に現場からの声に耳を傾け、入出力のインタ

フェースなども常時改修を行っている。まさに、システムは生きているという

感想を持った。 

・教授スキル・ノウハウ 

－学生に対してどの程度の技術内容（例えばオブジェクト指向やアジャイル）に

ついて教えたらよいかが明確になった。 

－企業の FD 講師が現行カリキュラムに対する評価と改善のための提案、最新の機

材を生かした実践的内容の実習の提案をしてくれたため、教育方法についての

大きなヒントが得られた。 

－企業の教育部門の方と接することで、レクチャーの方法、研修内容、研修生へ

の接し方、講義内容の評価等について検討することができ、参考になった。 

－教員には、企業（開発現場）が重要視している「もの」を見定めて指導するこ

とが求められており、そのためには、指導項目の取捨選択が重要であることを

認識した。 

－これまでの授業設計における、学習者に対するゴール設定が甘かったと感じた。 

・認識面での変化等 

－企業における開発の現場で適用している手法（ある程度規模が大きいプログラ

ムを対象に、プロジェクトを組んで開発するというスタイルに最適化されたも

の）と大学教育の中で実施しているプログラム開発（極小規模なものであり、
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ほとんどは個人ワークとして取り組んでいる）の差異に気づいた。 

－今回の FD により企業等との間で貴重な人脈・つながりを持つことができた。 

－大学教員は、実社会から大きく乖離した認識と感覚を持ちながら学生たちの教

育を行っている可能性があると危惧した。 

＜課題＞ 

・IT スキル・ノウハウ 

－実際の顧客の要求の汲み取り方、仕様変更に伴うプロジェクトの修正方法など、

更に実践的な考え方やノウハウ方法については、FD の期間が短かったために習

得できなかった。 

・教授スキル・ノウハウ 

－企業側講師（FD）に学生の知識レベルを十分に伝えることができたかの危惧が

残る。学生の知識レベルのミスマッチによりお互いが疑問点を多く持つように

なっては意味がないため、今後、実際の講義が始まるまでに講師側とのすり合

わせを行う必要がある。 

・認識面での変化等 

－FD 期間中に教員の義務である大学の業務が滞ってしまった。FD プログラムの受

講期間は業務を代行するなどの支援措置を大学として考えてほしい。 

 

2)連携企業講師・インストラクタによる自己評価 

＜成果＞ 

－企業では通常、実際に大学及び大学院で教えている内容と水準について知るこ

とは困難だが、今回の FD 実施を通じてこれを把握する機会を得ることができた。 

－FD の実施にあたり、企業研修コースを開発した担当者による講義と議論を通し

て、教員にノウハウを含めたスキルを身につけてもらったが、研修期間が短期

間かつ、業務プロセスが複雑である場合に、有効な方法であることを確認した。 

－企業が教授すべきと考える IT 技術と大学が教授している IT 技術がやはり乖離

していることが認識できた（また、その差異は、顧客が存在する／しないとこ

ろから生じることが分かった）。 

－FD 活動を通じて、企業側の教材としての見直しができた。企業側の研修の実施

品質の向上にもつながる。 

＜課題＞ 

－インターンシップ実施前に FD 受講教員の開発現場に対する知識を確認するこ

と、開発経験の乏しい受講者の場合は、最初に導入教育を実施する等のカリキ

ュラムの見直しが必要になる。 

－企業は教育の場ではないこともあり、体系だった資料等を準備できなかった。 

－業務上の時間的制約などで十分な時間が取れなかった 

－スケジュールが少しタイトであったため、深い議論を行うことができなかった。 
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7.2 ＦＤプログラムの高等教育機関への導入 

本事業で実施した FD プログラムの成果を各高等教育機関に展開するにあたり、その

実施を左右する立場にある各高等教育機関の意思決定者が、本年度の FD の結果につい

て評価した結果の概要を記す。 

 

7.2.1 組込みソフトウェア分野 

(1) 九州産業大学 

■ テーマ名：「プロジェクトベース設計演習」ＦＤプログラムの開発 

・二つのプログラムが並行に走っていたために、FD プログラム(2)（IT 企業で毎週

実施されている進捗ミーティング等を傍聴し、ミーティングで行われている内容

やその意義等について講義を受ける）に参加した教員は、そこで得た知識を FD

プログラム(1)（企業講師の行う教育訓練に参加してその一部を担う）で直ちに試

すことができることが効果を生んだ。 

・企業等に勤務した経験のない大学教員にとって FD プログラム(2)を受けることは

極めて有意義であることが実証された。従来は、このような研修の意義を認識し

ていなかったこと、企業の機密に触れることがありこのような機会を作ることが

できるとは考えていなかったこと等の理由で、このような機会はほとんどなかっ

た。今回 FD プログラム(2)を実施できたことは画期的なこととして高く評価でき

る。 

・FD プログラム(2)を実施できる条件としては、企業と大学の間に信頼関係が存在

すること、大学の教員が研修に参加するためにまとまった時間（今回の場合は 2

ヶ月の間に 30 時間）を捻出することの 2 つが必要である。後者のためには、授業

担当を含めて時間調整を学部全体で考えなければならない。また、大学としては、

このような研修参加を教員の義務時間として認める人事制度の整備が必要である。 

・これらの問題点をふまえて、FD プログラム(2)を継続する方向で検討したいと考

えている。 

 

7.2.2 情報サービス分野 

(1) 仙台電波高専 

■ テーマ名：OSS 開発マネジメント教育プログラムの学内展開 

・仙台電波高専にとって初めての地元 IT 企業と連携した本格的な FD プログラムの

実施にも係らず、来年度の学内教育の充実化にもつながる有益な成果につながっ

た。 

・仙台電波高専の教員が合同で一つの資質向上に関する教育を受けるといったこと

は今までなく、教員が一つの目標に向かって共通の意識やノウハウを吸収しそれ

を学内全体に広めることができるため、非常に意味のある取り組みであった。 
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・FD プログラムを受けることで資質を高めた教員が来年度以降、学内授業で展開す

ることによって、民間 IT 企業に大きな負担をかけずに実践的な訓練を学内に導入、

継続できると考えている。 

・今後は教育機関側から民間企業側に恩返しできる、すなわち「ギブ・アンド・テ

イク」の関係を強固にしていくべきと感じる。教育機関側から産業界に対して何

ができるか、といったことは学校教員も含め今後検討していきたいと考える。 

・今後の実践的 IT 訓練の継続、あるいは FD プログラムによる本学への実践的な PBL

手法による教育訓練の定着、教員スキルの向上を図るためには、引き続き産業界

からの支援が必要があると考えている。 

 

(2) 東京工科大学 

■ テーマ名：大学横断的な産学協同ＦＤプログラムの開発・実証 

＜東京工科大学＞ 

・FD プログラムは東京工科大学にとり今まで不足していた内容であるため、まずは

手始めとして、プログラム教育の問題点を探る FD を、コンピュータサイエンス学

部の教員 10 数名で立ち上げる。さらに、実践的ソフトウェア教育を新カリキュラ

ムに反映させるほか、実務教育の成果をキャリアサポートセンタ（CSC）と連携し

て企業に紹介し連携を図ること、連携結果のフィードバックを実務教育にかける

ことを進める。 

・今回の実践的ソフトウェア教育で網羅できなかった要求獲得、要件定義という超

上流工程の PBL 教材を準備することと、指導できる教員確保が課題である。 

 

＜実践的ソフトウェア教育コンソーシアム（事務局：株式会社サイバー創研）＞ 

・FD プログラムに参加した教員は、今後、各大学等での「教育の設定」という演習

課題において、それぞれが所属している組織の教育理念、目標、関連科目との位

置づけを反映した科目の設計を行うことになっている（これは、本年度の FD プロ

グラムの最終講義後の宿題として課されている）。また、その内容を分析し、学会

発表等で公開するする予定である。 

・個々の提出物については、参加者が相互に発表しあい、全員で議論し評価するこ

とが必要であるが、現時点では、まだその時間が確保できていない。このことを

含め、実践的ソフトウェア教育コンソーシアムでは、今後も継続的に年 1～2 回程

度の相互研鑚の場を企画し、その中で実施することにしたい。 

 

(3) 北海道情報大学 

■ テーマ名：次世代 IT 人材育成を目的とした FD プログラムの開発 

・今回の FD プログラムの開発および教育訓練プログラムの実施は、北海道情報大
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学の大学院教育の質の向上のために有意義なプログラムであった。今回得られた

成果及び次年度以降の産学連携で得られるであろう成果を活用し、大学院教育の

更なる質の向上を目指したい。 

・今回の FD の成果は、実施計画に従って、平成 19 年度より、北海道情報大学大学

院経営情報学研究科修士課程の正規課程授業として順次開講する。 
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7.3 効果的なＦＤプログラムの要件 

以下に、今年度実施された各 FD プログラムの実施結果から導き出された、効果的

なファカルティ・ディベロップメントプログラムを計画・実施するための要件を示す。 

 

(1) 企業実務の理解 

高等教育機関において実践的な IT 教育を実施するためには、「産業界の実務の進め

方」「開発実態」「開発プロジェクト運営に関する知識」などの企業実務に関する知識

を高等教育機関の教員に移転することが必要である。 

そのためには、教員を対象として企業へのインターンシップを実施することが最も

有効であると考えられる。具体的には、教員が一定期間（例えば半年間～1 年間程度）

企業に派遣され、企業の技術者とともに研究開発プロジェクトに携わる（プロジェク

トの一部の開発業務を実施）ことが考えられる。 

受入れ側の企業にける体制面や守秘義務の問題、高等教育機関の側での制度上の困

難さや教員のスケジュール調整・基礎スキルレベル等に問題があり、すぐには教員の

インターンシップが実現できない場合には、以下に記す次善の方策で企業実務を理解

することが考えられる。 

・企業での実務見学 

研究開発プロジェクトに直接参画できない場合には、例え短期間ではあっても、

企業の実開発業務のプロジェクト会議等（ミーティング、レビュー）にオブザー

バーとして参加することで、企業の実務を理解することが考えられる。この方法

により、大学で教えられることの少ない、中・大規模プロジェクトの実務、具体

的には顧客要求分析、プロジェクトマネジメントの進め方、プロジェクトメンバ

ー内のコミュニケーション、品質保証などに関する知見を得ることが可能になる

と考えられる。 

・企業技術者へのヒアリング・意見交換 

企業の実務見学も困難である場合には、第一線の技術者に時間を確保してもら

い、教員の考えるシラバスやカリキュラムについて意見交換を行ったり、それら

を具体的にどのように実施すればよいかをヒアリングすることが考えられる。 

・企業技術者によるセミナー（授業）形式の講義聴講 

上述した、「企業の開発現場を直接経験すること」、「技術者とヒアリングや意見

交換を実施」といった対面での密接な交流を実施することが難しい場合には、企

業の技術者の開発実践に関する講義等を聴講することで、間接的に企業実務を理

解することが考えられる。 

 

(2) 教員に必要なスキルの習得 

・企業技術者の指導による演習体験 
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企業の技術者が学生を対象にして実施する教育訓練、中でも「演習」を体験す

ることで、教員に求められるスキルを習得することが考えられる。演習の内容と

しては、モデリング・設計・ドキュメント作成等を体験することでスキルを習得

することが考えられる。 

・企業内セミナー／研修参加 

企業内部の技術者を対象に実施されるセミナーや研修に参加し、企業の現場で

使用される代表的なツールの活用法などについて体験的に学び、実践的なスキル

を獲得することが考えられる。 

・企業技術者によるセミナー（授業）形式の講義聴講 

上述した、「企業の技術者の直接指導」、「ツール等の利用に関する実践的なセミ

ナー」など、直接的な（手を動かす）経験によってスキルを習得することができ

ない場合には、次善の方法として、開発実践に関する講義等を聴講することで、

企業講師のスキルについて理解することが考えられる。 

 

(3) カリキュラム・教授法の検討 

・企業技術者による教育訓練での講師役体験 

企業の技術者によって実施される学生を受講対象者とする教育訓練において、

各教員のこれまでの経験に従い（①IT 企業において大規模な開発実務の経験を有

してしている教員、②IT 企業に所属していたが研究開発中心で大規模な開発経験

に乏しい教員、③企業での勤務経験は全くないが関連する技術要素等についての

知識はある等）、実施可能な部分を産業界の講師と分担して学生に教授する経験や、

関連する打ち合わせを実施する経験（準備段階での打ち合わせ、必要な教材の開

発段階での打ち合わせ、実施段階での連携についての打ち合わせ、実施結果の評

価段階での打ち合わせ等）を踏むことで、教育実践を通じてカリキュラムや教授

方法についてより深い理解に至ることが考えられる。 

・企業技術者とのワークショップ（協同作業）によるカリキュラム・教材・指導書

等の作成 

企業教育で用いられている実践的なカリキュラム・教材・指導方法などについ

ての知見を有する企業の技術者と高等教育機関の教員とが、協同で高等教育機関

のカリキュラムを作成することにより、実践的な内容を反映した高等教育機関の

カリキュラムを作成することが可能になる。また、各過程での望ましい教授方法

が明確になる。 

・企業技術者によるセミナー（授業）形式の講義聴講 

企業の技術者と一緒に講師役を経験することや、企業技術者と協同でカリキュ

ラムや教材開発を実施することが困難な場合には、企業の技術者によって実施さ

れる授業を聴講することで、間接的に、実践的なカリキュラムや教授方法につい

ての理解を促進することが可能になる。 
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(4) 自立的な教育訓練の実施 

・企業技術者のスポット支援 

上記(1)～(3)の方法による FD を実施することで、産業界のノウハウ移転を実現

した教員が、従来実施できなかった、あるいは企業の講師に頼っていた部分の一

部を、高等教育機関の教員のみで実施できるようにする。 

但し、ノウハウの移転が難しい部分、企業の講師が実施したほうが説得力のあ

る部分については、企業の技術者によるスポット支援を受けるといった分担／内

容の教育訓練実施が考えられる。 

・企業技術者によって作成された指導手引書等の活用 

企業の講師による授業を実施できない部分について、企業の技術者によって「指

導手引き」が作成されている場合には、高等教育機関の教員による、これを用い

た教育訓練の実施が考えられる。 
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第8章 ＦＤプログラムの産学協同体制 

本章では、今年度実施された各 FD プログラムについての整理作業の結果、抽出さ

れた FD プログラムのパターン（類型）を示す。 

 

8.1 産学協同によるＦＤのパターン整理 

FD プログラム実施の一連の流れを「IT 産業／高等教育機関における問題点とニー

ズ把握」、「FD プログラムの設計・開発」、「FD プログラムの実施」、「FD プログラムの

評価」の 4 段階に区分し、各事業者がどの段階でどのような産学連携を進めたかとい

う観点から、整理・分析を行った（表 8-1）。 

全体としては、4 段階全てで、産学が連携して取り組まれる傾向があった。 

次に、各段階別に詳しくその傾向をみた。 

 

(1)産学協同の割合が高い項目 

・「FD プログラムの設計・開発」における“カリキュラム開発”、「FD プログラムの

実施」における“受講教員のサポート” 

4 事業者全部 

・「IT 産業／高等教育機関における問題点とニーズ把握」、「FD プログラムの設計・

開発」における“教材調達”と“インストラクタ調達”、「FD プログラムの実施」

における“施設・機材（提供）”、「FD プログラムの評価」における“産業界のス

キル・ノウハウ移転評価”、“FD プログラムの評価” 

4 事業者中 3 事業者 

 

(2)産学協同の割合が低い項目 

・「FD プログラムの設計・開発」の“受講者募集方法”、「FD プログラムの実施」の

“受講者募集” 

4 事業者中 1 事業者 

 

FD 事業の実施は今回がはじめての試みであったため、各事業者とも手探りの状態で、

産学が慎重に協同しながら実施したために、多くの項目が産学協同で進められたもの

と考えられる。 
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8.2 産学協同によるＦＤのパターン分析 

(1) IT産業／高等教育機関における問題点とニーズ把握 

 

産学のメンバーから成る委員会（検討の場）を形成し、その場で各々が問題視してい

る内容を提示する、あるいは関連する調査を実施した結果（情報）を持ち寄って議論す

るケースと、産学それぞれの立場の人材が個別に議論するケースの 2 つのパターンがみ

られた。 

 

 

① 九州産業大学 

九州産業大学が問題点とニーズ調査の方針を策定し、産学（(株)福岡 CSK、(財)九

州システム技術研究所、九州産業大学）が参加する「企画運営委員会」の下で協同し

て、問題点とニーズ調査の内容・方法・対象等を検討した。その上で、産業界に強い

繋がりを持つ(財)九州システム技術研究所が調査を実施した。 

 

② 仙台電波高専 

主に仙台電波高専側の FD 担当教員（本事業の学校側の実施責任者）と FD プログラ

ムの講師を担当する民間 IT 企業講師による複数回の意識合わせを通じて行った。 

仙台電波高専、FD プログラム担当講師は共に昨年度からの継続訓練である「OSS 開

発プロジェクト実習」のカリキュラム設計や実施に深くかかわった人物である。その

ため、高等教育機関や産業界全体における問題点やニーズだけでなく、昨年度の「OSS

開発プロジェクト実習」の訓練実施成果を総括した上での具体的な教育訓練実施上の

問題点や課題、あるいは育成人材像やそのスキルなど関しては、いずれもが既に具体

的な認識を持っていたため、これらの表出化と整理が産学協同による意識あわせの際

の主な作業となった。民間 IT 企業側では、IT 産業が高等教育機関側に期待する人材

育成像について、昨年度の訓練における育成スキルやカリキュラムと対比し、具体的

な育成スキルとして学校側でも理解しやすい形で示した。また、学校側では FDプログ

ラムを実施する上での根拠、すなわち具体的な訓練導入ニーズや学校教育の現状カリ

キュラムを提示した上で、昨年度事業での実績の学内授業での活用方策などをニーズ

として示した。 

 

③ 東京工科大学 

（本項目については産学協同で実施されていない） 

 

④ 北海道情報大学 

企業側からは即戦力になれるスキルを持った学生を世に出して欲しいとの切実なニ
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ーズがもたらされた。大学側は即戦力になる実践的な IT 教育を実施するには、企業で

教えている IT 教育のカリキュラムを大学院のカリキュラムに展開することと最新 IT

機材や情報を提供する必要性を認識した。 

 

 

(2) ＦＤプログラムの設計・開発 

 

産学それぞれの事情を提示し、FDプログラムを実施する時期について十分な調整を行

った事業者と、そうでない事業者が存在した。 

カリキュラム開発においては、FDの教授者側である企業主導で作成した後に高等教育

機関側が関与したケース（九州産業大学、北海道情報大学）と、FD の受講者側である高

等教育機関が枠組みを提示し、細部を企業主体で作成しその後産学協同で見直すケース

（仙台電波高専）がみられた。 

 

 

① 九州産業大学 

「演習実施研修」に関するカリキュラム開発では、企業側のインストラクタとともに

教員も役割を分担する方法で研修する方式とした。また、「開発プロジェクト研修」に関

するカリキュラム開発では、福岡 CSK が社内プロジェクト状況に応じて FDプログラムを

設計し、それに基づき大学が参加計画を作成した。 

「演習実施研修」に関する教材調達においては、福岡 CSK が学生向け教材に加え教授

方法、評価手法などの教材を準備した。また、「開発プロジェクト研修」に関する教材調

達においては、福岡 CSK がプロジェクト管理・運営に関する社内教育資料に FDプログラ

ムに必要な資料を加えた講義資料を準備した。 

 

② 仙台電波高専 

産学が協同してカリキュラムを企画・開発した。 

実施にあたっては、まず学校側から FD プログラムの実施が可能な時期や学校の行事ス

ケジュールなどを資料として準備し、教員が比較的時間を確保しやすい時期や時間帯な

どに配慮した形で、実施概要の検討を産学協同で行った。学校側の行事や試験などの都

合、あるいは民間 IT 企業での業務繁忙期を回避し教員出席率の向上や民間負担軽減を図

ることは絶対条件であり、こうした実施概要に係る部分をまず産学で調整し、実施日時

や会場などを決定した。実施日時や会場などの実施概要を決定後、それにあわせる形で

カリキュラム開発のテーマや内容を検討した。実施回数や実施各回での想定テーマなど

に関しては、学校側のニーズを反映することを意図し、まず学校側で基本的な枠組み（各

回での想定される内容や期待成果）の素案を策定し、それを基に民間 IT 企業との意識合

わせを行い、各回の実施テーマを決定した。内容詳細などは各回の実施テーマに従い、
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民間 IT 企業が主体となって策定した上で、再度学校側と調整を行い、カリキュラムとし

て完成させた。 

 

③ 東京工科大学 

カリキュラム開発では、シラバスの作り方など具体的な教育設計のプロセスを体験し

た。教材調達では、大学での教育現場の実態と教育設計とのかかわりを教材の具体的な

例とした。インストラクタ調達では、カリキュラムの設計、取り組み課題の提供、学生

の発表会の準備対応などを協同して行った。 

 

④ 北海道情報大学 

企業側より最新情報や育成カリキュラム案、演習ツールや教材が提供された。大学側

が必要な参考書等を入手し、産学協同でカリキュラムと必要な教材を開発した。 

 

 

(3) ＦＤプログラムの実施 

 

FD プログラムの実施段階では、FDの実施内容によって産学協同で実施された内容が異

なっていた。 

企業の講師と高等教育機関が協同でシラバスを作成する内容の場合には、FD 受講教員

に対するサポートを、企業の FD 講師と高等教育機関側の FD 実施の責任者等が協力して

実施した。 

なお、FD受講教員が企業でのミーティングやレビューに参加する内容の場合には（九

州産業大学の FD の一部）施設機材の準備から受講教員のサポートまでを企業が主導して

実施し、高等教育機関側の関与は薄かった。 

 

 

① 九州産業大学 

「演習実施研修」に関する施設機材の準備・設置では、九州産業大学が大学の学生実

験室などを提供した。また、「開発プロジェクト研修」に関する施設機材の準備・設置で

は、福岡 CSK が企業内の会議室などを提供した。 

「演習実施研修」での受講教員のサポートにおいては、福岡 CSK が平成 16,17 年度に

実施した経験者を中心としたインストラクタによる指導を行った。また、「開発プロジェ

クト研修」での受講教員のサポートにおいては、福岡 CSK がプロジェクトリーダークラ

スの技術者による指導を行った。 

 

② 仙台電波高専 

FD プログラムの実施においては、受講教員のサポートを産学協同で行った。仙台電波
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高専では、民間の外部研修に一部の教員を派遣してノウハウを吸収するという事例はあ

るものの、本プログラムのような民間 IT 企業が講師となり、関連教員全体でそれを受講

するという FDは過去に実施したことがなく、本事業が初めての試みであった。開発した

FD カリキュラムの妥当性などに関して確証がなく、実施してみないと受講教員の反応や

スキル、ノウハウに関する受け方が掴めない状態であったため、FD プログラム実施責任

者の教員と民間 IT企業講師の間で協同し、受講教員のサポートとカリキュラムの微調整

を繰り返しながら訓練を実施した。 

受講教員のサポート面での評価とカリキュラム調整は、毎回受講教員が提出する訓練

日報を予め事務局で準備し、その記入内容を基に行った。また、民間 IT企業講師と受講

教員の間での直接の名刺交換、あるいは休憩時間や訓練時間外での教員の質疑への対応

などにも努め、受講教員をサポートした。 

 

③ 東京工科大学 

東京工科大学は、学生向けの教育訓練を実施したのと同じ場所を提供した。また、サ

イバー創研は必要な機材を提供した。これにより、高等教育機関の教員（東京工科大学

教員、ならびに実践的ソフトウェア教育コンソーシアムの会員）が、教育訓練プログラ

ムの実施された、臨場感のある東京工科大学で FDを受講できる環境が整った。 

 

④ 北海道情報大学 

大学側は、インターンシップで企業側から最新情報を入手し、最新機材等を使用した

実践的な演習のノウハウを受けた。企業側は、教育を実施することによって、企業内教

育のカリキュラムの見直し等の副次的効果を得た。 

 

 

(4) ＦＤプログラムの評価 

 

FD プログラムの評価は、定性的な評価にならざるを得なかったため、その成果の評価

にあたっても、産業界または高等教育機関の何れか一方で実施する訳にはいかず、いず

れの事業においても、産業界側と高等教育機関側が協同して評価を行った。 

 

 

① 九州産業大学 

産業界のスキル・ノウハウ移転評価においては、アンケート項目を産学が共同で作成

するとともに、FDプログラムを産学が共同で評価した。 

 

② 仙台電波高専 

産業界のスキル・ノウハウ移転に関して FD訓練終了後に実際の成果物である「ソフト
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ウェア工学Ⅰ」授業シラバスを基にしながら、相互評価を実施した。相互評価にあたっ

ては、学校、民間それぞれの立場や視点から見た評価を行った。また、併願事業での産

学官で組織する企画運営委員会において、FDプログラムの総括報告を行い、成果を確認

した。 

 

③ 東京工科大学 

産学が協同で、「教育設計プログラムではどのプロセスがどのように設計されるべき

か」について議論した。これにより、事例の取り上げ方、用語の意味合いの説明、ノウ

ハウの蓄積と共有方法についての議論が進展した。 

また、産業界の作成した「アンケート」や「気づきシート」に、教員が FDを受講した

結果を記入し、その内容について分析することで、ソフトウェアエンジニアリングにお

ける FD 展開上の問題点を抽出することができた。 

 

④ 北海道情報大学 

大学側と企業側の講師による受講教員の受講前と受講後のスキルレベルを比較し評価

を実施した。 
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第9章 ＦＤプログラムを定着させるための課題分析 

本章では、今回の事業で実施された各 FD プログラムを定着させる上での課題として、

「教員のインターンシップ実施に関する課題」、「実施のための時間確保に関する課題」、

「産業界講師による継続的・スポット支援」、「産業界と高等教育機関の互恵的な関係の

樹立に向けた課題」の 4つの観点から分析した結果を記す。 

 

9.1 教員のインターンシップ実施に関する課題 

ここでは、各事業者の事業報告書や事務局の実施した各事業者へのヒアリング結果を

もとに、教員のインターンシップの実現を妨げている要因を、企業側、ならびに高等教

育機関側について記した後、教員のインターンシップを代替する取り組みについて記し

た。 

 

9.1.1 教員のインターンシップ実施の困難性 

欧米では、一定の経験を有する大学教員が専門分野に関する能力を向上させるための

研究休暇制度（サバティカル制度）が存在する。IT 分野の場合、半年～1 年間の休暇を

取得し、IT 企業等で企業訪問研究員等の立場で研究活動を行う場合がある。 

本事業では、高等教育機関の教員がこのような制度を活用し、一定期間インターンと

して企業の研究開発に参画することが、FDの最も望ましい実施形態の一つであると考え

たが、事業期間が限られていたこと等の事情から、本事業においては、高等教育機関の

教員が企業で中長期のインターンシップを行うという事例は存在しなかった。 

 

(1) 企業側の要因 

・ノウハウの漏洩に対する懸念 

外部の者を企業内部に招き入れることにより、企業秘密が外部に漏洩することを

懸念することは一般的であるが、高等教育機関の教員を企業内に受入れる場合にも

そのような懸念が生じる。なお、対策として企業と高等教育機関の間で守秘義務等

に関わる文書を締結することも考えられるが、それ以前の問題として、両者の間に

一定の信頼関係が存在する必要がある。 

・経営層の理解と支援制度等の不在 

高等教育機関の教員を中長期に渡って企業内に受入れるためには、高等教育機関

と繋がりのある企業の従業員の個人的な意欲だけでは十分でない。インターンシッ

プを実施する場合には、中長期に及ぶため、関係する部署の業績や組織への影響が

出ると考えられるため、企業の経営層の理解と制度的な支援がなければ実施は困難

である。 
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(2) 高等教育機関側の要因 

・高等教育機関における支援制度等の不在 

前述のサバティカル制度のような制度が高等教育機関に存在しなければ、インタ

ーンシップの実施は困難であり、存在していてもそれが教員に十分認知されていな

ければ意思表示する教員も出現しないと考えられる。 

また、学内の上位の者がインターンシップを奨励する意思表示を行い、昇給や昇

格などこれを受ける教員を評価する仕組み（教員にとってのインセンティブ）がな

ければ、教員がインターンシップへの参加に積極的になることは難しいと考えられ

る。 

・学内や学外に広げる仕組みの不在 

企業でのインターンシップに参加した教員が中心となって、インターンシップで

得られた成果・ノウハウ、課題を学内（あるいは学外）で共有するための組織的な

活動の場（学内の委員会・研究会、学外の教員との交流を担うコンソーシアムなど）

がなければ、教員の個人的な取り組みで終わる可能性がある。 

・産業界との日常的な交流の不在 

前述の通り、企業にとっては機密の流出にも繋がりかねない試みであるため、大

学が組織として、あるいは教員個人として、日常的に産業界と交流し、信頼関係を

醸成していなければ、早期にインターンシップを実現することは困難であると考え

られる。 

 

9.1.2 教員のインターンシップに代わる取り組みの実施 

前述の通り、教員のインターンシップを短期間で実現することは困難である。本事業

では、6 章でみたように、「企業の実務の理解を目的とした企業でのミーティング・レビ

ューへの参加」、「企業講師の演習の受講による教員に必要なスキルの習得」、「企業の講

師とのカリキュラムや教授方法に関する討議の実施・指導書の作成」など、教員のイン

ターンシップに代わる幾つかの FDが実施された。 
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9.2 実施のための時間確保に関する課題 

・既に決定している授業時間との調整 

まとまった期間を FD に充てることができれば良いが、現実には難しい。また、次

年度のシラバスを組む前の段階で FD の実施を計画できればよいが、急遽実施が決定

するような場合には、例え短い期間であっても、自身が担当する通常の授業に影響

の出ないようにスケジュールを組む必要がある。 

・実施時期の摺りあわせ 

教員を受入れる時期について、企業と高等教育機関との間でよく協議する必要が

ある。両者が時期を合わせることは困難な場合が多いと考えられるが、その場合に

は、夜間での実施、土日での実施、大学の長期休暇期間中（夏休みなど）での実施

等の検討も必要であると考えられる。 

そして、企業と高等教育機関とは予め余裕をもって、交渉する必要がある。 

 

9.3 産業界講師による継続的・スポット支援 

通常、高等教育機関ではあまり意識されることのない“顧客”に関係する「要求

分析」「顧客対応」「品質管理」に関する事項の教授や、受講学生のモチベーション

の向上につながる可能性のある「企業での体験談」等については、FDによっても企

業から高等教育機関への移転が困難であるとの評価が多かった。 

従って、これらの項目については引き続き、産業界の講師によって（スポット的

に）教授されることが望ましいと考えられる。 

 

9.4 産業界と高等教育機関の互恵的な関係の樹立に向けた課題 

産業界が高等教育機関に対して、本 FD 事業の各事業者が実施したような取り組み

を行う際の、企業側に求められる時間的・金銭的負荷は高い。 

本事業の一部企業のように、事業に参加することでその幾許かが金銭的に補填さ

れる場合には企業側も参画しやすくなるが、公的な資金等が見込めず、企業と高等

教育機関が自立的に実施しなければならないような局面では、技術者個人（ボラン

ティア）の情熱だけでは継続実施は困難である。 

継続実施のためには、産学それぞれが享受できるメリットが存在し、互恵的な関

係であることが理想である。 

企業側がメリットを享受できる可能性のある事例としては、九州産業大学が福岡

CSK に対して実施している「体系的な IT 知識等の習得を目的とした研修の実施」あ

るいは、北海道情報大学が想定している「産学が共同で研究・開発プロジェクトを

実施し、そこに教員が参画すること」などが考えられる。 


